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１．バイオマスの生理活性 

1)「木竹酢液の抗ウイルス性物質の探索」 
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2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

バイオマス由来の生体防御物質 

 

3. 研究概要 

地球温暖化や輸送手段の広域・高速化により、人畜に有害な病原体が広汎かつ迅

速に伝播していることは大きな社会問題の一つとなっている。本研究では、再生産

可能な木質・森林バイオマスの変換により人の健康や生活に寄与する有用な物質を

生産するという新しい研究領域を開拓することを目的とし、木竹酢液の抗ウイルス

活性の評価と原因物質の探索研究を行った。木竹酢液は、木竹炭を製造する際に副

次的に得られ、セルロース、ヘミセルロースおよびリグニンの熱分解生成物などを

含有する。木竹酢液は殺菌をはじめとする様々な生理活性を有することが報告され

ており、ウイルスなどの病原体の駆除にも有用なバイオマスである可能性が考えら

れるが、木竹酢液の抗ウイルス活性については十分な科学的根拠は示されていない。

本研究では、日本で深刻な被害をもたらし、現在なお韓国や中国など世界各国で脅

威を与えている口蹄疫ウイルスなどに対する消毒薬を木竹酢液から生産すること

を視野に入れて、木竹酢液の抗ウイルス活性の評価と、木竹酢液に含有される抗ウ

イルス活性物質の探索を行った。研究では、口蹄疫ウイルスと同じピコルナウイル

ス科に属する脳心筋炎ウイルス EMCV を用いて、竹酢液の抗ウイルス活性成分など
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を解析した。即ち、竹酢液のウイルス不活化活性を示す部分精製物の主要構成成分

をすべて明らかにして、化学合成品を用いてウイルス不活化活性フラクションを再

現した。さらに、再構築した成分再現液から一成分を除く方法により、ウイルス不

活化活性に影響を与える化合物を解析し、ウイルス不活化にフェノールが大きく関

与していることを明らかにした。また、フェノール単独のウイルス不活化活性が、

部分精製物の活性より低いことから、フェノールと相乗的にウイルス不活化活性を

高める物質の存在を明らかにし、酢酸がフェノールのウイルス不活化活性を増強す

ることを示した。また、木竹酢液に含まれる様々なフェノール誘導体が、脳心筋炎

ウイルス EMCV に対して強いウイルス不活化活性をもち、その効果は置換基の位置

により大きく異なるものがあることを示した。また、木竹酢液の抗ウイルス活性は、

樹種・製法により大きく異なることを見出し、原料と製法を規定して評価すること

の重要性を指摘した。木竹酢液の中で、カラマツとヒノキの木酢液は、中和しても

脳心筋炎ウイルス EMCV に対するウイルス不活化活性をもつことを見出した。この

原因物質について、単離と構造決定、有機合成を進め、金属イオン存在下でウイル

ス不活化活性を示す物質を特定した。さらに、木竹酢液が、インフルエンザウイル

スや、風邪の主要な原因ウイルスであるライノウイルスに対しても抗ウイルス活性

を示し、その効果も樹種・製法により大きく異なることを見出した。これらの結果

は、未利用木材を含む植物バイオマスの人為的な熱処理により、抗ウイルス活性物

質が生産でき、その分解機構と原因物質の生成の関係を解明することにより、人や

動物の健康に貢献できる新たな分野が開拓できることを示す(図 1)。 

 

 

 

図１  バイオマス変換による生体防御物質の生産 

廃材、未利用材を含む植物バイオマスの人為的改変による病原性ウイルスを

抑える生理活性物質の生産という新分野を開拓する。 

 

4. 研究の背景と目的 

近年、光合成によるバイオマス資源が再生可能な持続資源として有望視されており、
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その 90%以上を占める木質・森林バイオマスから得られるバイオエネルギーや化成品が

脚光を浴びている。注目すべきは、木質バイオマスを資源として利用する過程におい

て産出される副次的な天然物もまた有用であることである。そのひとつとして、様々

な生理活性を有する木竹酢液が挙げられる。木竹酢液の基となる粗木竹酢液は、広葉

樹や針葉樹、タケ類などの木竹材を炭化炉や乾溜炉により炭化する際に生じる排煙を

冷却・凝縮させることで得られる液体である。粗木竹酢液を 90 日以上静置すると三層

に分離し、その上層の軽質油ならびに下層の沈降タールを除いた中間層が木竹酢液と

呼ばれる pH 1.5～3.7 の液体である。これには、木竹材を構成する主要三成分である

セルロース、ヘミセルロースおよびリグニンの熱分解生成物が溶け込んでおり、これ

には酢酸を主とする有機酸類、アルコール類、エーテル類、アルデヒド類、ケトン類、

フェノール類、アミン類、スルフォン類ならびにその他の中性成分等、200 種類以上が

含まれる 1)。木酢液の効能については古くから研究されており、農業など多方面で利

用されてきた。木酢液は、イネいもち病やトマト灰色カビ病をはじめとした様々な農

作物病害生物の防除に有効である。また、木酢液はトマトモザイクウイルスを完全に

不活性化することも見出されており、ウイルスに対しても効果がある点で、木酢液と

農薬はその作用機序が異なる 2)。このように、木竹酢液の効能は報告されてきたもの

の、有効成分は不明であり、抗ウイルス活性に関する科学的根拠は示されていない。ま

た、原料や製法が与える抗ウイルス活性への影響も不明である。我々は、木竹酢液の有

する抗ウイルス効果に着目し、それが病原性ウイルス感染症予防に活用できるのでは

ないかと考えた。 

2010 年春、家畜伝染病である口蹄疫が日本では 10 年ぶりに宮崎県で発生し、29 万

頭の牛や豚が殺処分された。口蹄疫は、ピコルナウイルス科の口蹄疫ウイルス（foot-

and-mouth disease virus: FMDV）による牛、豚、羊などの偶蹄目の感染症である。FMDV

感染による致死率こそ低いものの、その高い伝播性や罹患した動物の生産性減少のた

め、患畜は全て速やかに殺処分される。したがって、FMDV 感染においては予防対策が

極めて重要である。現在、FMDV 感染予防法としては地面への消石灰散布が基本的に推

奨されている。木竹酢液は、農業において植物の生育を促進させるために使用するこ

とからも環境への悪影響は少ないと考えられ、さらに、その人畜等に対する安全性も

ラットへの経口投与実験（急性毒性試験および 90 日反復毒性試験）などにより評価さ

れている。基本的に FMDV は pH 7 以下において不安定であるため、酸性の木竹酢液処

理によりウイルスは感染力を喪失するであろう。したがって、木竹酢液は FMDV 消毒薬

の候補となりうることに疑いの余地はないが、木竹酢液の酸以外の複合的な成分が直

接ウイルスに作用、または細胞に作用することで抗ウイルス効果を発揮する可能性も

十分に考えられる。しかしながら、上述したように、FMDV は pH 高感受性であるため、

酸以外の抗ウイルス化合物探索には適さない。実際には、生ウイルスの使用自体が日

本 で は 動 物 衛 生 研 究 所 を 除 い て 禁 じ ら れ て い る 。 一 方 、 脳 心 筋 炎 ウ イ ル ス
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（encephalomyocarditis virus: EMCV）は FMDV と同じピコルナウイルス科でありなが

ら pH 3～9 にて安定であり、マウス細胞やヒト細胞だけでなく、マウス個体を用いた

感染実験にも使用できる。すなわち、EMCV を用いることで、木竹酢液の酸以外の抗ウ

イルス効果が分子レベルで解析可能となる。本研究では EMCV を FMDV のモデルウイル

スとして使用し、木竹酢液のもつ潜在的な抗ウイルス作用を検討し、その活性物質を

探索した。さらに、木竹酢液の消毒薬としての可能性を広げることを目的として、イン

フルエンザウイルス、風邪の主要な原因ウイルスであるライノウイルスに対する木竹

酢液の抗ウイルス活性を検証した。 

 

5. 研究の結果および考察 

5-1.木竹酢液の供試試料 

木竹酢液の供試試料として、木竹酢液認証協議会の認証評価を受けた広葉樹由来

白炭木酢液  (ウバメガシ・和歌山産 )、黒炭木酢液  (ミズナラ・岩手産 )、竹酢液  (孟

宗竹・山梨産 )および針葉樹由来木酢液  (アカマツ・秋田産、ヒノキ・岐阜産、カラ

マツ・北海道産 )を用いた。白炭木酢液、黒炭木酢液、竹酢液、アカマツ木酢液に関

しては、蒸留物も試験に供した。木竹酢液の試料情報を表 1 に示す。  

 

表１ 本研究に使用した木竹酢液  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-2. 木竹酢液の成分分析 

木竹酢液の GC/MS 分析の結果、フェノール類、フルフラール、カルボン酸類な

ど約 200 のピークが検出された。EI-MS ライブラリーを中心に約 100 成分の同定を

行った。o-, m-, p- cresol などの異性体の同定は保持時間 (溶出順 )を考慮して行った。

また、イソブタンを反応ガスとした CI-MS 分析を行い、合わせて同定を行った。酢
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酸については、木竹酢液の種類により約 3-12%含有していた。後述の細胞毒性、抗

ウイルス性との直接的な相関は見られなかった。ホルムアルデヒドを定量した結果、

その濃度は概ね 300 ppm 以下の濃度であり、それほど高い値ではなかった。ホルム

アルデヒド含有量についても同様に後述の細胞毒性、抗ウイルス活性との直接的な

相関は見られなかった。  

 

5-3. AmidoBlack による木竹酢液の細胞毒性と細胞生存率を指標とした抗ウイルス

活性試験 

AmidoBlack による木竹酢液の細胞毒性と細胞生存率を指標とした抗ウイルス性試

験を行った。即ち、最初に木竹酢液の×100,500,1000,10000 倍の希釈液をヒト由来

細胞株（HeLa, Huh7, HEK293T）とマウス由来細胞株  (L929) に加え、24 時間後の

細胞生存率を AmidoBlack 染色法により検出した。その結果、Bd, Cd において×100

希釈の溶液において 80%以上の細胞の生存が確認された。木竹酢液中の酢酸、ホル

ムアルデヒド濃度が比較的に高い Bd、Cd が低い細胞毒性を示したことから、酢酸、

ホルムアルデヒド濃度との相関性は見られなかった。次に、同様に処理した細胞に

EMCV ウイルスを 12 時間感染させ、Amido Black 染色を行い、細胞の生存率を調べ

た。Mock (ウイルス非感染, PBS×100 処理）を 100%として計算した。先の結果と

同様に、木竹酢液に含まれる酢酸およびホルムアルデヒド濃度と抗ウイルス作用に

直接的な相関性は見られなかったが、Bd、Cd処理細胞で 80%程度の生存率を示した。

そこで、比較的毒性が低かった Bd、Cd の木竹酢液について図２に示す方法に従っ

て成分分画を行い、黒炭木酢液蒸留物の有機溶媒可溶画分 Bd org4 と竹酢液蒸留物

Cd org4 について、HEK293T と L929 細胞を用いて再び細胞毒性試験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２  細胞生存率測定のための木竹酢液の分画法  
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実験の結果、Bd, Cd, Bd org4, Cd org4 処理後の細胞は 50 倍希釈濃度において高

い生存率を示した。そこでこの 4 種類の木竹酢液を殆ど細胞毒性を示さない 100 倍

濃度に希釈した溶液を用いて EMCV 感染における抗ウイルス活性を再び検討した。

自然免疫を誘導し、細胞に抗ウイルス活性を誘導する IFN-βを処理した細胞では

顕著な抗ウイルス活性が見られ細胞生存率が増加した（図 3）。これに対し、木竹酢

液処理細胞では、Bd org4  において若干の L929 細胞の生存率の増加が見られた

が、本法では抗ウイルス活性を結論づける結果は得られなかった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3  EMCV 感染後の細胞生存率に与える木竹酢液の影響  

*Positive Control として IFN-β を細胞に処理した。  

 

5-4.マウスを用いた抗ウイルス活性評価試験 

予備実験としてマウス（C57BL/6NCrSlc、7 週齢）3 匹ずつに細胞毒性が低かった

Bd, Cd, Dd 木竹酢液を床じきに散布（50 倍希釈）し、100 倍希釈した溶液を飲料水

として与え一週間飼育した。その結果、マウスの体重に変化は Control と比較して

差はなく、マウスに対してこれらの木酢液は毒性を殆ど示さなかった。さらにウイ

ルス感染時における抗ウイルス応答の評価の一つとして赤外線サーモグラフィー

を用いたマウスの体温変化を観察した。試験した条件では、マウスの体温変化から

抗ウイルス活性を評価することが難しいとの結論となった。このため、今後は木竹

酢液のウイルス不活化活性を評価することとした。 
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5-5.木竹酢液のウイルス不活化活性 

木竹酢液は材料、産地および製造法の違いによりその組成が異なる。木酢液を用

いた EMCV 不活化実験では、木竹酢液と混合して一時間反応させた EMCV の感染性が

低下するか否かを検討した。その結果、ウバメガシ（A）、ミズナラ(B)、モウソウチ

ク(C)由来の木竹酢液が EMCV の感染性を 1/10 以下に低下させるウイルス不活化活

性を有するのに対し、アカマツ由来(D)の木酢液にはその活性が認められなかった

（図 4）。また、ヒノキ(E)およびカラマツ（F）の木酢液は、中和したものでも、抗

ウイルス活性を示した。 

 

 

図 4 木竹酢液の EMCV に対する抗ウイルス活性。 

 

 

5-6. 竹酢液のウイルス不活化物質の同定 

蒸留竹酢液を酢酸エチルで抽出し、200 ml まで濃縮後、0.83 M 炭酸水素ナトリウ

ム水溶液を加えて分液し、水層と酢酸エチル層に分離した。酢酸エチル層を濃縮し

Fr.4 とした。水層は、70％硫酸溶液で pH2 に調整後、酢酸エチルで抽出し、Fr.3 を

得た（図 5）。Fr.4 は、シリカゲルクロマトグラフィーでさらに、Fr. 5–8 に分画し、

EMCV に対する抗ウイルス活性を測定した。EtOAc にて抽出した疎水性画分（Fr.4）

は EMCV の感染性を 1/20 程度まで抑制した（図 6）。また、シリカゲルカラムクロ

マトグラフィーで分離した Fr.5～8 では、もっとも疎水性の高い Fr.5 のみに Fr.4 と

同等のウイルス不活化活性が認められた。強い活性を示した Fr. 5 については、

GCMS で含有成分を分析し、標品との比較により、その主要な成分１２種をすべて

明らかにした。この 12 種の化合物の濃度を測定し、市販の化学品を同一濃度にな

るように加えて、再現液を構築した（表 2，図 7）。この再構築した Fr.5 は、Fr.5 と

同様に EMCV の感染性を 1/20 程度に低下させたことから、Fr.5 の性状を忠実に反

映しているものと考えられる（図 7, All）。そこでこの再構築した Fr.5 から、12 種

中性に調整した木酢液
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類の化合物をそれぞれ一つずつ差し引いたサンプル（図 8 #1～12）それぞれの活性

を検討した結果、フェノール（#5）の除去によりウイルス不活化活性が完全に喪失

した（図 8）。さらに、フェノール以外の化合物を除いてもウイルス不活化活性に大

きな変化は見られなかった。また、Fr.5 に含まれる 12 種類の化合物単独でのウイ

ルス不活化活性を測定したところ、フェノールのみが EMCV を不活化することが

確認された（図 9）。これらのことからフェノールが Fr.5 中で唯一ウイルス不活化

活性を有する化合物であることが示唆された。そこで、Fr.5 中に存在する濃度のフ

ェノール（EMCV との混合液中では 1%フェノール）を用いて EMCV 不活化実験を

行ったところ、Fr.5 と同様に EMCV の感染性を 1/20 程度に低下させたことから、

フェノールが Fr.5 のウイルス不活化活性に必要・十分であることが明らかとなった

（図 10）。  

 

 
 

図 5 蒸留竹酢液の分画  

 

また、竹酢液は、その主成分である酢酸により酸性の性質を有するため、酢酸が

水溶性フェノールのウイルス不活化活性に影響を与える可能性がある。そこで、ま

ず酢酸のみの影響を検討したところ、1.9%以下の酢酸は EMCV の感染性を変化さ

せなかった（データ示さず）。そこで酢酸とフェノールの組み合わせがウイルス不

活化活性に与える影響を検討したところ、1%フェノールのみでは EMCV の感染性

を 1/50 程度まで低下させるのに対し、1.4%酢酸との組み合わせによって EMCV の

感染性は検出限界以下になった（図 11，12）。また、0.5%フェノールは EMCV の感
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染性になんら影響を与えなかったが、1.4%酢酸との組み合わせによって EMCV の

感染性を 10 万分の 1 以下に減少させた（図 11）。これらの結果は、酢酸が水溶性フ

ェノールのウイルス不活化活性を大きく増強することを示している。  

 

 
 

図 6 竹酢液  C 分画部のウイルス不活化活性  

 

 

表 2 竹酢液  C の Fr. 5 ならびの再構築した Fr. 5 の構成因子とその濃度。  
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図 7 竹酢液 Fr.5 と再構築した Fr.5 の GCMS 

 
図 8 再構築した竹酢液 Fr.5 とその一成分欠損溶液の EMCV に

対する抗ウイルス活性  

 
 図 9 竹酢液 Fr.5 の成分の EMCV に対する抗ウイルス活性  
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図 10 フェノールの EMCV に対する抗ウイルス活性の濃度依存性  

 

 

 図 11 酢酸とフェノールの EMCV に対する相乗的ウイルス不活化活性におけ

るフェノール濃度の影響  

 

 図 12 酢酸とフェノールの EMCV に対する相乗的ウイルス不活化活性におけ

る酢酸濃度の影響  
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酢酸とフェノールの相乗効果について考察した。高濃度のフェノールは蛋白質の

変性による沈殿を引き起こすことでウイルスを不活化するが、低濃度のフェノール

はウイルス性酵素の活性阻害あるいはそれらをウイルス粒子からの漏出させるこ

とでワクシニアウイルスや単純ヘルペス 1 型を不活化することが報告されている

3,4)。しかしながら、EMCV をはじめとしたピコルナウイルスはウイルス粒子（キャ

プシド）内には酵素を含有しておらず、まず細胞内でそのウイルスゲノム RNA か

ら蛋白質が翻訳されなければならない。つまり、ピコルナウイルスのゲノム RNA

が宿主細胞の細胞質に入りさえすれば、複製が開始され得る。ピコルナウイルス科

のウイルスの中で、メンゴウイルスや FMDV は低 pH によってキャプシドの構造が

変化することが報告されている 5,6)。EMCV は低 pH 条件では細胞に侵入すること

ができないが、pH が中性付近に戻ると感染性が回復する 7)。これらの報告と合わ

せて考慮すると、酢酸による低 pH によって EMCV のキャプシドの構造が変化、そ

してフェノールの変性作用に対し脆弱となり、ウイルスゲノム RNA のウイルス粒

子からの漏出が誘引され、結果としてウイルスの感染性が失われているのかもしれ

ない。  

上述したように、ウバメガシ、ミズナラ、モウソウチク、アカマツ由来の木竹酢液

は中性条件下にてそのウイルス不活化活性を喪失する。すなわち、ウバメガシ、ミ

ズナラとアカマツ由来の木酢液のウイルス不活化活性は、竹酢液の場合と同様にフ

ェノールと酢酸の相乗効果に起因する可能性が考えられた（表 3）。  

 

表 3 木竹酢液のフェノールと酢酸の含有量  

 

 

 

 

 

 

 

5-7. ヒノキ木酢液 E の分画 

図 13 に従ってヒノキ木酢液 E の分画を行った。まず、酢酸エチルを用いて抽出

によって得られた水層と有機層の抗ウイルス活性を測定したところ、水層に強い活

性が確認できたことから、イオン交換レジンを用いてさらに分画を行い、E-Fr.1-1

～3 を得た。これら分画はすべて強い抗ウイルス活性を示したため(図 14)、medium 

pressure liquid chromatogram (MPLC)によってさらに分画を行った。図 15 に示す

ように、E-Fr.1-1-1 および E-Fr.1-2-1 が強い抗ウイルス活性を示した。E-Fr.1-1-

1 が強い EMCV 不活化活性を示したことから、GC-MS によって含まれる化合物の同定

試料名 樹種
フェノール含有量

(mg/mL)

A ウバメガシ 0.36 11.9

B ミズナラ 0.07 2.5

C モウソウチク 1.20 3.5

D アカマツ 0.05 1.4

酢酸含有量
(％)

12



を行ったところ、この画分は主に 3 種類の化合物から構成されることが明らかとな

った。そのうちの一つである 1,6-anhydro-β-D-glucopyranose はすでに抗ウイル

ス活性を示さないことを明らかにしていることから、E-Fr.1-1-1 の抗ウイルス活

性は他の 2 種類の化合物によるものであると推察された。そこで再度 MPLC によっ

て分画を行い、分画部 E-Fr.1-1-1-1 および E-Fr.1-1-1-2 を得た。これら分画部は

それぞれ化合物 1 および化合物 2 が主な構成成分であったため、HPLC を用いてこ

れら化合物の単離を行った。ヒノキ木酢液 E から単離した化合物 1 (compound 1)

および化合物 2 (compound 2)を含む画分はどちらも強い抗ウイルス活性を示すこ

とが明らかとなった。化合物 1 は、有機合成によりその構造を明らかにした。エス

テルである化合物 1 の合成品は、単独では EMCV に対するウイルス不活化活性を示

さなかったが、化合物 1 の酸誘導体は、銅イオン存在下で、ウイルス不活化活性を

示した。 

 
図 13 ヒノキ木酢液 E の分画  
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図 14 分画部の抗ウイルス活性 

 

図 15 分画部の抗ウイルス活性 

 

5-8．カラマツ木酢液のＦの分画と脳心筋炎ウイルスに対する増殖抑制効果 

カラマツ木酢液Ｆは、中性条件下においても抗ウイルス活性を保持し（図 2）、木

酢液 F の不活化物質は以前報告した竹酢液の phenol とは異なる物質である可能性

が高いと推察された。酢酸エチルにより抽出したあと、有機溶媒可溶部 F-Fr.2 と

水溶可溶部 F-Fr.1 に高いウイルス不活化活性が見られた。 
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図 16 カラマツ木酢液 F の分画  

 

図 17 木酢液 F、中和した木酢液 F、F-Fr.1 と F-Fr.2 の抗ウイルス活性 

F-Fr.1 高濃度 27.8 mg/mL、低高濃度 2.7 mg/mL 

F-Fr.2 高濃度 20.5 mg/mL、低高濃度 2.1 mg/mL 

 

 

続いて、有機溶媒可溶部をさらに分離カラムを掛け、F-Fr.1-1, F-Fr.1-2, と F-

Fr.1-3 を得た(図 16)。溶媒可溶部 F-Fr.2 を中和し、F-Fr.2-1, F-Fr.2-2 と F-

Fr.2-3 を得た。F-Fr.2-1, F-Fr.2-2 と F-Fr.2-3 のウイルス不活化活性を図 17 に

示した。有機溶媒可溶部 F-Fr.2-2 に注目し、F-Fr.2-2 をさらに五つの画分を分画
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した。この五つの画分すべてが高いウイルス不活化活性を示した(図 18)。 

  

 

図 18 カラマツ木酢液分画物の EMCV に対する抗ウイルス活性 

F-Fr.2-1 (21.7 mg/mL)、 F-Fr.2-2 (20.0 mg/mL)、 

F-Fr.2-3 (20.8 mg/mL) 

 

図 19 カラマツ木酢液分画物 F-Fr.2-2-1 (25.5 mg/mL)、F-Fr.2-2-2 (24.4 

mg/mL)、 F-Fr.2-2-3 (21.1mg/mL)、F-Fr.2-2-4 (23.8 mg/mL)、F-Fr.2-2-5 

(25.5 mg/mL)の抗ウイルス活性 

 

カラマツ木酢液分画物に高いウイルス不活化活性が認められたため、GC-MS で成分

を分析した。その結果、構造が明らかとなった化合物を表６に示す。表６の化合物

10～13 は、竹酢液にも含まれる。 

 

表 6 カラマツ木酢液有機溶媒画分に含まれる GC-MS で構

造を明らかにした化合物 
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カラマツ木酢液に含まれる化合物 13 種の抗ウイルス活性を試験し、多数のフェ

ノール誘導体にウイルス不活化活性を見出した。 

 

5-9. 木酢液のライノウイルスと A 型インフルエンザウイルスに対する不活化活性 

風邪の原因ウイルスの一つであるライノウイルスに対するヒノキ木酢液とその

分画部の不活化活性を測定した結果、いずれの画分も高い不活化活性を示した。ま

た、A 型インフルエンザウイルスに対するウイルス不活化活性を評価した結果、竹

酢液とその蒸留物、ウバメガシ、ミズナラ木酢液とその蒸留物およびアカマツ木酢

液蒸留物が IAV の増殖抑制効果が高いことを見出した。 

 

 

6. 今後の展開 

本研究では、再生産可能な木質バイオマスの変換により人の健康や生活に寄与す

る有用な物質を生産するという新しい研究領域を開拓することを目的とし、木竹酢

液の抗ウイルス活性の評価と原因物質の探索研究を行った 8-16)。研究では、口蹄疫

ウイルスと同じピコルナウイルス科に属する脳心筋炎ウイルス EMCV を用いて、

竹酢液の抗ウイルス活性成分などを解析した。即ち、竹酢液のウイルス不活化活性

を示す部分精製物の主要構成成分をすべて明らかにして、ウイルス不活化にフェノ

ールが大きく関与していることを明らかにした。また、酢酸がフェノールのウイル

ス不活化活性を相乗的に増強することを示した。また、木竹酢液に含まれるフェノ

ール以外のフェノール誘導体が、脳心筋炎ウイルス EMCV に対して強いウイルス
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不活化活性をもち、その効果は置換基の位置により大きくことなるものがあること

を示した。また、木竹酢液の抗ウイルス活性は、樹種・製法により大きく異なるこ

とを見出し、原料と製法を規定して評価することの重要性を指摘した。木竹酢液の

中で、カラマツとヒノキの木酢液は、中和しても脳心筋炎ウイルス EMCV に対する

ウイルス不活化活性をもつことを見出した。この原因物質について、単離と構造決

定、有機合成を進め、金属イオン存在下でウイルス不活化活性を示す物質を特定し

た。さらに、木竹酢液が、インフルエンザウイルスや、風邪の主要な原因ウイルス

であるライノウイルスに対しても抗ウイルス活性を示し、その効果も樹種・製法に

より大きく異なることを見出した。これらの結果は、未利用木材を含む植物バイオ

マスの人為的な熱処理により、抗ウイルス活性物質が生産でき、その分解機構と原

因物質の生成の関係を解明することにより、人や動物の健康に貢献できる新たな分

野が開拓できることを示す。今後、動物試験を含めた国際共同研究として、展開し

ていきたい。  
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１．バイオマスの生理活性 
2)「植物機能性低分子の代謝輸送」 

 
髙梨 功次郎 

京都大学生存圏研究所 (現：信州大学山岳科学研究所) 

 

1. 研究組織 

代表者氏名： 髙梨 功次郎（京都大学生存圏研究所）現：信州大学山岳科学研究所 

共同研究者： 矢崎 一史（京都大学生存圏研究所） 

     佐藤 文彦（京都大学生命科学研究科） 

  山田 泰之（京都大学生命科学研究科） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

生理活性、植物二次代謝産物 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

 植物は環境適応のために多種多様な生理活性物質を生産する。現在までに 200,000 種以上

の植物由来の生理活性物質が見出されており、医薬品や栄養機能食品の原料としてヒトの

疾病の治療や健康維持に利用されているものも少なくない。それら生理活性物質の大量生

産を目的として、生理活性物質の植物内における代謝や輸送機構に関する研究が世界中で

進められているものの、その大部分は未解明のままである。 

 植物生理活性物質由来の医薬品の生産方法として、植物から目的化合物を抽出・精製す

る方法と、植物から抽出した生合成前駆体を原料にして化学合成する「半合成」の 2 通り

の方法が行われているが、その両方法とも原料となる植物に含まれる化合物の蓄積量が非

常に重要となる。よって、植物が生産する生理活性物質の蓄積に関する研究を推進するこ

とは、生命現象に対する基礎研究として意義のあるものだけではなく、バイオマス由来医

薬品の安定供給による持続的社会の実現に役立ち、今後の生存圏科学の発展に貢献すると

ころが大きいと考えられる。 

 多様な構造や特性を持つ植物由来の機能性低分子有機化合物の、植物による大量生産に

関する研究は数多く行われており、それらは主に代謝遺伝子を改変することにより、その

生合成能力を高めた植物を作出するという戦略によるものである。その戦略により一定の

結果が出つつある一方、生合成能力の改変だけでは目的化合物が蓄積されない例も多く見
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出されてきており、生理活性物質の高生産のためには生合成能の改変だけではなく、輸送・

蓄積機構に関する研究も必要であると考えられるようになってきた 1, 2)。また、大量生産に

成功した植物でも、大量生産された生理活性化合物の特異的蓄積部位への輸送・隔離過程

も改変することで、生産植物の生長にもメリットが生じ、より効率的な生産が可能になる

と考えられる。 

 本研究では植物内における低分子有機化合物の中でも、特に高い生理活性を有するもの

が多いアルカロイドの輸送・蓄積機構の解明を目的とする。植物が有する数ある輸送機構

の中でも、近年特にアルカロイドを輸送することで注目されている ABC タンパク質および

MATE 型輸送体に焦点を絞り、その遺伝子の単離、および発現特異性や基質特異性の解明

を試みた。これらの研究により得られた基礎的知見は、バイオマス由来の機能性低分子有

機化合物の持続的な高生産に役立つと考えられる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. アルカロイド輸送への関与が推測される膜輸送体 

これらの輸送体を利用して輸送工学を行う。 
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１．バイオマスの生理活性 
3)「革新的なバイオマス構造解析技術を基盤とした 

新領域の創成」 

 

西村 裕志 

京都大学生存圏研究所 

 

1. 研究組織 

代表者氏名：西村 裕志（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：片平 正人（京都大学エネルギー理工学研究所） 

渡辺 隆司（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

バイオマスの生理活性、先端分析化学 

ミッション２：太陽エネルギー変換・利用 

 

3. 研究概要 

化石資源の急速な消費によるアンバランスな物質循環は、地球温暖化、環境汚染、資

源枯渇といった地球規模の重大な問題を引き起こしてきた。持続可能な生存圏の未来を

実現するためには、生態系全体のバランスを維持しながら、有用物質やエネルギーを生

産することが求められている。本研究では、生物由来の有機物であるバイオマスを包括

的かつ原子・分子レベルで分析する技術開発を行い、生存圏に多様な形態で存在するバ

イオマスを分子構造の解析を通じて診断し、有用資源として効果的に利用・変換する技

術の確立へ貢献することを目指して研究を実施した。 
バイオマスは生物が作り出す有機資源であり、多様な分子から成る。このため化成品

材料やエネルギー資源のみならず、生理活性物質などの高機能性物質としても高いポテ

ンシャルを持っている。中でも樹木に代表される植物バイオマスは未利用かつ豊富なバ

イオマス資源として注目されている。植物細胞壁は、主にセルロース、ヘミセルロース

およびリグニンによって構成されていて、互いに多様な結合で三次元の高分子を形成し

ている。この高分子ネットワークの結合構造を正確に把握することは植物バイオマスの

戦略的な変換、利用につながる。特に、リグニンの分岐構造やリグニンと糖の結合構造

は、その存在量は少ないもののバイオマスの高分子ネットワークを“ほどく”ための鍵

となる構造であり、バイオマスの成分分離、変換反応を開発する上で重要であるが、現

在のところ、核磁気共鳴法（NMR 法）によってのみ観測可能である。そこで化学の目
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でバイオマスの利活用を進める基盤としてNMR法を中心に質量分析法と組み合わせて

木質バイオマスを分子レベルで捉え、化学分解や成分分離、微生物分解など、さまざま

なバイオマスの変換反応過程における構成成分の変化を評価する手法の開発を目的と

して研究を行った。 
木質バイオマスを包括的に測定可能な溶液 NMR 法を用いて、構成成分の存在比を定

量する手法の改良を行った。2 次元 NMR においてはスピン結合の強度や緩和時間の長

さによってシグナル強度は影響を受ける。そこで、HSQC スペクトルの相関シグナルか

ら構成成分の相対量を見積もり、得られた定量値を較正する手法、および分子量の異な

る混合物について定量する手法を開発した。次に、木質バイオマス中における高分子ネ

ットワークの結合構造で特に重要なリグニンの分岐構造および糖-リグニンの複合体構

造をロングレンジ相関 NMR 法を用いて解析した。また、木質バイオマスの木材腐朽菌

による微生物分解過程の解析をおこなった。木質バイオマスの生分解過程におけるリグ

ノセルロース構造の変化や生分解過程で分泌される腐朽菌由来の二次代謝物を分析す

ることは、環境負荷の小さいバイオマス変換法構築へ向けた基礎知見として重要である。

その他、様々なバイオマスおよびバイオマス由来の反応生成物の分析を行った。溶液

NMR 法を用いたバイオマス成分の包括分析と定量評価、精密構造解析、バイオマスの

変換反応や生分解過程における動態解析は有用であり今後の発展が期待される。 

 

 

4. 付記 
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doi:10.1038/srep21742, 2016.2 

2) 西村裕志, 永田一真, 岸本崇生, 中村正治, Qu Chen, 片平正人, 渡辺隆司, バイオリファイ

ナリーのための超高感度 NMRによるリグニンの構造解析, 京都大学エネルギー理工学研究

所 ゼロエミッションエネルギー研究拠点共同利用・共同研究平成２７年度成果報告書, 68-
69, 2016/3 

3) Hiroshi Nishimura, NMR analyses of wood cell wall structures and the biodegradation, WWSC 
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２．木質住環境と健康 

「空気質特性の解明とヒトへの影響解析」 
 

 

金山 公三  

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：金山 公三（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：川井 秀一（京都大学生存学館(思修館)）    課題１～７ 

矢野 浩之（京都大学生存圏研究所）      課題１～７ 

梅村 研二（京都大学生存圏研究所）      課題１ 

西岡 美銘（京都大学生存圏研究所）      課題１ 

藤田 佐枝子（有限会社ホームアイ）      課題１～６ 

松原 恵理（森林総合研究所）         課題１～６ 

木村 彰孝（広島大学教育学研究科）      課題１．２ 

山本 良雄（中山倉庫株式会社）        課題１ 

中村 宜弘（中山倉庫株式会社）        課題１ 

中山 雅文（中山倉庫株式会社）        課題１ 

中川 美幸（愛媛県林業研究センター）     課題１ 

辻野 喜夫（大阪府環境農林水産総合研究所）  課題１ 

上堀 美知子（大阪府環境農林水産総合研究所） 課題１ 

大山 正幸（大阪府立公衆衛生研究所）     課題１ 

三宅 英隆（大阪府木材連合会）        課題１ 

仲村 匡司（京都大学農学研究科）       課題２ 

高橋 良香（京都大学生存圏研究所）      課題２ 

高橋 けんし（京都大学生存圏研究所）     課題３ 

矢吹 正教（京都大学生存圏研究所）      課題３ 

津田 敏隆（京都大学生存圏研究所）      課題３ 

光永 徹（岐阜大学応用生物科学研究科）    課題４ 

小川 愛（岐阜大学応用生物科学研究科）    課題４ 

坂本 祥子（岐阜大学応用生物科学研究科）   課題４ 

服部 浩之（岐阜大学応用生物科学研究科）   課題４ 

東 賢一（近畿大学医学部）          課題５ 

萬羽 郁子（近畿大学医学部）         課題５ 

宮越 順二（京都大学生存圏研究所）      課題６ 
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小山 眞（京都大学生存圏研究所）       課題６ 

成田 英二郎（京都大学生存圏研究所）     課題６ 

清水 陽子（京都大学生存圏研究所）      課題６ 

古田 裕三（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

三好 由華（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

古谷真理子（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

石原麻由子（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

田井 駿一（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

馬場 潤一（京都府立大学生命環境科学研究科） 課題７ 

 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

木質住環境と健康 

ミッション１：環境計測・地球再生 

ミッション４：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

木材（とくにスギ材）には優れた空気浄化機能があり、また木材内装仕上げによっ

て抑うつや不眠などの症状改善が観察されている。そこで本研究では、木質住環境に

おける空気質特性の解明およびヒトへの影響解析により、居住者の健康改善・増進に

寄与するデータの蓄積を目標として遂行した。最終的には、木材を有効活用する技術

開発を開拓、推進することを目的としているものである。 

過去５年間、以下に示す７テーマを設定し、上記７課題を割り振って遂行した。そ

して７テーマの成果報告は各々別添のとおりである。 

 

1．スギ材の大気浄化機能の解明とその応用（課題１担当） 

2．木質住環境内の空気質計測（課題３担当） 

3．スギ木口スリット材の調湿機能 

 3.1 スギスリット材の調湿機能（課題７担当） 

 3.2 スギスリット材を用いた保管庫の調湿機能と空気質（課題１担当） 

4．木質住環境の見えが生理・心理・認知反応に及ぼす影響（課題２担当） 

5．木材の香りの生理・心理応答と有効成分の探索（課題４担当） 

6．実空間における木材パネルの設置が居住者の生理・心理反応に及ぼす影響 

  （課題５） 

7．スギ抽出成分のヒト細胞への生理応答（課題６） 
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２．木質住環境と健康 

1) スギ材の大気浄化機能の解明とその応用 
川井 秀一（京都大学総合生存学館（思修館）） 

 
研究組織 

川井秀一、中川美幸、西岡美銘、木村彰孝、梅村研二、藤田佐枝子、辻野喜夫 

 

研究概要 

木材（とくにスギ材）には優れた空気浄化機能があり、また木材内装仕上げによって抑

うつや不眠などの症状改善が観察されている。本報告では、木質住環境におけるスギ材の

大気浄化機能の解析・解明を試み、主として組織構造と抽出成分の関係を明らかにした。

その過程で、スギ材の乾燥条件と大気浄化機能を関連付け、加工技術上の知見を得て、国

産材を有効活用する技術開発を開拓、推進に資するデータを収集した。 

 

1. 研究の背景と目的 

スギ材は空気汚染物質の収着能に優れていることが明らかとなっている 1)。その要因とし

て、抽出成分、仮道管有効内表面、含有水分の寄与が考えられているものの、各因子の詳

細な機構は解明されていない。また、スギ材木口面は調湿能にも優れていることが知られ

ている 1)。 

本研究では、形状および乾燥処理方法の異なるスギ材木口試料を用いて二酸化窒素（NO2）

の通気実験を行うことで、スギ材の NO2収着における仮道管内有効表面と抽出成分の影響を

検討した。2）－7）これらの機能を活かす材料としてスギ木口スリット材（以下「スリット材」）

が開発され 8）、実用化段階にあるが、ここでは応用事例について紹介する。 

 

2．実験方法：NO2収着能の評価 

熊本県産の約 40 年生のスギ心材から、形状および乾燥処理方法の異なる種々の試料を作

成し、含水率約 10%に調製した後、実験に用いた。通気実験に用いた木口試料の形状を図 1

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 通気実験に用いた木口試料の形状 

円盤状木口試験片 板状木口試験片 

R:100×T:500 L 方向:1.5,3.0,5.0 D:10, L 方向:1.5   

単位(mm) 
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図 2 光触媒材料の空気浄化性能試験方法（JIS R 1701-1:2004） 

 

測定系には、JIS R 1701-2004（光触媒材料の空気浄化性能試験方法）に規定される通

気試験（図 2）のほか、気体透過型の測定系（図 3）を新たに作成した。 

 

 

図 3 気体透過型の測定装置 
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前者は汚染空気が材料表面をなぞるように流れるのに対し、後者の場合は材料内を汚染

空気が透過する。いずれも、汚染物質の濃度や測定部の温度（20℃）・湿度（56％RH）をコ

ントールする制御系と通気中の汚染物質濃度を検出する測定系に分けられる。JIS試験法の

場合には、入口 NO2濃度 1000ppb、流速 3L/minに制御し、出口の NO2濃度を測定した。また、

気体透過型の測定系の場合では、恒温（20℃）のインキュベータ内の試料に一定濃度

（1000ppb）､定速（流速 560ml/min）の NO2を透過し、入口と出口の NO2濃度の差から試料

透過前後の NO2収着量や収着率等を算出した。 

なお、後者の透過型試料の形状は、スギ材の平均仮道管長が 3～5mmであることを考慮し

て通気方向に仮導管両端が開放されるように繊維（L）方向長さを 1.5mmの試料とし、これ

を直列に 5枚重ねて試験を行った。 

さらに、透過型実験により、試料の乾燥条件の影響を調べた。すなわち、熊本県産の約

40年生のスギ心材を天然乾燥及び人工乾燥した。人工乾燥の条件は低温（45℃）、中温（60℃）､

及び高温乾燥（105℃）として、これらの乾燥材から円盤型試料を作成し、透過型実験に供

した。さらに、乾燥条件の異なる木口円盤試料からアルコール・ベンゼン溶液への浸漬（48

時間）により、抽出成分を取り除いた試料を透過型実験に供し、NO2収着量のスギ材抽出成

分の影響を調べた。 

 

3．結果と考察 

 表層流動実験により NO2 ガスを仮道管横断面上に通過させた試料（板状木口試験片）の

NO2 収着量を容積換算して、図 4 に示す。図より、単位時間・容積当たりの NO2収着量は試

験片の L 方向厚さが厚くなるほど、収着量の増加割合が減少する傾向が認められた。この

ことは、試験片が薄い程容積当りの収着量が大きい、つまり、汚染物質が流れる木口表面

に近いほど収着効果が高いことを示している。 

                   表層流動実験 

 

  

図 4  NO2収着量（容積換算）に及ぼす板状木口試験片の繊維（L）方向厚さの影響 
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 一方、表層流動実験の結果を透過実験、すなわち、仮道管内に通過させた試料（円盤状

木口験片）のそれを比較すると、図 5 のとおりである。透過実験による円盤状木口試料の

NO2 収着量は表層流動実験の板状試料のそれの 7～８倍程度に達することがわかる。 

 

 

 

 

重量換算した NO2 収着量の乾燥条件の影響を図 6 に示す。抽出未処理材では天然乾燥に

おける NO2 収着量が最も大きく、人工乾燥がこれに続くが、同じ人工乾燥でも乾燥温度が

高くなるとともに、収着量が低下する傾向が見られた。抽出未処理材は抽出成分を含有し、

一方抽出処理材には抽出成分は無いとみなせる。高温乾燥したスギ材は天然乾燥と比較し

て、抽出成分の中でもテルペノイド類の減少が既往の研究により認められている。乾燥温

度の上昇に伴い、低沸点のテルペノイドを主体とするスギ抽出成分が材外へ揮発するため

である。したがって、乾燥温度による NO2 収着量の違いはスギ材が含有する抽出成分量の

差異によるものと推察される。このことは、抽出処理材が、全ての条件で未処理材よりも

NO2 収着量が低下し、かつ乾燥条件に関係なく、ほぼ同じ値を示し、有意差が認められなか

ったとよく符号する。 

図 5 透過実験（左）及び表層流動実験（右）における試験体 

（厚さ：1.5mm）の単位重量当り NO2収着量 
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図 6 各乾燥処理方法における脱抽出処理前後の NO2収着率 

 

4．スギ木口スリット材の応用事例 

 スギ材、とくにその木口面の優れた大気浄化機能や調湿性能に着目し、板目材や柾目材に

垂直方向に鋸目を施し、木口が現わしになったスギ木口スリット材が住宅の内装材として

開発されている 8)。このような、スギ材の特徴的な機能を十分に発揮させるためには、産地・

辺心材の影響や乾燥条件、並びに木口を現わすための切削加工の方法、施工上の課題など、

種々の要件の検討が必要である。また実大実験による居住空間の空気質、VOCや湿度の長期

にわたる検証も必要であるが、これらについては次章以下に報告する。 

 以下にスギ木口スリット材を応用したいくつかの事例を紹介する。 
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図 7 スギ木口スリット材の応用事例 

左上（壁材）、右上（壁材、裏面にスリット加工）、 

左下（天井材）、右下（机、裏面にスリット加工） 
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２．木質住環境と健康 

2）木質住環境内の空気質計測 * 
 

高橋 けんし ** 

京都大学 生存圏研究所 
 

研究組織 
高橋けんし、矢吹 正教 ***、津田 敏隆 ***、松原 恵理 ****、川井 秀一 ***** 
 

 
概要  

近年、居住空間における空気質がヒトの健康に与える影響に関して非常に高い注目が集まって

いる。本研究では、気密性の高い居住空間にスギ集材パネルを設置し、揮発性有機化合物や二次

有機エアロゾルの観点から見た空気質の測定実験を行った。空気質の計測は、大気化学の研究分

野で主に野外観測で用いられているオンラインの超高感度分析装置を用いてリアルタイムに行

った。実験の結果、自スギ集材から揮発するセスキテルペンなどの揮発性化合物と自然換気等に

より流入するオゾンなどの反応性気体との化学反応により、非常に高い濃度のナノ粒子が発生す

ることが分かった。ナノ粒子の発生機構を明らかにするために、クリーンブースを用いたプロセ

ス実験も実施した。一方でナノサイズの二次有機エアロゾルがヒトの健康に与える影響について

は、未だにほとんど明らかにされておらず、居住圏空気質の総合的な診断のためには、今後必要

不可欠な情報である。 
 
1. はじめに  

現代人は一日のおよそ８割以上を室内で過ごすとされており、住環境における空気質(Indoor 
air quality; IAQ)は、ヒトの健康影響を考える上で重要な問題である。住環境空気質の評価をする

うえで本研究が着目したのは、揮発性有機化合物(Volatile Organic Compounds; VOC)とエアロゾル

である。住環境における VOC は、室内の建材や塗料などの他、洗剤や香水など芳香を放つ物質

を発生源としている 1)。とりわけ日本に着目した場合、比較的風通しに優れた日本家屋よりも、

気密性の高い洋間を取り入れた住居やマンションが増加した結果、室内の VOC 濃度が高くなっ

ている可能性がある。一方、大気化学の分野では、大気中で VOC が酸化されると光化学オキシ

ダントなどの有害物質や二次生成粒子(Secondary Organic Aerosol; SOA)が生成されることが広く

認知されている 2)。光化学オキシダントや微粒子は、人体に取り込まれると呼吸器系疾患を誘因

するとされている。SOA が人体に対して有害であるという直接的な報告はまだ見当たらないが、

エアロゾルの化学組成に依らず一定の粒径以上のエアロゾルに対して重量濃度（例えば、PM2.5
や PM1 など）の観点で環境基準を設けている国は多い。したがって、住環境においても、居住

者に対する VOC および VOC の酸化反応生成物の曝露は、健康影響が懸念される問題の一つとな

っている 3,4)。住環境空気質が、時にシックハウス症候群(Sick Building Syndrome)と呼ばれるよう

** 〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学 生存圏研究所 大気圏環境情報分野.  E-mail: 
tkenshi@rish.kyoto-u.ac.jp 
*** 同 大気圏精測診断分野 
**** 〒305-8687 茨城県つくば市松の里 1 国立研究開発法人 森林総合研究所 
***** 〒606-8306 京都市左京区吉田中阿達町 1 京都大学大学院 総合生存学館（思修館） 
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な健康被害をもたらすことは社会的にもよく知られている。 
我々は、大気化学の研究分野で主に野外観測で用いられているオンラインの超高感度分析技術

を応用し、スギ材を配した住環境における空気質の評価を試みた。とりわけ、VOC および SOA
を実時間計測しながらそれらの変動特性に着目し、居住空間へのヒトの出入りや、窓・ドアの開

閉による換気が、住環境空気質にどのような影響をもたらすかを明らかにすることを目指した。 
 

2. 実験方法  

行った実験は主として 2 つの内容に大別できる。一つは、生存圏研究所のレンタルラボを使う

ことにより、実際の居住空間を模した環境下にスギ集材パネルを配置し、窓や入口ドアからの外

気の移流などによる室内空気質の特性変化を調べた実験である。もう一つは、同じくレンタルラ

ボを使用するものの、レンタルラボの中にクリーンブースを設置することで、ある程度の環境制

御が可能な実験条件を作り、実際の居住空間で起こる VOC 変動やナノ粒子の生成プロセスに関

する詳しい知見を得る実験である。前者の内容は主に平成 24 年度に、後者の内容は主に 25 年度

に実施した。 
平成 24 年度は、新領域課題の一つである「大気質と安心・安全」プロジェクトにおいて開発

した大気試料自動サンプリング装置、ならびに、各種のガス成分および微粒子のオンライン分析

装置を用いて行った。スギ集材パネルを配置した部屋と、スギ集材パネルを配置していない部屋

（コントロール）、ならびに野外からの、各々の空気を時間的に切り替えながらサンプリングし

つつ連続的に分析を行った。ガス濃度の計測は、多成分の VOC や O3, NOx, CO2などである。エ

アロゾルは、粒子径 10nm～300 nm の粒子個数濃度分布を計測した。VOC 測定は陽子移動反応質

量分析計(Proton-Transfer Reaction Mass Spectrometry; PTR-MS)5)を、CO2測定は非分散型赤外分光

計を、O3測定は紫外吸光計を、NOx測定はモリブデン触媒－化学発光法を、各々用いた。微粒子

の粒径分布は、走査式ナノ粒子粒径分布計測器で計測した。 
平成 25 年度はスギ集材パネルを配置した室内環境におけるナノ粒子の発生機構ならびにその

除去方法ついて詳しく検討した。特に、自然換気に伴って室内に発生するナノ粒子の発生要因に

着目した 
詳しい実験を行うとともに、それを踏まえたナノ粒子の生成・成長を抑制する方法の試験的検討

を行った。クリーンブース内に VOCs の生成源としてスギスリット材を 6 枚設置した。スリット

材は、24 年度に使用したものではなく、25 年度に施工業者に新規に依頼して作成して頂いたも

のである。その理由は、24 年度に使用したスリット材からは、ナノ粒子の生成実験に必要な VOC
放出速度が検出されなかったからである（検出実験は、クリーンブースを使った実験とは異なる

実験を別途行った）。クリーンブース内における総 VOC 濃度は、真空紫外光イオン化装置の不具

合等の為、正確には測定できなかったが、24 年度と同程度かそれ以上であったと推測された。ス

ギ材から放出される VOCs のうち、セスキテルペン(SQTs)に着目して GC-MS による分析を行っ

たところ、δ-cadinene がおよそ 4 分の 1 を占めることが分かった。クリーンブース内の空気を、

走査式ナノ粒子粒径分布計測器および凝縮粒子カウンターに導入して、それぞれ、粒径 10–300 nm
における粒径分布と粒径 4 nm 以上の総個数濃度をリアルタイム計測した。 

 
3. 結果および考察  

3.1 自然換気がスギ集材パネルを設置した居住空間の空気質に与える影響 

平成 24 年度に実施したスギ集材パネルの在る部屋の中央付近の空気を計測した PTR-MS スペ

クトルを、図 1 に示す。特徴的なピークとして、セスキテルペン M205（およびそのフラグメン

トイオンが複数出現する 6)）が挙げられる。フラグメントイオンを考慮すると、約 150ppb 程度の

濃度に達していたことが分かった。これは、森林環境で観測される代表的なセスキテルペン濃度
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図 1：スギ集材パネルの在る実験室で測定した PTR-MS スペクトルの一例。 
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M205 SQTs

M33 CH3OH
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M93 toluene
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M45 CH3CHO

M61 acetic acid

M31 HCHO
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（数 ppb 前後）に比べて極めて高い。また、モノテルペン M131 や VOC 酸化生成物の一つであ

るメタクロレイン／メチルビニルケトン M71 なども観測されている。一方、C8 - C12 の芳香族

(M107,121,135,149,163)や高濃度のメタノール M33、アセトン M59、トルエン M93 が検出された

が、それらは主として人為起源、すなわち、宇治キャンパス内の他研究施設から研究活動に伴っ

て放出された物質が、スギ集材パネルの在る部屋へ換気口や出入用ドアを経由して流入したもの

と考えられる。ホルムアルデヒド M31 も 2000 ppb という高い値を示したが、これは室外からの

混入と、VOC の酸化反応生成物との、両者の寄与であると考えられる。 
 
3.2 クリーンブースを利用した木質住環境におけるナノ粒子の生成過程の検討 

クリーンブースを利用した実験ではまず、室外からの空気をブース内部へと自然換気によって

取り入れ、その後瞬時に自然換気を停止し、ブース内を閉鎖系にした。その結果、ブース内にお

いてナノ粒子の発生が検出された。ナノ粒子の成長速度を、スギ集材パネルを設置したレンタル

ラボと、クリーンブースとで比較してみると、大きく変わらないことが分かった。この観測事実

から、いずれの実験環境においても同様のメカニズムによってナノ粒子が生成されていたことが

示唆された。 
ナノ粒子の発生の背景として、VOCs のオゾン酸化反応(ozonolysis reaction)が考えられる。と

りわけ、分子内炭素が多い SQTs からはモノテルペンからよりも多くのエアロゾル収量をもたら

すことが分かっている 7)。本研究課題の実験においても、VOCs のオゾン酸化反応がナノ粒子生

成をトリガーしたと考えられる。本研究ではさらに、市販されている空気清浄器を用いて、ナノ

粒子の抑制を試みる実験も試験的に実施した。 
 

4. 今後の展開と将来展望 

本研究では、スギ集材パネルから揮発する VOC の酸化反応が、非常に高い数濃度のナノ粒子

を室内に発生させることを示した。我々はさらに、比較的多くの人が集まるような室内空間（学
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校の教室や市民ホールなど）における空気質環境にも関心を持っている。とりわけ、建材等から

発生するVOCが誘発するナノ粒子の生成機構や、戸外からのエアロゾルの流入にも興味がある。 
これらの研究に関連する最も重要な議論として、ナノ粒子がヒトの健康に与える影響に関する

知見が不足しているという点が挙げられる 1-4)。ナノ粒子は、その粒径の観点からは、ヒトの肺

胞まで到達することが示唆されているが、吸引に伴う生体影響についての知見はほとんどないの

が実情である。日常生活における主要なナノ粒子として、VOCs や SO2の酸化によって生成され

る二次粒子や、ディーゼル排出ナノ粒子などが挙げられる。こうしたナノ粒子の単体および複合

的な生体影響を調べることは、急務な課題である。 
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２．木質住環境と健康 

3-1) スギスリット材の調湿機能 
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研究概要 

スギスリット材の調湿性能を向上させるために、スリット試料の溝の形状、空気の

対流、熱処理が吸放湿性能に及ぼす影響について検討を行った。その結果、スリット

試料の吸放湿速度は木口面の増加にしたがって増加した。しかしながら、凹部深さが

深い試験体では、木口面の面積が増加するにもかかわらず、吸放湿速度は増加しなか

った。一方で、凹部深さの深いスリット試料の吸放湿速度は、空気を対流させること

により増加した。そして、その増加率は凹部深さが深い試料ほど大きかった。 

スリット試料の平衡含水率は熱処理温度が高くなるにつれ減少した。細胞壁内の

0.6nm 以下のミクロ孔の細孔容積も熱処理温度が高くなるにつれ減少した。 

スリット材の最適な製造条件を確立するには、製造コストや歩留まり、乾燥条件、

設置環境などについて更に考慮する必要があると考えられた。 

 

1. 研究の背景と目的 

スギ木口スリット材(以下、スリット材)は、板目材に繊維直交方向の溝(スリット)

加工を施し木口面を増加させることで、大気浄化能力や吸放湿性能の向上を図ってい

る内装材である。このスリット材は、すでに実用段階にあり、家具、内装材などとし

て使用されている。しかしながら、スリット材に施すスリットの形状（深さ、角度な

ど）や、材の乾燥条件などがスリット材の吸放湿性能に及ぼす影響については未だ明

らかでない。そこで、本研究では、スリット材の最適な製造条件を把握することを目

的として、スリットの形状や、材の乾燥温度、設置環境などの各種因子と吸放湿性能

の関係について検討を行った。 

 

2.実験方法 

2.1 供試試料 

試料には、天然乾燥された京都府立大学付属大野演習林産の 50 年生スギを用いた。

胸高直径は約 25 ㎝であった。試料(1)吸放湿の測定用、試料(2)平衡含水率の測定用、

試料(3)ミクロ孔の測定用の 3 種類の試料を作製した。 

試料(1)の形状を図.1 に示す。繊維方向（L 方向）の厚さの影響を検討するため、L
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方向厚さの異なる板状試料（図 1(a)）を作製した。L 方向寸法は 2mm、5mm、7mm、10mm

とした。また、L 切削角度の影響を検討するため、L 方向に対する切削角度の異なる板

状試料(図 1(b))を作製した。L 方向に対する切削角度は、0°(板目板)、30°、45°、

60°、90°(木口板)とした。これらの試料は横断面を除く、四方をアルミテープでシ

ーリングした。 

凸部の L 方向厚さの影響を検討するため、凸部の厚さの異なるスリット試料

(図.1(c2))を作製した。凸部の厚さは 2mm、5mm、7mm、10mm とし、凹部の深さ及び幅

はそれぞれ 7mm、6mm とした。また、凹部深さの影響を検討するため、凹部深さの異な

るスリット試料(図.1(d2))を作製した。凹部深さは 3mm、7mm、15mm、20mm、30mm とし、

凸部厚さ、凹部幅はそれぞれ 6mm、7mm とした。スリット試料は、70mm(L)×40mm(R)×

70mm(T)の板目面にスリットを施して作製した。加えて、スリット施さない板目試料も

作製し、実験に供試した。スリット試料は、凸部以外からの吸湿を防ぐため、

図.1(c1)(d1)に示すように、側面をアルミテープでシーリングした。 

試料(2)は 7mm(L)×40mm(R)×40mm(T)に切り出し、25、45、60、100℃の各温度で全

乾状態まで乾燥させた後(熱処理)、実験に供試した。試料(3)の形状は、1～2mm の立

方体とした。重量は約 1 グラムであった。 

 

 

2.2 吸放湿速度の測定 

それぞれの試料が恒量に達するまで、恒温室(20℃、65%RH)で養生した後、KNO₃ 飽

和塩入りデシケータ内(20℃、93%RH)で各試料の吸湿を開始した。吸湿開始から、30

(d1)

(a)

(b)

(c1) (c2)

(d2)

図 .１  試験体の形状  

(a)L 方向の厚さの異なる板状試料  (b)L 方向に対する切削角度の異なる板状試料  

(c)L 方向の凸部厚さの異なるスリット試料  (d)凹部深さの異なるスリット試料  
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分後、1 時間後、1 時間 30 分後、3 時間後、6 時間後、12 時間後、24 時間後の重量を

測定した。測定方法は以下の通りである。試験体をデシケータから取り出し、電子天

秤を用いて重量を測定した後、試験体をデシケータに素早く戻した。これらの測定は

無風もしくは空気を強制対流させた条件下で行った。デシケータ内の空気の対流はケ

ースファン(1400rpm、92mm×92mm)を用いて発生させた。風速は約 0.7m/s であった。

スリット試料およびケースファンの配置を図.2 に示す。 

  

 

2.3 平衡含水率の計測 

試料(2)を、それぞれ 23% RH (CH3COOK)、42% 

RH (K2CO3)、 65% RH (NH4NO3)、 85% RH (KCl)

の飽和塩水溶液入りデシケータに静置した。試

料が恒量に達した後、平衡含水率を計測した。 

 

2.4 細孔容積の測定 

細孔容積の測定には全自動ガス吸着装置、

AUTOSORB-1(Quantachrome 社製)を用いた。装置

概要を図.3 に示す。試料(3)を、AUTOSORB-1 の

マントルヒーターを使用して、45℃、60℃、105℃

でそれぞれ 19 時間乾燥させ、二酸化炭素の吸着

量の測定を行った。得られた吸着等温線から、過

去の例に倣って 1) HK 法による解析を行い、細孔径

と微分細孔容積の関係を求めた。 

図 .2 強制対流時のファンおよび試料の配置  

(左 )ケースファンを設置したデシケータ (右 )スリット試料の配置  

図 .3 全自動ガス吸着量測定装置  

AUTOSORB-1 
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3. 結果および考察 

3.1 板状試験体の吸放湿性能 

調湿材の調湿性能を評価する場合、湿度変化後の吸放湿速度が重要となる。そこで、

L方向厚さ、L方向に対する切削角度の異なる板状試験体の吸放湿速度を測定した。図.4

に板状試料の単位体積当たりの吸放湿量の一例を示す。図.4 から、単位体積当たりの

吸放湿量の変化量は、測定開始 10 時間程度で大きく減少することが確認された。そこ

で、本報告では、測定開始から 6 時間後の単位体積当たりの吸放湿量の値を吸放湿速

度とした。 

 

図.5 に L 方向厚さと吸放湿速度の関係を示す。吸放湿速度は L 方向厚さが厚くなる

ほど減少する傾向がみられた。一般にスギの仮道管長は 3mm であり 2)、このことが L

方向厚さの異なる木口板の吸放湿性能に影響したと考えられた。 

木材の吸放湿性能は、板目面より木口面において優れていると報告されている 3)4)。

木材の L 方向に対する切削角度を小さくしていくと、切削面の面積は増加する。しか

しながら、切削面に占める木口面の投影面積の割合は減少する。そこで、木口面面積

が吸放湿性能へ及ぼす影響を検討するため、有効木口面面積率（以下、EAR）を定義し

た。両端の木口面面積が同じ角材を、軸方向に対して斜めに切削すると、露出する横

断面積は増加するが、木口面の投影面積は変化しない。このときの、露出している横

断面に対する元の木口面面積の割合を EAR と定義した。したがって、木口面の EAR は

100％となる。図.6 に吸放湿速度と EAR の関係を示す。EAR が大きいほど、吸放湿速度

は増加した。一方で、木口面より EAR の小さい、切削角度が 90°以下の試験体は、木

口面に比べ、細胞内腔表面がより露出していたと考えられる。つまり、横断面におけ

図 .4 L 方向厚さの異なる板状試料の吸放湿量の変化  

42



る吸放湿性能には、細胞内腔表面が露出することより、細胞壁内の水分拡散が影響す 

ることが示唆された。 

 

 3.2 スリット試料の吸放湿性能 

図.7 に、凸部の L 方向厚さの異なるスリット試料の、凸部体積当たりの吸放湿速度

と、凸部木口面面積当たりの吸放湿速度を示す。凸部体積当たりの吸放湿速度は凸部

の L方向厚さが厚くなるにつれて減少し、板状試験体の吸放湿速度の傾向と一致した。

このことから、スリット材凸部の吸放湿性能の発現機構は、板材のそれと同じとみな

図 .5 吸放湿速度と L 方向の厚さの関係  図 .6 吸放湿速度と有効木口面積率 (EAR)の関係  

図 .7 吸放湿速度と凸部の L 方向厚さの関係  

(a) 凸部体積当たりの吸放湿速度   (b) 凸部木口面面積当たりの吸放湿速度  
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してもよいことが示唆された。したがって、スリット材凸部の吸放湿性能は、板材の

それにより評価できる可能性があることが示唆された。一方、凸部木口面面積当たり

の吸放湿速度は、スリット試料の凸部厚さと明確な関係は見られなかった。 

図.8 に、凹部深さの異なるスリット試料の、凸部体積当たりの吸放湿速度と、凸部

木口面面積当たりの吸放湿速度を示す。凸部体積当たりの吸放湿速度は、凹部深さが

深くなるにつれ減少した。また、凸部木口面面積当たりの吸放湿速度でも同様の傾向

がみられた。このような結果が得られた原因として、今回、吸放湿測度の測定を無風

状態のデシケータ内で行っていため、凹部深部で、空気が対流していなかったことが

考えられる。これに伴って、凹部深部の木口表面での吸放湿性能が制限され、吸放湿

速度が低下したことが考えられる。したがって、凹部深部で空気を強制対流させるこ

とで、吸放湿量が増加することが考えられた。 

  

そこで、空気の対流がスリット試料の吸放湿性能に与える影響を明らかにするため、

図.9 に、空気の対流による吸放湿速度の変化率(M/M a )と、スリット試料の凹部深さの

関係を示す。M は無風条件下の吸放湿速度、M a  は空気を対流させた場合の吸放湿速度

である。すべての凹部深さの異なるスリット試料において、M/M a は空気を強制対流さ

せることにより増加した。M/M a の値は凹部深さの深い試験体ほど大きくなった。 

図 .8 吸放湿速度と凹部深さの関係  

(a) 凸部体積当たりの吸放湿速度  (b) 凸部木口面面積当たりの吸放湿速度  
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これら結果から、以下のことが考えられる。スリット試料の吸放湿速度は、木口面面

積が増加するにしたがって増加する。しかしながら、凹部を深くすると、木口面面積

が増えるにもかかわらず、吸放湿速度は減少する。さらに、その減少した吸放湿速度

は、凹部深部において空気を強制対流させることにより増加する。今後は、スリット

材の調湿性能の制御技術の更なる向上のため、凹部の幅や空気の対流の条件が吸放湿

性能に与える影響について更に検討する必要があると考えられる。特に、空気の対流

が吸放湿性能に及ぼす影響については、より実際の使用環境に近い条件下において、

スリットに対する対流の向き、風速などの影響について検討が必要である。 

 

3.3 スギ材における熱処理の影響 

現在、スリット材は、スギ材から放出される香気成分を減少させないよう、低温で

乾燥が行われている。しかしながら、乾燥条件が調湿性能に与える影響については未

だ検討されていない。そこで、乾燥温度に着目し、様々な温度で熱処理を行った験体

の吸湿性について検討を行った。図.10 に、熱処理温度と各相対湿度下における平衡含

水率との関係を示す。平衡含水率は熱処理温度の増加とともに減少した。熱処理温度

の異なる試験体間での各相対湿度における平衡含水率の差は、相対湿度が低いほど大

きくなった。これと同様の傾向は、140℃～200℃で熱処理を行ったヒノキでも確認さ

れている 5)。図.11 に乾燥温度が細孔径分布に与える影響について示す。細孔径分布は、

試験体への CO 2 吸着量により求めた。水分子が 1～2 個吸着できる大きさである 0.6nm

以下のミクロ孔の細孔径分布は、木材の調湿性能を評価する上で重要である。細孔径

が 0.6nm 以下の細孔容積は熱処理温度が高くなるにつれて減少した。したがって、熱

処理による平衡含水率の減少は、熱処理によって 0.6nm 以下のミクロ孔が減少するた

図 .9 空気の対流による吸放湿速度の変化  

M :無風条件下の吸放湿速度  Ma :空気を対流させた場合の吸放湿速度  
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めであると示唆された。熱処理による吸湿性やミクロ孔の減少は、吸水または吸湿さ

せることにより、ほぼ元の水準まで回復することが報告されている 1)5)。つまり、木材

の熱処理による吸湿性やミクロ孔の減少は可逆的な変化である。このことから、今後、 

異なる乾燥スケジュールで乾燥させたスリット材に対して、乾湿繰り返し試験を行う

ことにより、吸放湿性能を損なわないような、適切な乾燥法や使用法が提案できる可

能性が考えられる。 
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図 .11 乾燥温度の異なる試料の細孔径と

微分細孔容積 (dV/dL)の関係  
図 .10 各乾燥温度と各相対湿度にお

ける平衡含水率との関係  
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２．木質住環境と健康 

3-2） スギスリット材を用いた保管庫の調湿機能と空気質 
 

木村彰孝 * 

広島大学 教育学研究科 

 

研究組織 

木村彰孝、中川美幸 **、中山雅文 ***、山本良雄 ***、中村宜弘 ***、辻野喜夫 ****、藤田佐枝子 *****、 

松原恵理 ******、川井秀一 ******* 

 
 
研究概要 

空気汚染物質の収着能や調湿能に優れていることが明らかとなっているスギ木口面を多く露

出させたスギスリット材（以下、スリット材）が開発され、内装等への利用が進められつつある。

本研究課題では、スリット材を用いた実大空間の性能評価およびデータの蓄積を産学連携で進め

ている。そのうち、本報告では保存環境の維持に必要なエネルギーを可能な限り使用することな

く良好な環境の維持と向上を図ることと、利用者である人の安全・安心の配慮を両立した保管庫

の実用化を目指し、スリット材の使用量とスリットの有無が実大保存空間の調湿能と空気質に与

える影響、スリット材の調湿能や空気浄化機能が金属の腐食とカビの成長抑制に与える影響、に

ついて検討した。 

 
1. はじめに 

スギ木口面は空気汚染物質の収着能や調湿能に優れていること 1)、特に、空気汚染物質の 1つ

である NO2の収着には、仮道管有効内表面、構成成分、含有水分が寄与していること、など 2-5)

が既往の研究や他の研究課題により明らかとなりつつある。そして、このような機能を活かす材

料として、板目材の繊維直交方向に溝加工を施すことで表面に木口面を露出させたスギ木口スリ

ット材（以下、スリット材）を実用化し、内装などへの利用が進みつつある。また、スギ材の香

り（抽出成分）は吸入することで人に対して鎮静的に作用することなどが多くの研究により明ら

かとなっており 6)、スリット材を用いることで同様の作用が期待される。このような機能を有す

るスギスリット材を保存空間に用いることで、保存環境の維持に必要なエネルギーを使用するこ

となく良好な保存環境の維持・向上と利用者である人の安全・安心に配慮した保存空間の創造が

期待される。しかし、実際の保管庫に施工し、その効果を実大実験により検証した研究は行われ

ていない。 

そこで、本研究ではスリット材を用いた保管庫の実用化を目指し、スリット材の使用量とスリ

ットの有無が実大保存空間の調湿能と空気質に与える影響、スリット材の調湿能や空気浄化機能

* 広島大学教育学研究科 
** 元京都大学大学院農学研究科修士課程 
*** 中山倉庫株式会社 
**** 元大阪府立環境農林水産総合研究所 
***** 有限会社ホームアイ 
****** 森林総合研究所 
******* 京都大学・大学院総合生存学館 
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が金属の腐食とカビの成長抑制に与える影響、について検討した。本報では、これまでの研究成

果の概要と今後の予定を報告する。 
 
2. 実験方法 

2.1 供試保管庫 

床面に合板を使用した亜鉛メッキ鋼板製の保管庫（内寸幅1,605×奥行1,850×天井高2,025mm）、

壁面 4ヶ所に通気口）の内面にスリット材と板目材を施工した。スリット材はスギ板目材に溝加

工（凹部幅 6、凸部幅 7、深さ 6mm）を施したもの、板目材は溝加工を施していないこと以外はス

リット材と同一のものを用い、両者の使用量の異なる保管庫を 6種類作成した。各保管庫の仕様

を表 1に示す。なお、保管庫へのスギ材施工は 2012年 6月 19、20日に実施した。 

 

 
 

2.2 測定項目 

 本研究では、温湿度、空気質、カビと金属試験片の暴露試験を実施した。測定方法を以下に、

測定状況を図 1 に示す。 
（1）温湿度 
保管庫内中央、倉庫内、屋外の床上・地上 1,350mm に温湿度計（TR-72Ui、(株)T&D）を設置

し、15 分間隔で測定した。測定場所に金属製 H 型スタンドを設置し、クランプで温湿度計を固

定した。 
（2）空気質 

保管庫内の空気質の検討として、VOC類（厚生労働省の指針値を一部含むVOC 48成分とTVOC）
に加え、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、テルペン類の分析を行った。保管庫内中央およ

び倉庫内の空気を一定期間毎に捕集し、TVOC および VOC 48 成分とそれを除く上位 10 成分を加

熱脱着-GC/MS、ホルムアルデヒドとアセトアルデヒドを HPLC、テルペン類を溶媒抽出-GC/MS
により分析した。各項目における空気捕集と分析の方法を表 2 に示す。なお、VOC 48 成分とそ

れを除く上位 10 成分の分析結果は族別に分類した。 

表 1：供試保管庫の仕様 

注 1）45℃乾燥した熊本県小国産スギ板目材（約 40 年生） 

注 2）床材に使用されている合板による影響を考慮し、表面に養生シート（プラベニア、ポリプロピレン樹脂製、

厚さ 3mm）を施工 

注 3）同一内装仕様（天然乾燥した和歌山県産スギ板目材（約 40 年生）、施工日：2010 年 12 月 24 日）の保管庫

にて 2011 年 1 月 24 日から 2012 年 6 月 19 日まで暴露していたものを 2012 年 6 月 20 日に移設 
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（3）カビの暴露試験 
カビの成長抑制に与える影響を実験的に評価することを目的に、カビセンサー（環境生物学研

究所）を用いた暴露試験を行った。カビセンサーとは、表 3 に示す住宅に生息するカビのうち好

湿性のカビである Alternaria alternta、好乾性カビである Eurotium herbariorum、絶対好乾性カビで

ある Aspergillus penicillioides の成長可能相対湿度の下限値が異なる 3 種類の標準菌を、図 2 に示

す状態で不織布の袋の中に閉じ込めたものである 7)。 
カビセンサーの暴露スケジュールを図 3 に示す。暴露は保管物のカビ発生が最も懸念される

2012 年 6 月 20 日～9 月 27 日を 4 週間程度の 3 期間（期間①～③）に分けて行った。加えて、期

間①については最も湿度が高い梅雨であったことから、期間を 2 つに分けた条件（期間①－1、2）
を設けた。各期間における開始日の 15:00 頃に各保管庫内、屋外、倉庫内に設置した支持棒につ

り下げることで暴露を開始し、終了日の 15:00 頃に回収した後、菌糸長を測定した。菌糸長のう

ち、図 4 に示すように胞子分散スポットの外側まで伸長していない場合は胞子からの長さ、胞子

分散スポットの外側まで伸長している場合はスポット端からの長さを測定し、最も長いものから

2～4 番目の菌糸長の平均値を測定値とした。 
（4）金属試験片の暴露試験 
金属の腐食に与える影響を実験的に評価することを目的に、金属試験片の暴露試験を行った。

金属試験片には、日本テストパネル社製の①炭素鋼（JIS G 3141、SPCC-SB、縦：40×横 30×厚

さ：1.2mm、取り付け孔：1 ヶ所（直径：6mm）、両面#400 研磨仕上げ）、②銅（JIS H 3100、C1100P、
縦：40×横 30×厚さ：0.5mm、取り付け孔：1 ヶ所（直径：6mm）、両面鏡面バフ研磨仕上げ）、

③銀（純金 99.98%以上、縦：40×横 30×厚さ：0.5mm、取り付け孔：1 ヶ所（直径：6mm）、両

面鏡面バフ研磨仕上げ）を用い、各金属試験片は暴露開始前にアセトンで超音波洗浄を行うこと

で脱脂処理した後、乾燥させた。処理後の金属試験片は、ポリプロピレン製の糸を孔に通した状

態で各金属試験片が接触しないよう、保管庫内、倉庫内、屋外に設置した支持棒につり下げた。

加えて、未暴露（blank）としてシリカゲルを入れたデシケーター内にて保管した。 
実験は 2011 年 1 月 24 日に開始し、2012 年 6 月 19 日までは今回設置した C2、S1、S3 と同一

内装の保管庫内にて暴露した。その後、本研究で施工した保管庫が完成した 2012 年 6 月 20 日に

それまで暴露していた保管庫から移設した。暴露後の金属試験片は、約半年後、1 年後以降 1 年

間隔で重量（電子天秤（精度：0.01mg）を使用）、寸法（マイクロメータ（精度：0.001mm）とノ

ギス（精度：0.01mm）を使用）、光沢度、色彩の測定と表面観察を行った。重量については暴露

前も測定した。光沢度は変角光沢度計（VGS-1D、日本電色工業）を用い、鏡面光沢度を測定し

た。入射角および受光角は共に 60°に設定し、表裏それぞれについて中央の縦・横方向の計 4 点

を測定し、その平均値を測定値とした。色彩は分光測色計（CM-2600d、コニカミノルタ）を用

いて金属表面色を測定した。試験片表面上に設定した図 5 に示す 4 ヶ所の直径 8mm の円内を測

定箇所とし、4 点の平均値を測定値とした。測定条件は、測定径：8mm、紫外線：100%含む、正

反射光：含む、光源：D65、視野角：10°とした。測定値は L*a*b*表色系（JIS Z 8729）により

表示した。なお、色差については暴露時間 t における色差（⊿E）を式 1 により算出した。表面

観察は、まず目視により金属試験片表面を観察した後、マイクロスコープ（DS-3USV、

MAGNIFICATION）を用い、試験片表面の中心を 300 倍、右縁中央を 100 倍で撮影・観察した。 
 

⊿E=[(Lt*－Lr*)2＋(at*－ar*)2＋(bt*－br*)2]1/2     （1） 
⊿E：色差 
Lt*、at*、bt*：時間 t における暴露試験片の L*、a*、b* 
Lr*、ar*、br*：時間 t における未暴露試験片（blank）の L*、a*、b* 
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（a）倉庫内 

（b）屋外倉庫内                         （c）倉庫内 

図 1：測定状況 

図 2：カビセンサー 図 3：カビセンサーの暴露スケジュール 図 5：色彩の測定箇所 

（a）スポットの外側まで伸長していない場合 （b）スポットの外側まで伸長している場合 

図 4：菌糸長の測定方法 
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3. 結果と考察 

3.1 温湿度 8） 
結果の例として、各保管庫の梅雨期（2013 年 5 月 27 日～7 月 8 日）における温湿度の日較差

（1 日（0:00～23:45）の最大・最小値の差）を図 6 に示す。気温は保管庫間で大きな違いは認め

られなかった。湿度はスリット材使用量の増加とともに小さくなり、調湿能の向上が確認された。

しかし、スリット材と板目材を同一面積とした S2 と N2 を比較すると、実験室実験で得られた結

果 1）とは異なり、両者で大きな違いは認められず、最大・最小値については N2 の方が低い値と

なった。これは、保管庫内の換気量が 0.2 回/h 程度と低く、空気の動きが少ない環境であったこ

とにより、スリット凹部の空気が循環しづらく、スリット全体を有効に使用できでいなかったこ

とによると推測される。 
 

表 2：空気捕集と分析の方法 

表 3：住宅に生息するカビ 
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3.2 空気質 9) 

各保管庫における TVOC、ホルム・アセトアルデヒド、テルペン類気中濃度の経時変化を図 7
に示す。ホルムアルデヒドとアセトアルデヒドの気中濃度について、厚生労働省では基準値を各

100、48µg/m3と定めている。ホルムアルデヒドとアセトアルデヒドの気中濃度は、気温上昇と共

に増加し、低下と共に減少する傾向がみられたものの、全測定値が厚生労働省の基準値以下とな

った。 
TVOC の気中濃度は、施工 211 日後で最も低い値を示した。その後は時間経過と共に増加し、

スギ材を用いた保管庫における施工 402 日後の測定値は施工 29 日後の 30%程度を示し、全保管

庫で厚生労働省の暫定目標値（400µg/m3）以上となった。また、最も TVOC の気中濃度が高かっ

た S3 について族別に VOC 気中濃度をみると、テルペン類の占める割合が最も大きく、TVOC 気

中濃度の増減に最も影響を及ぼしていた。スギ材未施工の C2 および倉庫内ではテルペン類の

TVOC に占める割合は小さいことから、測定されたテルペン類の多くはスギ材由来のものである

と考えられる。本実験で用いた保管庫のような換気回数の少ない条件の場合、施工から 1 年以上

経過しているにも関わらず比較的高濃度のテルペン類が存在することが確認された。 
テルペン類を分析した結果、α-Cubebene、β-Cubebene、β-Caryophyllene、α-Muurolene、δ

-Cadinene などの主にセスキテルペン類が 25 成分検出された。主成分はδ-Cadinene であり、抗菌

性が報告されているα-Humulene、β-Caryophyllene も含まれていた。なお、スギ材未使用の C1
と C2 では検出されなかった。保管庫内のテルペン類気中濃度は、施工 1 ヶ月後で S1：15,745、
S2：29,660、S3：52,699、N2：10,372µg/m3となり、時間経過と共に減少した。また、スリット材

の使用量の増加と共に気中濃度は高くなり、スリット材を天井と壁一面に施工した S2 は同一面

積に板目材を施工した N2 より気中濃度は高くなった。 
アセトアルデヒドについては、特に木材や木質材料から多く放散することが知られている 10,11)

ことから、スリット材の使用量の増加と共に大きくなり、加えて表面積の大きい S2 は N2 より大

きくなったと考えられる。ホルムアルデヒドはギ酸、アセトアルデヒドは酢酸に変化する可能性

があり、それらの物質は金属の腐食や顔料の変色に影響を及ぼす代表的な物質されている 12)。よ

って、本実験に用いた保管庫における気中濃度は厚生労働省の基準値以下であったものの、一定

期間の養生期間を設けることで、TVOC の気中濃度の暫定目標値以下への低減と同時にホルムア

ルデヒドとアセトアルデヒドの気中濃度を可能な限り低下させた状態で使用することが保存空

間としては望ましいと推測される。 
 

（a）気温                                        （b）相対湿度 

図 6：各保管庫の梅雨期（2013 年 5 月 27 日～7 月 8 日）における温湿度の日較差 
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3.3 カビの暴露試験 

 各保管庫、倉庫内、屋外の菌糸長のうち、期間①と期間①－2 について表 4 に示す。暴露期間

①から③のうち、期間②と③については屋外を除く全ての条件において発芽が認められなかった。

期間①について、好湿性のカビである Alternaria alternta は屋外を除く全ての条件において発芽が

認められなかった。しかし、絶対好乾性カビである Aspergillus penicillioides と好乾性カビである

Eurotium herbariorum は保管庫間で菌糸長に違いが認められ、スリット材使用量の増加に伴い菌糸

長は短くなり、S3 における Eurotium herbariorum では発芽が認められなかった。加えて、スリッ

ト材を天井と壁一面に施工したS2の菌糸長は板目材を同一仕様で施工したN2と比較して短かっ

た。 
 期間①を 2 つに分けた条件である期間①－1、2 については暴露期間の後半である①－2 におい

（a）ホルムアルデヒド                           （b）アセトアルデヒド 

（c）TVOC                            （d）S3 における族別 VOC 気中濃度 

（e）テルペン類 

図 7：各保管庫における TVOC、ホルム・アセトアルデヒド、 
テルペン類気中濃度の経時変化 
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てのみ保管庫内で発芽し、期間①－1 では屋外を除く全ての条件において発芽が認められなかっ

た。期間①－2 について、好湿性のカビである Alternaria alternta は屋外を除く全ての条件におい

て発芽が認められなかった。しかし、絶対好乾性カビである Aspergillus penicillioides と好乾性カ

ビである Eurotium herbariorum は保管庫間で菌糸長に違いが認められ、スリット材使用量の増加

に伴い菌糸長は短くなり、S2 と S3 における Eurotium herbariorum、S3 における Aspergillus 
penicillioides では発芽が認められなかった。加えて、スリット材を天井と壁一面に施工した S2 の

菌糸長は板目材を同一仕様で施工した N2 と比較して短かった。以上のことから、スリット材は

板目材よりカビの成長抑制作用は高いこと、加えてスリット材使用量の増加によりカビの成長抑

制作用は高くなることが明らかとなった。 
 

 
 
3.4 金属試験片の暴露試験 

結果の例として、炭素鋼暴露試験片における色彩と光沢度の経時変化を図 8、表面観察の結果

を表 5 に示す。スリット材使用量の増加に伴って明度 L*が僅かではあるが低下する傾向が認めら

れた。a*については時間経過に伴うスリット材の使用量による変化の違いはほぼ認められなかっ

たのに対し、b*はスリット材使用量の増加に伴い僅かではあるが大きくなり、黄みへの変化が増

すことが分かった。色差はスリット材使用量の増加とともに僅かではあるが大きくなる傾向を示

し、スリット材の使用により色彩変化が大きくなることが示唆された。光沢度について、暴露 325
日後までは保管庫間で光沢度に大きな違いは認められなかったが、その後において S3 は S1、C2
と比較して小さくなった。 
以上の結果から、スリット材の使用量の増加は金属の色彩や光沢度に影響を与える可能性が示

唆された。及川はスギ材由来の揮発成分によりわずかなくもりを生じたことを報告しており 13)、

本実験では高濃度のスギ材由来の揮発性成分に暴露されていたことからスギ材由来の揮発性成

分の付着、あるいは腐食による影響が推測される。今後は、金属表面に生成されている物質の成

分分析等を通して、色彩や光沢度の変化に影響を与えた要因の解明を進める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4：各保管庫における菌糸長 

（a）期間①：2012 年 6 月 20 日～7 月 18 日            （b）期間①－2：2012 年 7 月 4 日～18 日 
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（a）明度 L*                          （b）a*                        （c）b* 

（d）色差                           （e）光沢度 
図 8：各保管庫における炭素鋼暴露試験片の色彩と光沢度の経時変化 

表 5：各保管庫における炭素鋼暴露試験片の表面観察の結果 

注：色彩の項目は各条件における明度、色相、彩度の測定結果を用い、ソフトウェア（彩チェック XP Ver.1、
㈱コアサイエンス）により表示したものである。 
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4. まとめ 

本研究により、調湿機能と空気質に加え、実際の使用を想定した視点からスリット材を保存空

間へ用いることの有効性と改善点を明らかにされつつある。今後は、これまでに得られた結果を

再検証しつつ、金属の保存状態の評価を含めて引き続き実験を進める予定である。特に、スギ材

を用いた保管庫内に存在するテルペン類が金属の腐食に与える影響について検証する。以上の成

果を基に、スギ材の調湿・空気質改善性能を生かし、かつ実用に即した材料やその施工法の提案

を行うことで、研究成果の産業界への還元を目指していきたいと考えている。 
 
参考文献 
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2) 西岡美銘，梅村研二，川井秀一，辻野喜夫，スギ材の二酸化窒素吸着における種々の因子の

影響，第60回日本木材学会全国大会研究発表要旨集，CD-ROM，2010. 
3) 西岡美銘，梅村研二，川井秀一，スギ材の二酸化窒素収着における水分及び構成成分の影響，

第61回日本木材学会全国大会研究発表要旨集，CD-ROM，2011. 
4) 中川美幸，西岡美銘，梅村研二，川井秀一，スギ材の二酸化窒素収着粒度が及ぼす影響，第

61回日本木材学会全国大会研究発表要旨集，CD-ROM，2011. 
5) 中川美幸，木村彰孝，梅村研二，川井秀一，スギ材の二酸化窒素収着における仮道管内表面

の寄与、第62回日本木材学会全国大会研究発表要旨集，CD-ROM，2012. 
6) 木村彰孝，スギ材の香りがヒトの生理反応に与える作用，AROMA RESEARCH，13（3），

pp.24-28，2012. 
7) 阿部恵子，カビの発育を利用する環境評価法－カビの発育環境の検出とカビ対策の評価にカ

ビを利用する－，建築設備と配管工事，50（6），pp.13-17，2012. 
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材を施工した保存空間でのスギ材由来テルペン類の分析，日本木材加工技術協会第30回記念
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13) 及川規，木質系内装材を用いた博物館収蔵庫の空気環境と木材揮発成分が文化財材質に与え
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２．木質住環境と健康 

4）木質住環境の見えが生理・心理・認知反応に及ぼす影響 
 

仲村匡司 * 

京都大学 農学研究科 

 

研究組織 

中村匡司、木村彰孝 **、高橋良香 *** 

 
 
1. はじめに 

スギ木口スリット材（スギ挽き板の材面に繊維直交方向に多数の溝を彫って木口を露出させた

板材）は，空気中の二酸化窒素やオゾンなどに対する浄化機能，また，挽き板以上の調湿性能を

有することが明らかにされつつある．この空気浄化機能や調湿性能を住空間において存分に発揮

させるためには，スリット加工された凹凸面を内装側に見せる，すなわち「あらわし」にする必

要がある．このとき居住者は，互いに平行に一定間隔に並んだ明るい凸部と暗い凹部が織り成す

平行縞を目にすることになるが，観察距離によってはこの陰影が観察者の視知覚に周期的な図地

反転を引き起こし，不快なちらつき感を与えてしまう可能性がある． 
「空気浄化や調湿性のような機能の発揮」と「居住者の心身に快適な視環境の確保」は，いわ

ばトレード・オフの関係にあるが，両立させるための最適解を示すためには，機器による理化学

的な測定によって量的に示されうる材料（木材）側の特性と同様に，多義的で曖昧さを内包する

ヒューマン・ファクタを定量的に示さなければならない．しかし，内装にどのくらいの木材をど

のように用いれば居住者にポジティブなあるいはネガティブな影響を及ぼしうるのかに関する

具体的な知見は非常に限られており，材の向きや配置など，木材を内装利用する上でごく基礎的

なデザイン因子に対する検討も行われていないのが現状である． 
そこで本課題では，木材を実大内装空間における壁面意匠に設定し，これを観察する被験者の

心身の状態がどのように変化するかについて，実験的な検討を行うこととした．本稿では一連の

実大木質内装実験についてまとめる． 
 
 
2. 実験方法 

2.1 呈示刺激 

* 〒606-8502 京都市左京区北白川追分町 京都大学大学院農学研究科森林科学専攻．E-mail: 
nakamasa@kais.kyoto-u.ac.jp 
** 〒739-0046 広島県東広島市鏡山 1-1-1 広島大学教育学研究科技術・情報教育学講座．E-mail:  
aakimura@hiroshima-u.ac.jp 
*** 〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所生存圏学際萌芽研究センター．E-mail: 
yoshika_takahashi@rish.kyoto-u.ac.jp 
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図 1 に一連の実大内装実験で設定した 4 系統の呈示刺激（木質壁面）を示す． 
Type A は本課題の最初期に供試したもので，寸法約 900 mm × 900 mm のパネルに組まれたスギ

板目板を用いて，スリットの有無および木材の量が異なる実大木質壁面を構成した．Type B でも

このパネル化されたスギ材を用いて，スリットの有無，木理の向き，パネルの配置の異なる木質

壁面を構成した．Type C および Type D では，木材による意匠がヒトに及ぼす影響をより詳細に

調べるために，スギ材パネルではなく軸材を用いてデザインの自由度を高め，材の向きおよび材

と材の間隔の異なる木質壁面（Type C）と，木材の量および表面加飾（浮造り，波形，スリット）

の異なる木質壁面（Type D）を構成した． 
これらの木質壁面はいずれも京都大学生存圏研究所の学際萌芽研究センタープロジェクト実

験室（RC 造，床面積約 20 m2）に設置された．また，いずれの壁面にも無塗装のスギ材を使用し

た． 

2.2 測定項目と実験プロトコル 

 図 1 に示すような実大木質壁面を前にしたとき，観察者の心身にどのような変化が現れるかを

客観的に捉えるために，表 1 のような 9 つの測定項目を設定した．自律神経系反応および心理反

応に関する測定項目（①～④，⑦～⑨）は Type A～D の 4 系統で共通しているが，認知反応を捉

えるための視線追跡（項目⑥）は Type A および B において，中枢神経系反応を捉えるための眼

球停留関連電位測定（項目⑤）は Type C および D において実施した． 
実験実施時期は Type A～D の系統ごとに異なっており，Type A については 2011 年 9～10 月に，

Type B，C，D については 2012 年，2013 年，2014 年の 8～9 月にそれぞれ実施した．また，1 日

図 1 呈示刺激として供試した 4 系統の実大木質壁面 
Type A, Type B: 2700 mm (W) × 2550 mm (H)，Type C, Type D: 2400 mm (W) × 2400 mm (H) 
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で 7～8 種類の壁面を観察させることは壁面の施工に要する時間や被験者の疲労を考慮すると極

めて困難であったので，被験者には 2 日にわたって実験に参加してもらった．その際，測定が同

一時間帯となるように調整した． 
これらの測定は図 2 に示す実験プロトコルにしたがって行われた．被験者はまず前室（実験準

備室）においていくつかの事前調査に回答した後，電極などのセンサやカメラなどの装置を装着

される．また，現在の気分を尋ねる調査（⑦感情プロフィール検査）に回答し，ストレスレベル

を確認するために唾液を採取される（④唾液中アミラーゼ活性の測定）．その後，車椅子に乗せ

られ，閉眼状態で木内装室に誘導される（車椅子で搬送）．連続的に測定されている脈拍，心拍，

血圧，脳波（測定項目①～③，⑤）の各値が安定する頃を見計らって，2500 mm 先（Type A, B）
または 2850 mm 先（Type C, D）の壁面を自由に観察するように指示が出される．1 分間ないし 2
分間の自由観察中の被験者の脈拍，心拍，血圧，脳波，視線移動（測定項目①～③，⑤，⑥）が

データとして収録される．自由観察の後，被験者は現在の自己の状態や壁面の見た目の印象につ

いて主観評価を行う（測定項目⑧，⑨）．これで当該壁面の評価が完了するので，被験者は再び

閉眼状態で前室に戻る． 
各プロトコルは概ね同様で，例えば，木内装室への滞在前後でのストレスレベルの変化を確認

するために，前室で唾液アミラーゼ活性を測定し（測定項目④），木内装室から戻ってきてから

再び測定する手順は 4 系統に共通である．一方で，木内装室滞在中の自由観察と主観評価の手順

表 1 一連の実験における測定項目，内容，使用機器 
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はプロトコルごとに若干異なっている．Type A および B では 1 分間自由に観察した後に主観評価

を行うことを 3 回繰り返させたが， 3 回分のデータに特に差異が無かったので，Type C および D
では 2 分間の自由観察と主観評価を 1 回だけ行うように変更した．また，Type D では POMS 検

査（測定項目⑦）を木内装室内で行うようにしたが，これは木内装室滞在中の気分をできるだけ

素早く捉えるための変更であった． 
実験風景を図 3 に示す． 

 

 

図 2 実大木質壁面観察実験のプロトコル 
○囲み数字は表 1 の測定項目に対応 

図 3 実大木質壁面観察実験風景 
左から Type A，Type B，Type C の観察，および，車椅子による被験者の移動の様子 
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2.3 被験者 

Type A の実大木質壁面を用いた観察実験には 13 名の男子学生（平均年齢 22.3±1.8 歳，視力

1.2±0.3）が，Type B を用いた実験には 19 名の男女学生（男性 11 名，女性 8 名，平均年齢 20.7±2.3
歳，視力 0.9±0.2）が，Type C を用いた実験には 30 名の男女学生（男性 15 名，女性 15 名，平均

年齢 21.3±2.0，視力 0.9±0.1）が，そして Type D を用いた実験には 24 名の男女学生（男性 14 名，

女性 10 名，平均年齢 21.8±1.7，視力 1.0±0.3）が，それぞれ被験者として参加した．被験者には

実験前に十分な説明を行い，各人から実験参加への同意書を得た．なお，一連の実験は京都大学

大学院農学研究科実験倫理小委員会の承認を得て行われた． 
 

3. 結果および考察 

3.1 スリットの有無によるヒトの反応の相違 

 「繊維直交方向に彫り込まれたスリットは観察者に不快なちらつき感を与える視覚刺激になり

得る」という仮説を確認するために Type A および B の実大木質壁面を設定した．しかし，結論

から言えば，デザインや木材使用量が等しい場合，スリットの存在が観察者の心身の状態にネガ

ティブな影響を及ぼすとはいえず，スリット材を観察したときの方が身体的にリラックスしてい

る場合も確認された． 

図 4 は Type A および B の実大木質壁面を観察中の血圧を観察前の血圧と比較したもので，白

色の対照壁に比べて実大木質壁面を観察したときの方が血圧が低下しやすい傾向にある．ただし，

スリットが無い方があるものよりも血圧が下がりやすいわけではない．例えば壁面全体にパネル

図 4 刺激提示前後における血圧の変化（実大木質壁面観察前後の比較） 
左：Type A 観察時の収縮期血圧の変化 (n = 10～11)，右：Type B 観察時の拡張期血圧の変化 (n 
= 18)（*: p < 0.05, **: p < 0.01, ***: p < 0.001，対応のある t 検定），エラーバーは標準偏差 
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を施工した場合で比較すると，板目材を貼った場合（Type A の NHF）とスリット材を貼った場

合（Type A の SHF）のどちらにおいても，収縮期血圧が観察前に比べて統計的に優位に低下する

時間帯が現れている． 

 Type A および B のようなパネルに組まれたスリット材ではなく，幅約 160 mm の板材にスリッ

ト加工を施して，これを壁面の一部または全面に貼った場合（Type D の S1 および S3）において

もType AおよびType Bの場合と同様の傾向が認められた（表 3）．Type Dの実大木質壁面のうち，

M1，M2 および M3 は表面加飾の無い壁面であるが，これらの 2 分間の観察によって生体が鎮静

化する方向への変化が現れた．ところが，スリット材が壁面全体に貼られた Type D の S3 の観察

においても脈拍数が観察前よりも優位に低下し，心拍変動の HF 成分（副交感神経活動指標）が

優位に増加したのである．  
 観察者の視線の動き，言い換えると認知反応も同様で，視線が 0.1 秒間以上留まった点（停留

図 5 中段に貼られたスギ内装

（Type B の NHM，NVM，SHM，

SVM）の観察における停留点分布

面積および停留点間距離の比較 
a：停留点分布面積の比較，b：水平方

向の平均停留点間距離の比較，c：垂直

方向の平均停留点間距離の比較，+: p < 
0.1，*: p < 0.05（Wilcoxon の符号順位

検定），エラーバーは標準偏差 

表 2 Type C の実大木質壁面観察前後における自律神経活

動指標の有意差検定の結果 

表 3 Type D の実大木質壁面観察前後における自律神経活

動指標の有意差検定の結果 
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点；観察者の注意の向く特徴が現れていると見なせる）の分布面積や，停留点と停留点の間の平

均距離に，スリットの有無による差異は認められなかった（図 5）．その代わりに，縦貼り（繊維

方向が壁面の上下方向に平行）の方が横貼り（繊維方向が壁面の左右方向に平行）よりも停留点

の分布面積が大きくなったり，停留点間距離が上下に広がったりするなど，材の向きによって観

察者の壁面の見方が変わるものと考えられる． 
 以上述べてきたように，本課題で設定した実験条件の下では，当初予想していたスリット加工

の見えがヒトに及ぼす悪影響を確認できなかった．ただし，スリットによる単純縞パターンは観

察距離によってはチラツキ感の多い視覚刺激となる可能性は依然残されており，今後，観察距離

を変えて同様の実験を行い確認する必要がある． 

3.2 木材による単純な壁面デザインが認知反応に及ぼす影響 

 上の結果において興味深いのは，同じ材であっても，縦向きか横向きかという単純で幾何学的

なデザインの違いによって，視線の動き方，言い換えると，興味のある対象に視線が停留すると

いう認知反応が変化した点である．このことは，単に木材を内装に使うのではなく，内装の意匠

として木材をどのように使うか考慮することが，真にヒトに望ましい居住環境の実現に必要であ

ることを示唆する．そこで，単純な壁面デザインがヒトの認知反応に及ぼす影響について，基礎

的な知見を得るために，壁面に現れている木材の量を固定して，材の向きと，材と材の隙間の大

きさだけを変化させた実大木質壁面を設定した．これが図 1 の Type C である． 
 また，Type A および B で用いられたスリット材の表面に現れている凹凸は，木質壁面に施され

た装飾とみなすこともできる．そこで，内装壁面に用いる木材に対する表面加飾もデザイン因子

のひとつと考えて，表面をわずかに浮造り加工したもの，ルーター切削によって波形に加工した

もの，そしてスリット加工の 3 種類の表面加飾を設定し，これに壁面に占める木材量の違い（33, 
66, 100％）を組み合わせたのが Type D の実大木質壁面である． 
 表 2 および表 3 は，それぞれ Type C および Type D の実大木質壁面観察前後における自律神経

活動指標の変化をまとめたものである．これらの表に基づいて壁面デザインが自律神経活動に及

ぼす影響を検証すると，木材が現れていない対照壁（Control）の観察前後では統計的に有意な変

化が現れていないこと，Type C の H0 と Type D の M1 は木材の量や壁面における位置などが等し

く，ほぼ同一のデザインであるが，ともに生体を鎮静化させる傾向にあること（ただし，有意差

の現れた指標は異なる），などがわかる．また，表 2 の Type C の H1 と V1 は，材幅と材と材の間

の隙間の比が 1 対 1 で，材の向きが横か縦かが異なるのだが，どちらにおいても観察前後で自律

図 6 Type C の実大木質壁面観察時の λ振幅（エ

ラーバーは標準誤差） 
図 7 Type Dの実大木質壁面観察時の λ振幅（エ

ラーバーは標準誤差） 
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神経活動に有意な変化は認められず，ヒトに対して少なくとも鎮静的に作用しない可能性を示唆

している．見方を変えると，材幅と隙間の大きさが等しいデザインは自律神経活動を賦活するの

かもしれない．同様に表 3 の W1 と S1 は互いに木材量が等しく，表面加飾が波形かスリットか

が異なるが，この両者の観察前後でも自律神経活動に有意な変化は現れておらず，やはりヒトに

対して鎮静的には作用しなかったと見なせる．同じ木材量でわずかに浮造りされた M1 では鎮静

効果が認められるので，この結果は表面加飾の違いで自律神経活動に差異が生じることを意味し

ている． 
 このように，木材による壁面デザインによって自律神経活動に変化が生じうることが示された．

一方で，刺激（実大木質壁面）に対する注意，すなわち認知反応にどのような変化が現れるか客

観的に把握するために，Type C および D の実大木質壁面の観察実験では脳波測定を実施し，眼球

停留関連電位（Eye Fixation Related Potential; EFRP）の検出を試みた（表 1⑤）．ヒトの後頭部に

存在する視覚野付近から検出される EFRP は特に観察対象に対する関心や注意の程度を反映する

とされていることから，本課題においても国際 10-20 法に基づいて導出された脳波のうち，後頭

部の O1位および O2位の信号を用いて EFRP を検出した．図 6 および図 7 はそれぞれ Type C およ

び Type D の実大木質壁面を観察した時に現れた EFRP の大きさ（λ振幅）を示している．例えば

図 6 において，対照壁（C0）のλ振幅は木質壁よりも小さく，また，横貼り（H0～H2）よりも

縦貼り（V0～V2）の方がλ振幅が大きいなどの傾向は現れているが，統計的な有意差は認めら

れなかった．同様に図 7 においても，いずれの表面加飾おいても壁面に占める木材量が増えるほ

どλ振幅が大きくなり，また，平板と見なせる浮造り加工材（M1～M3）よりもスリット加工材

（S1, S3）とウェイブ加工材（W1, W3）の方がλ振幅が大きい傾向が現れているが，いずれも統

計的な有意差を示すほどの差では無かった． 
 ただし，Type C と Type D の白い対照壁を観察した際の λ振幅を比較すると両者はほぼ同等で

あり（図 8），EFRP の検出そのものは安定的に行えているものと判断される．また，壁面に占め

る木材の量が約 30％で，壁面の中央部に材を水平に隙間なく寄せ貼りした Type C の H0 と Type D
の M1 はデザイン的にはよく似ているが，両者を観察した際の λ振幅は H0 の方が大きい（図 8）．
このことは観察者が H0 に対して M1 よりも多くの注意資源を振り向けたことを意味しているが，

その原因として材面の木目模様の見え方の差異が考えられる．H0 を含む Type C の実大木質壁面

はスギの平角材で構成されており，材面に木目模様がかなり明瞭に現れていた．一方，M1 を含

図 8 Type Cと Type Dにおいて対照壁および木

材が水平に寄せ貼りされた壁を観察する際

の λ振幅の比較（エラーバーは標準誤差） 
図 9 λ振幅と壁面の「見た目のインパクト」

との関係（Type D） 
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むType Dの壁面はスギ集成材で構成されているため木理が連続せず，各部材の木目模様はType C
に比べておとなしかった．この見えの違いが H0 と M1 の λ 振幅の差につながったものと推察さ

れる． 
 視覚刺激の印象と λ 振幅の関係に関する報告はほとんどないが，試みに Type D の実大木質壁

面に対する主観的な「見た目のインパクト」とラムダ反応との関係を示したのが図 9 である．木

材の現れている壁面の場合，ラムダ反応が大きいほど見た目のインパクトも大きくなる傾向にあ

った（C を含まない場合相関係数 0.86，含む場合 0.82，いずれも危険率 1％未満で有意）．ラムダ

反応と主観量との間に何らかの因果関係が存在するかどうかについては今後さらに検証を重ね

る必要がある．また，本課題では中枢神経活動の指標として EFRP に注目したが，他の指標（α
波や β波などの脳波帯域に分けた分析など）も交えて解析すると，木材で構成されたデザインを

目にしたヒトの反応に関して，より確度の高い情報が得られるものと考えられる． 

3.3 見た目の印象 

Type B～D の実大木質壁面の見た目の印象に関する主観評価は，共通する印象語対（両極尺度）

を用いて，Visual Analogue Scale (VAS) 法によって行われた．このうち，見た目の「快適さ 
(Comfortable)」と「好ましさ (Favorite)」を数直線上に表したものを図 10 に示す．実際の調査は

「快適な－不快な」「好きな－嫌いな」という両極尺度で行われたが，Type B～D の対照壁はほぼ

同等の白い壁面であり，いずれの系統においても最も「快適ではなく」「好ましくない」と評価

されたため，対照壁を 0 とする正の片側イメージスケールとして各数直線を表している．また，

画像の右肩および連結線上のアスタリスクは，それぞれ当該壁面と対照壁と比較した時および連

結線でつながれた 2 壁面を比較した時の「快適さ」あるいは「好ましさ」の差異の統計的有意性

の程度を表している． 
全体的に見て，木材のある壁面は白い対照壁に比べて「快適な」「好ましい」印象を有意に与

えやすかった．ただし，パネル化された板目材あるいはスリット材で構成された Type B の実大

木質壁面は Type C や Type D の壁面に比べて「快適さ」や「好ましさ」に劣った．また，Type B
の壁面において，パネルの高さが同じ場合には，スリット加工されていない壁面のスリット加工

された壁面よりも「快適」で「好ましい」と評価される傾向にあった． 
Type C の 6 種類の実大木質壁面は，壁面に占める木材の量がいずれも等しいにもかかわらず，

材と材の隙間の大きさによって見た目の「快適さ」や「好ましさ」が大きく異なった．観察者の

主観に基づいて申告させた壁面に占める木材の割合（主観的木材率）も隙間の大きさによって大

きく変化した．材と材の隙間の大きさはいわゆる“目透かし”の大きさに対応するが，このような

単純なデザイン因子によって印象が左右されることは驚きである． 
Type D の浮造り加工された実大木質壁面は，波形加工あるいはスリット加工された壁面よりも

容易に「快適な」「好ましい」印象を与えた．ここで興味深いのは，表面加飾の種類の方が木材

の量よりも見た目の「快適さ」や「好ましさ」に大きく影響することである．また，Type B の壁

面と同様に，スリット加工された壁面は浮造り加工および波形加工された壁面よりも「快適さ」

や「好ましさ」に劣る傾向にあった． 
以上のような実大木質壁面を観察した際の見た目の印象評価と，先に述べた観察前後での自律

神経活動の変化や，観察中に現れる認知反応の変化が結びつくのか，あるいは互いに無関係なの

かについては，現状では十分に解析が進んでおらず，今後の課題としたい． 
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図 10 実大木質壁面の見た目の「快適さ」「好ましさ」（Type B～D） 
対照壁はいずれの系統でも最も「快適でない」「好ましくない」と評価されたので，これを 0 に設定して

数直線を構成した．画像の右肩のアスタリスクは対照壁との有意差の程度を，連結線上のアスタリスク

は木質壁面どうしの有意差の程度を表している（Steel-Dwass 法による多重比較，*: p < 0.05, **: p < 0.01） 
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4. 今後の展開 

4.1 視覚と触覚のマルチモーダル実験 

 多くの場合，建築や住宅の内装に「あらわし」になった木

材を，居住者は直接見たり触れたりできる．したがって，居

住者が受ける木材の質感には材面の見た目の印象だけでなく，

触り心地も大きく影響するものと考えられる．木材の触り心

地に関する調査は，他の内装材料などとの比較を通して多数

行われてきており，表面粗さや熱伝導率などの物理量との対

応関係も調べられている．ただし，その多くは触覚に限定し

た官能検査に留まっており，見ながら触る，すなわち，触覚

と視覚が融合するマルチモーダルな条件での印象評価や生理

量測定については，データの蓄積が非常に少ない． 
 そこで本課題では，「視覚のみでスギ材を観察」「触覚のみ

でスギ材を観察」「視覚と触覚のみでスギ材を観察」する条

件を設定して，観察条件間で生理量がどのように異なるか，

実験的な検証を開始した．図11に，スギ材パネルで構成され

たブースに入って刺激を観察している被験者の様子を示す．

ブースは室温20度，相対湿度50％の室内に設置された．3分
間の観察中に収録された自律神経活動の指標となる収縮期

血圧の条件間での差異を図12に示す． 
 図12に示すとおり，スギ材に触れていることがわからない

条件よりも見ながら触れている条件において収縮期血圧が

低下する傾向にあった．視覚情報を遮断して触覚情報のみを

与えると交感神経活動が亢進されるのか，あるいは，視覚情

報と触覚情報が統合されるときに視覚情報による触覚情報

のマスキングが生じて交感神経活動が抑制されるのか，現象

の機序についての考察が今後必要である．また，スギ材以外

の材料（例えば広葉樹材，プラスチックス，金属など）を観察する場合（視覚のみ，触覚のみ，

視覚＋触覚）でもこのような結果が得られるのかについても検証すべきであろう． 
 

4.2 有節材の見えに関する実験 

 材面に現れる節は樹木の枝の名残であり，木材かつて植物体として生きてきたことの証でもあ

る．したがって，材面に節が現れることは自然であり宿命的であるのだが，ヒトにとって非常に

誘目性の高い特徴であるため，決して万人受けしない．そのため，いわゆる無節信仰によって有

節材を受け付けない世代もあるし，逆に20代以下では節を見たことのない層が増えており，偏見

なく一種のドット柄として受け入れる傾向すら見受けられる．しかし，節の現れた空間に滞在し

たヒトの心身にどのような変化が生じるかについて，実験的に確認した例は極めて限られている． 
そこで本課題では，図13のような5種類の実大木質壁面（Type E）を構成し，同じ屑13に示すよ

うなプロトコルにしたがった観察実験も開始した（2015年8月～9月に実施）．この実験では脳波

測定と視線追跡を同時に行うこと（測定項目⑤および⑥）も可能とした． 
 
 
 
 

図 11 スギ材の実験ブース 

図 12 観察条件による収縮期血圧

の相違 （n = 10，+: p < 0.1，エ

ラーバーは標準誤差） 

+ 
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２．木質住環境と健康 

5) 木材の香りの生理・心理応答と有効成分の探索 

光永 徹 (岐阜大学 応用生物科学研究科) 

    

研究組織 

光永徹、小川愛、坂本祥子、服部浩之 

   

1. 研究の背景と目的 

 木材は，建築物の構造材や内装材，家具や食器その他，様々な形で私たちの身近な環境中に存

在している。とりわけ日本特有の樹種であるスギは国土の森林面積のうち約 2割を占めるほど豊

富なバイオマス資源である。故に，スギ材の有効かつ機能的利用法の開発は重要な課題と言える。

我々は，スギ材の有効活用を目指す上で，特徴の一つである香りに着目した。スギ材から採取し

た精油がヒトに心理的な安らぎや生理的なリラックス効果をもたらすことは，既に報告されてい

る 1,2)。しかし，木質内装化した実大空間において，香りがヒトの心や身体にどのような影響を

与えるかについて検討した研究報告は多くない。また，香りの構成成分は多いが，ヒトに対する

有効成分はほとんど明らかにされていない。 

 本研究では，スギ材を用いた木質内装空間におけるヒトの生理・心理応答解析，および，スギ

材の香りに含まれる有効成分分析，さらにはスギ材精油を吸入した麻酔下ラットの自律神経活動

測定を行い，スギ材の香気成分がヒトや動物に与える生理・心理効果を科学的に検証する事を目

的とした。 

 

2. 実験方法 

■木質内装空間でのヒトの生理・心理応答実験と木材由来香り成分分析 

図 A スリット内装パネル設置概要 
(a) スリット内装パネルを実験室内壁に設置 
(b) スリット加工（凹部幅 6×凸部幅 7×深さ 6 mm）を施した内装パネル 
(c) 実験室の全体像 

(a) (b) 

(c) 
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2.1スギ内装材を施工した実験室でのヒトの生理・心理応答実験 

2.1.1供試材料と供試空間 

45℃で低温乾燥させた熊本県産の約 40 年生スギ材を供試材料として用いた。板目面に繊維直

交方向に多数の溝(スリット)を等間隔に切削加工して木口を露出させた材を用いて内装パネル 3) 

(950×950 mm，950×730 mm)を作製し，供試空間内壁に施工した。供試空間には研究棟内一室

(W5040×D3270×H2500 mm)を使用した。スギ材を壁に施工した実験室に被験者からは施工壁が見

えないように仕切りを置き，対照はスギ材無施工の実験室とし同様に仕切りを置いた(図 A)。 

 

2.1.2 空間内香り成分の捕集と分析 

 香り成分の捕集はスギ材施工から 2 週目及び 6 週目に行った。溶媒抽出用捕集管

ORBO-91T(Sigma Aldrich 製)と携帯型空気吸引ポンプ(MP-Σ30N，柴田科学(株)製)を用いた。空

気吸引ポンプをカメラ用三脚の上部に取り付けて，捕集管をチューブで連結して供試空間内中央

部に設置した。捕集速度は 0.1 L/minとして 24時間捕集した。その後，溶媒で溶出し，GC-MS(ガ

スクロマトグラフ質量分析計)分析に供した。標品とライブラリを用いてスギ材由来揮発成分を

同定，濃度を算出した。 

 

2.1.3 生理・心理応答実験の手順 

スギ材施工から 6～7週目に実験を行った。被験者は健康な男子大学生・院生 16名とした。一

回の実験時間は約 50 分間とし，各被験者に対し，スギ材室と対照室で各 1 回ずつ以下の手順で

実験を行った。前室にて被験者の唾液を採取し，心電図計測用電極を装着した。実験室に入室後，

被験者に対して 15 分間の計算作業を実施，唾液を採取後，再度 15 分間の計算作業を実施した。

全作業終了後に，被験者は主観調査表に記入し退室した。前室にて被験者の唾液を採取し，心電

図計測用電極を脱着した。なお，作業前と全作業終了後に 5分間安静状態を保つように指示した。 

 

2.1.4 生理応答指標の計測 

心電図は，メモリー心拍計（LRR-03, アームエレクトロ二クス(株)）を用いて測定し，

MemCalc/Bonaly Light (version 2.5, Suwa Trust, GMS(株))により心拍変動解析を実施した。

心拍数および交感神経系活動，副交感神経系活動の時間変動を解析した。また，唾液中バイオマ

ーカー数種類を選抜し，実験前・中・後の変動を分析した。唾液は，唾液採取用チューブにて採

取して，遠心分離し検体を回収した。Enzyme Immunoassay 法による検査キット（Phoenix 

Pharmaceuticals Inc., USA，Salmetrics Inc., USA）を用いて，クロモグラニン A（CgA），コル

チゾール，デヒドロエピアンドロステロン（DHEA）,硫酸基抱合型デヒドロエピアンドロステロ

ン（DHEA-s），分泌型免疫グロブリン A（sIgA）を分析した。唾液中アミラーゼ活性は唾液アミラ

ーゼモニター（ニプロ(株)）を用いて測定した。 

 

2.1.5 心理応答指標 

心理学的な応答を測るための質問票は，SD（Semantic Differential）法を用いて自作し，VAS

（Visual Analogue Scale）法により解析した。質問票の評価語は以下の通り：集中できない－

集中できる，嫌い－好き，暖かい－冷たい，快適でない－快適な，落ち着かない－落ち着く，人

工的な－自然な，居心地の良い－居心地の悪い，悪い香りの－良い香りの（部屋の印象評価），

難しい－容易い，疲れない－疲れる（作業に対する評価）。 

 

2.2 スギ内装材を施工した保管空間における香り成分分析 

2.2.1 供試材料と供試空間 

供試材料として，45℃で乾燥させた熊本県産の約 40 年生スギの板目材に繊維方向に対して直

交するスリットを施して木口面が露出した材料「スギ木口スリット材」((株)パネシス製，L1800，
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2000×W100×D12 mm，スリット幅：凹部幅 6×凸部幅

7×深さ 6 mm)を用いた。供試空間として，亜鉛メッキ

鋼板の屋内保管庫(内寸：W1560×D1840×H1975 mm)を

用いた。保管庫番号 S1，S2，S3，N1 はスリット材と

板目材の施工面を変えてスギ材の使用量が異なるよ

う施工し，未使用の C1と C2を対照とした。床材には，

北洋カラマツの低ホルムアルデヒド構造用合板を用

い，C2を除く 5条件は合板の上に養生シート(ポリプ

ロピレン製)を貼った。各保管庫の施工は，2012 年 6

月 19-20日に実施した（仕様は，課題１の報告通り）。 

 

2.2.2 空間内香り成分の捕集と分析 

 スギスリット材と板目材由来の香り成分の捕集に

は，溶媒抽出用捕集管 ORBO-91T（Sigma Aldrich 製)

と携帯型空気吸引ポンプ(MP-Σ30N，柴田科学(株)製)

を用いた。空気吸引ポンプは，カメラ用三脚の上部に

取り付けて，捕集管をチューブで連結して保管庫内中

央部に設置した(図 B)。捕集速度は 0.1 L/minとし，3

時間捕集した。その後，溶媒で溶出し，GC-MS 分析に

供した。標品とライブラリを用いて，香り成分を同定，濃度を算出した。捕集は，施工から約半

年の間において数回実施した。 

 

■スギ材精油を用いた有効性評価実験 

2.3 スギ材精油の調製 

幾つかの製材所（熊本県，

静岡県，京都府，奈良県な

ど）から，天然乾燥あるい

は低温乾燥したスギ板材を

入手して，抽出物（精油）

を調製した。供試材は，チ

ッパーとハンマーミルを用

いて小片化し，抽出までは

恒温恒湿室で保管した。抽

出には，水蒸気蒸留装置（ピ

ュアスティーラーHC/S，

(株)黄河）を用い，GC-MSを

用いて分析を行った。 

 

2.4 スギ材精油香り成分

を吸入したラットの自律

神経活動計測 

2.4.1 供試動物と測定方

法 

12週齢のオスWistar系ラ

ット(体重 300g程度)にウレ

タン溶液の腹腔内投与で麻

図 C 自律神経活動測定概要 
(a) 嗅覚刺激下での交感神経活動測定の様子 
(b) オシロスコープ 
(c) 肩甲骨間褐色脂肪組織支配交感神経と銀線電極 
(d) 胃枝瞑想神経（副交感神経）と銀線電極 

(a) (b) 

(c) (d) 

図 B 保管庫内に捕集管設置 
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酔を行った。測定方法に関しては，以下に簡単に示す（図 C）。 

① 交感神経活動（BAT-SNA）: ラットの肩甲骨上部を切開し，褐色脂肪組織を支配する神経の束

を末梢側で切断した。束になっている神経を 1 本ずつに分け，結合組織を除去した神経を銀

線電極に掛けた。神経測定部位に流動パラフィン溶液を流し込み，測定を行った。 

② 副交感神経活動(GPNA): ラットの腹部を大きく切開し，胃をむき出しにした状態で，食道に

沿って走る迷走神経を剥離した。この神経を金属板上で銀線電極にかけ，絶縁するため接触

部に流動パラフィン溶液を流し込み，測定を行った。  

 

2.4.2 供試試料および吸入方法 

供試試料は，熊本県産および京都府産スギ材の精油を用いた。嗅覚刺激は，供試料をそれぞれ

紙コップの底に敷いたキムワイプに滴下してラットの鼻先に提示して行い，刺激前後の神経活動

の経時変化を記録した。提示は以下の 2通りの方法で行った。 

① 同じ試料を 60分間連続で提示する 60分間連続嗅覚刺激。 

② 10分ごとに新しく調製した吸入試料と交換し，計 60分提示する 10分交換制嗅覚刺激。 

 

2.5 木材香り成分による脳機能への影響解析および主観評価 

2.5.1 供試試料と供試方法 

(-)-α-ピネン（ナカライテスク, #28017-82），(+)-セドロール（シグマアルドリッチ, #22135），

(+)-セドレン（シグマアルドリッチ, #22134），β-カリオフィレン（シグマアルドリッチ, 

#S36711），α-フムレン（ChromaDex, #ASB-00008333），n-ドデカン(ナカライテスク, #14205-42) 

の 6種類を用いて，各試料は 10 μlずつ，50 ml容バイアルに封入した。対照は，試料を入れな

い空のバイアルを用いた。 

 

2.5.2 スギ材香り成分の提示実験の手順 

被験者は健康な男子大学生・院生で計 16 名とした。心理学的評価には，SD（semantic 

differential）-VAS（visual analog scale）法に基づいた 18 項目の質問票を作成して用いた。

脳血流変動解析には，fNIRS（functional Near Infra- Red Spectroscopy, 近赤外分光脳機能イ

メージング装置）（島津製作所（株）製）を用いた。各被験者の前頭部には，合計 42本の計測プ

ローブを設置した。実験は，前レスト（安静）30 秒間，タスク（試料提示）80 秒間，後レスト

（安静）70秒間の合計 180秒間を 1サイクルとし，1回の実験において，連続した計 5サイクル

を行った。被験者は実験開始から終了まで座位であり，タスク時に，実験者が被験者の鼻先 10 cm

の位置に試料を近接させた。質問票はタスク時間中に記入させた（図 D）。 

(a) 
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2.6 スギ材精油を用いたヒトの主観評価 

 市販のアロマディフューザーを用いて，一定容積の空間内に香り成分を揮散させた。対象者は

男女大学生とし，スギ材香り成分が噴霧された空間に対する主観的な評価について，アンケート

用紙を用いて調査した。質問項目は，集中できない－集中できる，快適でない－快適な，落ち着

かない－落ち着く，居心地の良い－居心地の悪いとした。熊本産スギ材精油を用い，精油は希釈

液で希釈して用いた。また，5 つの製材所からスギ材を入手し，精油を抽出した。これらの精油

に対する主観的な評価について，アンケート用紙を用いて調査した。対象は一般の成人男女とし，

質問項目は，年代，性別，各精油に対する好み，無垢材接触経験の有無とした。一定容のバイア

ルに入れた精油を直接嗅いで評価させた。 

 

3. 結果および考察 

■木質内装空間でのヒトの生理・心理応答実験と木材由来香り成分分析 

3.1 スギ内装材を施工した実験室でのヒトの生理・心理応答実験 

3.1.1 香り成分の空気中濃度 

スギ材由来揮発成分のうち多くがセスキテルペン類であり，主成分はδ-カジネンであった。

スギ材施工から 2 週目の空気中濃度は 2744.3 μg/m3であり，6 週目で 498.8 μg/m3であった。

室内空気中のテルペン濃度は 4週間で約 80％減少した（図 E）。 

 

 

3.1.2 生理学的な応答 

 生理学的な応答については，電気生理学的なアプローチと生化学的なアプローチの両面から検

討してきた。電気生理学的な評価には，心拍数や自律神経系機能の連続した計測を用い，生化学

的な評価は，唾液中に分泌される内分泌物質，免疫物質，酵素活性などを指標として用いた。近

年，様々な研究分野で，唾液を用いた生化学物質測定が盛んに行われるようになり，その指標と

しての有用性が指摘されている 4,5)。非侵襲的に，長期的に測定できること，幼児から高齢者ま 

図 D 実験概要 
(a) 装置の全体像 
(b) 計測プローブを装着し安静状態の被験者 
(c) 計測プローブを装着した額 

(a) (b) 

(c) 
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で年齢層を問わずにサンプリングが可

能であることなど，指標としての大き

な可能性が示唆される。本研究におい

ては，自律神経系活動の変動を解析し

た結果，作業前に比べて作業中の交感

神経系活動の低下を認めた（図 F）。ま

た，唾液中アミラーゼ活性とクロモグ

ラニン A は，スギ材を施工した実験室

において，作業後のアミラーゼ活性の

低下とクロモグラニン A の分泌量増大

の抑制が認められた（図 G-1,2）。アミ

ラーゼ活性とクロモグラニン A はいず

れも，交感神経系活動増大にともない

分泌が促進し，特に，クロモグラニン A

は精神的なストレスを反映することが報告されている 6,7)。また，スギ材室と対照室での違いは

認められなかったが，硫酸基抱合型デヒドロエピアンドロステロンと分泌型免疫グロブリン Aも

作業中に増加することを確認した（データ未記載）。これまでの成果をまとめると，精神的なス

トレスがかかる作業環境下において，スギ材香りが交感神経系活動を抑制する可能性が示唆され

た。 

 

 

図 F 交感神経活動の推移 
作業前安静状態に対する変化率,  
黒: スギ材室，白: 対照室 

図 E 実験室内の香り成分濃度推移 
スギ材内装施工から 2 週目と 6 週目に検出した香り成分濃度，斜線: 2 週目，黒: 6 週目 
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3.1.3 心理学的な応答 

 心理学的な応答を測るために，質問票を自作して用いた。各評価語に対して得点化を行った。

本研究においては，悪い香りの－良い香りの(P < 0.05)，難しい－容易い(P < 0.1)について，

スギ材室と対照室とに統計学的に有意な違いが認められた。 

 

3.1.4 計算作業時の作業効率 

 計算作業には内田・クレぺリン精神検査(日本・精神技術研究所)を用いた。スギ材と対照室で

の作業量および誤答数を算出し，作業効率の評価を試みたが，本研究ではスギ材室と対照室での

作業時の効率に違いは見られなかった。 

 

3.2 スギ内装材を施工した保管空間における香り成分分析 

3.2.1 スギ材由来香り成分 

α-クベベンやβ-クベベン，β-カリオフ

ィレン，α-ムウロレン，δ-カジネンなど，

主にセスキテルペン類が検出された。主成

分はδ-カジネンであり，スギ材施工一か月

目において，各保管庫のテルペン類放散量

は 15745 (µg/m3)(S1)，29660 (S2)，52699 

(S3)，10372 (N1)であり，無施工保管庫の

C1，C2では検出されなかった。また，スギ

材施工保管庫のテルペン類放散量は継時的

に減少することを確認した。 

 

3.2.2 内装材面積とテルペン放散量の比

較 

スリット材を用いた S1，S2，S3および板

目材を施工した N1 の内装材面積とテルペ

ン類の放散量について比較した。その結果，

スリット材面積の増加およびスリット加工

によりテルペン類放散量が増加することを確認した（図 H）。 

図 G-1 唾液中アミラーゼ活性変化量 図 G-2 唾液中クロモグラニン A 分泌量 

作業前後の変動，黒: スギ材室，白: 対照室 

図 H 気積率とテルペン放散量 

S1の放散量を 1としたときの相対値で比較(N=3) 

黒: スリット材，白: 板目材 
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■スギ材精油を用いた有効性評価実験 

 

3.3 スギ材精油の調製 

スギ材精油の収率は，天然乾燥および低温乾燥材では 0.21-1.16%であり，高温乾燥材では

0.015%であった。また，同じ産地のスギ材を，異なる温度条件で乾燥し，採取した精油の分析結

果を図 Iに示した。天然乾燥材に比べて高温乾燥材では，ジテルペン類を多く含むことが明らか

であった。天然乾燥材と高温乾燥材の香りに対する主観評価は大きく異なることがよく知られて

おり，これらの成分の違いの影響が示唆された。 

 

3.4 スギ材精油香り成分を吸入したラットの自律神経活動計測 

スギ材精油を吸入したラットの BAT-SNAおよび GVNAのスパイクヒストグラムの経時変化を図 J

と図 Kに示した。香り刺激を開始してから徐々に，交感神経系活動の活動低下および副交感神経

系活動の増加が観察され，交

感神経系活動に関しては，約

50％の低下が認められた。一

方，副交感神経系活動は最大

で約 120%の上昇が観察された。

スギ材精油を嗅ぐことによる

リラックス効果と胃腸の活動

増加が期待できると考えられ

た。 

上記の結果より，スギ材精

油は BAT-SNA を抑制し，GPNA

を増大させることが示唆され

たが，効果が持続しないこと

があり，嗅覚刺激方法に問題

がある可能性が考えられた。

そこで，嗅覚刺激方法を実験

方法 4.2-3 に示した，①から

②に変更し，常に新鮮なにお

いを吸入できるようにしたと

ころ，図 L に示すように，嗅

覚刺激中に加えて嗅覚刺激終

了後も顕著な BAT-SNA の抑制

を示した。これらの結果から，

図 I トータルイオンクロマトグラム 

天然乾燥材 高温乾燥材 

図 J スギ材精油を吸入したラットの交感神経活動 

図 K スギ材精油を吸入したラットの副交感神経活動 
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スギ材精油を連続的

に吸入することによ

り交感神経活動の持

続的で顕著な抑制を

示すことが明らかと

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 木材香り成分による脳機能への影響解析および主

観評価 

 試料に対する心理学的な応答は 18 項目からなる質問票

を用いて評価した。その結果，個性的な－平凡な，刺激的

な－刺激的ではない，興奮する－興奮しない，弱々しい－

力強い，の４項目において，試料間あるいは対照との統計

的に有意な差が認められた（図 M）。また脳血流の変動を

解析したところ，供試した香り成分により前頭部の活動を

賦活あるいは抑制する可能性が示唆された。 
 
4. 結論 

■木質内装空間でのヒトの生理・心理応答実験と木材由

来香り成分分析 

一定量の香り成分が実大の空間内に存在するときのヒ

トの生理・心理応答について明らかにした。また，気積率

および加工、香り成分放散量との関係性についても明らか

にした。今後，さらに実大木質空間における香りとヒトの

関係に関するデータを蓄積したい。また，香りの有効性を

長く維持する技術の開発が必要と考えている。 

■スギ材精油を用いた有効性評価実験 

木材は乾燥方法によって香り成分が異なり，産地によっても成分比が異なる。木材加工など材

料要因とヒトの主観および生理応答との関係については今後の研究テーマの一つである。また，

スギ材精油の有効活用法についても併せて検討したい。ヒトでもラットでもスギ材由来の香り成

分が自律神経活動へ影響することを明らかにした。薬理的な作用も示唆されることから，有効成

分の決定が重要であろう。 
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２．木質住環境と健康 

6）実空間における木材パネルの設置が居住者の生理・心理反応  

に及ぼす影響 

 

東 賢一 (近畿大学 医学部) 

 

研究組織 

東賢一、萬羽郁子   

 
1. はじめに 

シックハウス症候群や化学物質過敏症などの問題に対処する方法の 1 つとして、これらの疾病

に関連する症状や抑うつ、不安、不眠等を呈する居住者の家屋において、無垢の木材（特にスギ

材）による内装仕上げを行ったところ、症状の改善が施工者により観察されている。しかし、こ

れらの変化の科学的検証は十分なされていない。 
また、木材の抽出成分である精油にはストレス症状緩和の効果があること 1, 2)や、木材に含ま

れるセドロールの吸入による睡眠内容の改善などの効果 3, 4)も確認されているが、木材を居住空

間に用いてその効果を確認した既往の研究報告はほとんど見当たらない。日本では森林整備の遅

れによって、間伐材の 8 割が未使用のまま林の中に放置されていることから、間伐材を有効に活

用する技術や用途の開発が必要と考える。 
 以上のような背景を踏まえ、スギ材を居住空間に用いた場合の居住者の心理的・生理的な影響

について検討することを目的とし、被験者実験を実施した。 
 
2. スギパネルの設置が疲労回復に及ぼす影響の検討 5,6) 

2.1 実験方法 

2011 年 11～ 12 月に実施した。実験室平面図を図 2-1 に示す。隣り合う 2 部屋

（5,075×3,630×2,555mm）をパーティションで仕切り、出来上がった 4 室のうちの 3 室を使用し

た。Case 1 と Case 2 は環境室で、Case 1 にはスギ材（小国産，45℃乾燥と天然乾燥の併用）の壁

面内装を施し、被験者位置から確認できるようにした。Case1 とパーティションで仕切られた Case 
2 は、サーキュレーターにより Case1 と空気の強制循環があり、被験者位置からスギ材を確認で

きない様にした。Case 3 は、スギ材のない対照室とした。 

 図 2-1 実験室平面図 

サーキュレーター
3,630mm

5,075mm

(h:2,555mm)

エアコン
換気扇（天井）

スギパネル
2,880mm 

(h:2,520mm)

パーティション
(h:2,000mm)

Case 1Case 2Case 3
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被験者は、準備室で作業負荷（1 桁の計算作業 15 分×2 セット）を行った後に、実験室に移動

した。実験室には 60 分間滞在し、その間の心理・生理反応を観察した。 
測定項目は、心理指標の POMS（Profile of Mood  States）短縮版と疲労感、快適感などの主観

評価、生理指標の心拍、血圧、唾液アミラーゼ活性測定とした。また、実験室の空気質分析と、

温湿度、机上面照度、騒音の物理量測定を行った。 
 男性 8 名と女性 7 名の被験者（Ave. ± S.D.; 23±3.8 歳）を 3 群に分け、クロスオーバー法を用い

た。本実験は近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。 
 

2.2 結果および考察 

実験室の温熱・光・音環境については測定の結果、違いがないことを確認した。表 2-1 は空気

質分析の結果を示す。環境室からはセドロール（0.94μg/m3）と β-オイデスモール（0.69μg/m3）

が特異的に検出された。 
表 2-1 実験室空気質分析の結果 

【ホルムアルデヒド・アセトアルデヒド】 

捕集: アクティブ法, 0.1 L/min ×24 h,  

分析: HPLC 
(µg/m3)  Case 1, 2 Case 3 

ホルムアルデヒド 11.9 9.9 

アセトアルデヒド 13.1 14.2 
 

【テルペン類】 

捕集: アクティブ法, 0.1 L/min × 30 min 

分析: GC-MS 
(µg/m3)  Case 1, 2 Case 3 

α-ピネン 0.99 0.82 

カンフェン  0.08 0.07 

3-カレン 0.01 ND 

s-(s)-リモネン 0.26 0.06 

テルピノレン 0.31 ND 

カンファー 0.51 0.49 

1-ボルニルアルコ―ル 0.15 0.13 

セドロール 0.94 0.02 

β-オイデスモール 0.69 ND 
 

【VOCs】 

捕集: パッシブ法, 24 h,  

分析: GC-MS / HPLC  

(µg/m3)  Case 1, 2 Case 3 

脂肪族炭化水素類 12.4 13.3 

芳香族炭化水素類 17.6 18.3 

テルペン類 4.5 4.4 

ハロゲン類 10.9 15.9 

エステル類 3.5 3.0 

アルデヒド・ケトン 10.5 10.8 
 

 
入室直後の臭気強度（「0. 無臭」～「5. 強烈なにおい」，6 段階尺度）は、Case 1（Med. ± S.D.; 

3 ± 1.0）で Case 2（2 ± 1.0）、Case 3（1 ± 0.9）より有意に高く、快不快度（「-4. 極端に不快」～

「4. 極端に快」，9 段階尺度）は Case 1（2 ± 1.3）で Case 3（0 ± 0.7）よりも有意に高かった。見

た目の好みには差がなかった。 
疲労感（「0. 疲れを全く感じない最良の感覚」～「10. 何もできないほど疲れきった最悪の感

覚」，VAS）の結果を図 5-2-2 に、POMS の TMD（Total Mood Disturbance）の結果を図 5-2-3 に示

す。いずれも時間帯別に条件間の比較をした（Wilcoxon の符号付順位検定，Bonferroni の補正）。

疲労感について、いずれの条件においても計算課題直後が最も高く、実験室に入室後疲労感が低

下する様子がみられたが、入室後 10分ではCase 2および 3よりもCase 1の疲労感が有意に低く、

Case 1 で最も疲労感の回復が速かったことが示唆された。TMD についてもいずれの条件におい

ても実験室入室後に低下する様子がみられたが、条件による違いはみられなかった。生理量につ

いても条件による違いはみられなかった。 
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図 2-2 疲労感（VAS） 

 
図 2-3  TMD（POMS） 

 
 
3. 木材等のにおい刺激による脳血流量の変化の検討 7,8,9) 

3.1 実験方法 

 2011 年 12 月に実施した。実験には、前頭葉の大脳皮質の血流変化を機能的近赤外分光法

（functional near infrared spectroscopy; fNIRS，島津製作所製 OMM-3000）を用いた。近赤外線を用

いた脳機能計測は、非侵襲計測装置であり立位や座位での測定が可能である。光ファイバの配置

は図 3-1 のとおりで、送光ファイバと受光ファイバの間の 42 チャンネルを同時計測した。 
被験者は、健康な大学生 13 名（男性 7 名／女性 6 名，平均±標準偏差; 23.2±3.9 歳）であった。

被験者には実験前に説明会を行ない、においの評価を行う実験であることや、注意事項として実

験前日からにおいの強い食事や飲酒を控えること、実験当日は香水や強い香りのする化粧品、整

髪剤等の使用を控えることなどを伝えた。 
 試料は、100mm×100mm の 4 種類の木材、ゴムと試料提示なしの条件とした。試料は実験者に

より、閉眼状態の被験者の鼻前に提示され、提示順序は被験者ごとにランダムとした。 
前レスト（安静）30 秒間、タスク（試料提示）30 秒間、後レスト（調査票の記入＋安静）60

秒間を繰り返した。被験者は座位で、タスクでは実験者が被験者の鼻部に試料を近接させた。前

レストおよび調査票記入時間を除いた後レストでは、小声で「あいうえお」を繰り返すことで安

定状態を確保した。また、調査票（臭気強度、快不快度等）の記入時間以外は試料提示中を含め

被験者は閉眼で、実験室は入射遮蔽した。 
fNIRS では、各チャンネルにおける oxyHb、deoxHb、それらの合計である totalHb が記録され

るが、本報では神経活動により生じる局所脳血流の変化と最も高い相関が報告されている oxyHb
の変化量 10)について解析をした。また、これらの値は計測開始時点を基準とした相対値であるこ
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とから、前レストの最後（タスクの直前）10 秒間の平均値を 0、標準偏差 1 となるようにタスク

の結果を 10 秒間ごとに区切って標準化した値（z-score）を用いた。 

 本研究は近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。 
 

 
図 3-1  

光ファイバおよび測定チャンネルの位置 

表 3-1 試料の放散量測定の結果 

 
 

3.2 結果および考察 

表 3-1 に、実験に用いた試料および放散量測定の結果を示す。 
図 3-2 に試料の臭気強度（「0. 無臭」～「5. 強烈なにおい」，6 段階尺度）、図 3-3 に試料臭気

の快不快度（「-4. 極端に不快」～「4. 極端に快」，9 段階尺度）を示す。被験者は、実験室のに

おいの影響からか、試料提示なしでも「1. やっと感知できるにおい」を感じていたが、試料なし

に比べて全ての木材およびゴムの臭気強度は有意に高かった（p < 0.05）。快・不快度評価はゴム

が試料提示なしに比べて有意に低かったが（p < 0.05）、その他の試料間や試料なし条件との差は

みられなかった。 
 図 3-4 に、oxyHb の試料提示 0～10 秒後の変化量から求めた z-score の全被験者の平均値をマッ

ピングした。試料提示なしに比べて、全ての試料あり条件において中央付近で血流量の上昇部位

が多くみられた。これは眼窩前頭皮質嗅覚野が反応したためと考えられる。図 3-5 に示すとおり、

試料提示なしと対比較したところ、合板では中央付近、左半球側で血流量の有意な上昇が認めら

れたが（p < 0.01, 0.05）、他の試料では有意な変化は認められなかった。被験者の主観評価による

臭気強度の中央値は 2～3 で、試料間の差が大きくはなかったため、試料間の脳血流量変化の違

いも出にくかったと考えられる。また、快不快感と脳活動の関係については、様々な報告があり
11)、完全に一致した見解は得られていない。本研究においても、快・不快度と脳血流量の変化部

位の関連性はみられなかった。ただし、有意な血流量の上昇が認められた合板は、ホルムアルデ

ヒドやアセトアルデヒドなどの放散量が高く、既往研究においてもホルムアルデヒドへの暴露に

よる一部の被験者の脳血流量の上昇が報告されている 12)。以上のことから、試料の放散物質によ

る脳血流変化の違いがみられ、脳活動はホルムアルデヒド等の刺激性の高い成分の影響を受けや

すかったと考えられる。 

 なお、試料提示 10 秒以降は提示直後にみられた中央付近の脳血流量が徐々にみられなくなっ

た。 
 

送光
受光

チャンネル

試料No. 1 2 3 4 5 6

種類 スギ スギ ヒノキ
ポプラ
合板

ブチルゴム
試料

提示なし

産地等
熊本県
小国

岡山県
院庄

九州 中国製 日本製品

樹齢 60～80年 50～60年 50～70年 不明
乾燥温度 45℃ 60℃ 60℃ 不明

表面積（m2） 0.0238 0.0238 0.0244 0.0205 0.0205

ホルムアルデヒド 17.210 4.380 7.370 53.350 0.662
アセトアルデヒド 13.180 10.770 64.680 8.980 0.102

アセトン 5.930 2.990 9.760 4.000 0.053
イソオクタン 0.012 0.019 0.027 0.009 0.050

ヘプタン 0.011 0.017 0.027 0.002 0.055
トルエン 0.178 0.836 1.500 2.150 1.070
オクタン 0.017 0.008 0.035 0.026 0.237
ノナン 0.029 0.020 0.004 0.081 0.481

α-ピネン 0.228 0.053 4.510 0.183 1.660
リモネン 0.024 0.010 0.223 0.182 1.010

※　デシケータ法（ガスクロマトグラフ質量分析法），28℃，単位：µg/hr/m2
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図 3-2 試料の臭気強度 

 

図 3-4 脳血流変化の z-score（試料提示 0～10 秒） 

 

図 3-3 試料臭気の快・不快度 

 

図 3-5 試料提示なしとの対比較結果 
〈有意確率〉（試料提示 0～10 秒，合板） 

 
4. 木材パネルの設置が睡眠の質に及ぼす影響の検討 13) 

4.1 実験方法 

2012 年 11 月～12 月に実施した。実験条件は 3 条件で、条件 A（熊本県小国産スギ，樹齢 40
年，45℃乾燥を枕元に設置）、条件 B（九州産スギ合板，樹齢 40～60 年，130～140℃で 10 分以

内のホットプレスを枕元に設置 ※枠材は条件 A・B ともに熊本県小国産，樹齢 80 年、地熱乾

燥）、条件C（パネル設置なし）とした。条件AおよびBで用いたパネルを図 4-1に示す。240 mm×325 
mm×20 mm（幅 20 mm の枠を含む）を 2 枚繋ぎ合せたもので、片面のみスリット加工を施した。

パネルを被験者寝室内、枕元付近に設置し、睡眠時の心理および生理反応の変化を測定した。 
被験者は 18 歳以上の大学生 20 名（男性 8 名／女性 12 名）で、実験は 3 群に分けてクロスオ

ーバー法で実施した。実験は、睡眠が乱れやすい土・日・祝日を除いた月から金曜日の被験者ご

とに同じ曜日で連続する 2 晩で行い、持ち越し効果の影響を避けるため、被験者ごとに各条件の

間には 1 週間以上の間隔を空けた。 
本実験は近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。 
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図 4-1 実験条件と試料 

 

4.2 結果および考察 

 表 4-1 は試料からの放散量測定の結果を示す。試料の枠

材が同じであったこと、条件 B の合板はＦ☆☆☆☆であっ

たことから、放散量に違いはみられず、睡眠内容の改善効

果が報告されているセドロール 3, 4)はいずれの試料からも

放散が確認された。 
部屋で感じるにおいの臭気強度（「0. 無臭」～「5. 強烈

なにおい」，6 段階尺度）について、就寝前は条件 A（p<0.01）、
起床時は条件 A および B（p<0.05）で試料設置なしの 1 日

目に比べて試料を設置した 2 日目に高く、2 日間の臭気強度

の差は就寝前、起床時ともに条件 C より A が大きかった

（p<0.05）。 
 表 4-2 はアクチグラフ（加速度センサー）の結果を示す。

1 日目と 2 日目の測定結果に有意差はみられなかったが、2
日間の中途覚醒時間の差の中央値は、条件 A は試料設置の

2 日目がより短く、条件 C では 2 日目がより長かった

（p<0.1）。 
 表 4-3 は OSA 睡眠調査票の結果で、得点は高い方が睡眠

の質が高いことを示す。条件 A の起床時眠気因子は 2 日目

の得点が低くなっていたが（p<0.05）、条件 B の起床時眠気

因子、疲労回復因子、睡眠の長さ因子は 2 日目が高く

（p<0.05，0.01）、2 日間の差は条件 B が A や C よりも大き

かった（p<0.05，0.01）。 
 スギスリット材の設置により、被験者は睡眠の前後にパ

ネルのにおいを感じていた。アクチグラフ、OSA 睡眠調査

票の結果から、パネルの設置が睡眠の質に効果をもたらす

ことが示唆されたが、今回の実験では条件 A と B のパネル

の材による差がみられなかったことから条件等を見直し引

き続き検討していく必要があると考える。 

表 4-1 放散量測定結果 
【アルデヒド・VOC】  

 
【テルペン類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

6mm

7mm5mm

325mm

240mm

20mm

(t 20mm)

〈スリット〉
単位： μg/hr/m2 条件A 条件B

アセトン 1.54 8.35
2-ブタノン 0.082 0.234
ヘキサン 0.061 0.079
エチルアセテート 1.37 2.41
2,4-ジメチルペンタン 0.03 0.039
1-ブタノール 0.146 0.166
イソオクタン 26.8 16.7
ヘプタン 26.8 16.7
トルエン 0.338 0.38
オクタン 71.3 58.7
エチルベンゼン 0.061 0.075
m,p-キシレン 0.055 0.099
o-キシレン 0.085 0.115
ノナン 0.398 0.375
α-ピネン 0.165 1.35
3-エチルトルエン 0.02 0.036
4-エチルトルエン 0.008 0.013
1,3,5-トリメチルベンゼン 0.008 0.016
2-エチルトルエン 0.005 0.011
β-ピネン 0.004 0.045
1,2,4-トリメチルベンゼン 0.035 0.045
デカン 0.357 0.276
1,2,3-トリメチルベンゼン 0.007 0.009
リモネン 0.036 0.087
T-VOC 130 106
ホルムアルデヒド 0.429 0.369
アセトアルデヒド 3.83 8.51
※1）デシケータ法

   2）調査で使用した試料の1/2サイズのものを作成

 　3） GC/MS法およびHPLC法により測定

単位：ng/L 条件A 条件B

α-ピネン 0.77 0.92

カンフェン 0 0
3-カレン 0.08 0
α-テルピネン 0 0
s-(s)-リモネン 0.14 0.16
γ-テルピネン 0 0
テルピノレン 0 0
フェチルアルコール 0 0
カンフル 0.08 0.55
1-ボルニルアルコール 0 0.02
セドロール 1.46 1.34
β-オイデスモール 1.55 1.49
※1）チャンバー内に試料を設置

　 　 幅300mm、高270-300mm、奥行170mm

　 　 チャンバー内温度：20℃、湿度：40%

　 2）捕集条件：Tenax TA，捕集速度：100mL/min，

   　 捕集時間：10min、30min

   3）調査で使用した試料の1/2サイズのものを作成

 　4）加熱脱着-GC/MS法により測定

　 5）検出下限：0.02ng/L（3L捕集）
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表 4-2 アクチグラフの解析結果 

 

 
表 4-3 OSA 睡眠調査票の結果 

 

 
5. 木材パネルの設置が精神健康度に及ぼす影響の検討 14) 

5.1 実験方法 

2014 年 12 月～2015 年 2 月に実施した。実験は奈良市内の大学の学生寮を対象に実施した。被

験者に通常の環境下（自室）で連続する 3 日間過ごした後、スギスリットパネル（南小国産，天

然乾燥材）を室内に設置した状態でさらに 3 日間過ごしてもらった。パネルの形状は図 4-1 と同

様で、設置位置を図 5-1 に示す。アクチグラフによる活動量測定と、OSA 睡眠調査票（MA 版）、

ピッツバーグ睡眠調査票、日本語版 GHQ 精神健康調査票による心理評価を行った。また、唾液

採取用チューブを用いて被験者自身に唾液を採取してもらい、唾液中コルチゾールと免疫グロブ

リン（分泌型 IgA）を分析した。 
被験者は学生寮居住者から募集し、調査への協力が得られた女性 13 名（平均年齢±標準偏差 

20.5±1.2 歳）とした。本実験は近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施された。 

中央値
（四分位範囲） なし スギ 差 なし スギ合 差 なし なし 差

414.5 433 37.5 369.5 411 7.5 403 433.5 17.5

（79.5） （33.8） （88.5） （84.5） （81） （55.5） （87.3） （58.5） （42）
7 6 -1 6 6.5 1 6 7 0

（1.8） （3） （5.8） （3.3） （5） （8） （3.5） （6.5） （11）
96.9 98 0.3 97.4 98.2 0.6 95.8 96.8 -0.5
（4.8） （2） （2.8） （5.1） （5.1） （2.5） （5.3） （4.4） （3）
12.5 8 -1 10 7 0 16.5 14 1.5

（18.5） （9.5） （13） （20.3） （22） （10.3） （19.3） （14.8） （16.3）
※多重比較：Wilcoxonの符号付順位検定（Bonferroniの補正）   + p  < 0.10

中途覚醒
時間：分

多重
比較

A<C+

条件A 条件B 条件C

睡眠時間：
分

入眠潜時：
分

睡眠効率：
％

中央値

（四分位範囲） なし スギ
前後
比較

差 なし スギ合
前後
比較

差 なし なし
前後
比較

差

17 14.3 -1.63 10.8 15.8 3.8 15.8 16.8 0

（9.1） （6.5） （2.8） （4.5） （7） （4.5） （7） （9.5） （2.5）

19.9 20.4 0 18 20.4 1.7 17.9 17.3 -0.1

（7.1） （5.6） （5.7） （9.2） （11.0） （3.5） （2.8） （10.4） （5.1）

26.5 26.5 0 29.5 23.5 0 23.5 21.5 0

（15） （9） （3.8） （11.3） （14.5） （0） （12.3） （13.5） （5）

18.3 15.667 0 15.333 20.167 3.6667 18.667 18.667 1.5

（8.8） （3.7） （6.1） （6.7） （5.3） （4.3） （6.7） （6.5） （3.5）

16 18.8 0 16 21.5 5.5 16 18.8 0

（8.9） （5.5） （4.1） （9.6） （5.5） （8.9） （5.5） （5.5） （5.5）

条件A 条件B 条件C
多重
比較

起床時眠気因子：
点

 A<B**

A<C*

夢み因子：
点

疲労回復因子：
点 A<B*

睡眠の長さ因子：
点 C<B+

※前後比較：Wilcoxonの符号付順位検定   
*
 p  < 0.05, 

**
 p  < 0.01

　 多重比較：Wilcoxonの符号付順位検定（ Bonferroniの補正）   + p  < 0.10, * p  < 0.05, ** p  < 0.01

入眠と睡眠維持因子：
点

* **

**

*
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図 5-1 パネルの設置位置 

 

表 5-1 放散量測定結果 
【アルデヒド】 

 
【VOC】 

 
【テルペン類】 

 

 

 
5.2 結果および考察 

 表 5-1 は小型チャンバー法（温度 28±1℃，相対湿度 50±5%，換気回数 0.5 回/h）によるパネル

からの放散量測定の測定結果を示す。テルペン類として α-ピネンの他に β-オイデスモールが検出

された。ただし、室中央で捕集した空気の分析結果からはこれらの物質は検出されず、居住者の

室内のにおいについての評価にもパネル設置の影響はみられなかった。今回の実験条件では、パ

ネルの近くに滞在したときのみパネルのにおいを感じる様な条件であったと言える。 
 図 5-2 は OSA 睡眠調査票の結果で、起床時眠気、入眠と睡眠維持、夢み、疲労回復、睡眠時間

の 5 因子について、それぞれ得点が高い方がより睡眠の質が良いことを示す。パネル設置前とパ

ネル設置後で比較して、起床時眠気については有意傾向、入眠と睡眠維持については有意に睡眠

の質が改善していた。ただし、表 5-2 に示すとおりアクチグラフの解析結果からは条件による違

いはみられなかった。図 5-3 はピッツバーグ睡眠調査票および GHQ 精神健康調査票の結果で、

点数が低いほど睡眠の障害がないこと、精神健康度が高いことを示す。パネルの設置により精神

健康度は有意に高くなっていた。図 5-4 は唾液分析の結果を示す。ストレス状態との関連性が高

いことが報告されているコルチゾールに差はなかったが、分泌型 IgA は就寝前、起床後ともにパ

ネルの設置により有意に高くなっていた。既往研究においても針葉樹林によって分泌型 IgA が増

加したという同様の報告があり 18)、スギパネルの設置によって免疫活動が活発化した可能性が示

唆された。 

単位：μg/（m2・ｈ）

アルデヒド類（HPLC）
ホルムアルデヒド 0.9
アセトアルデヒド 4.5

単位：μg/（m2・ｈ）

脂肪族炭化水素類

ヘプタン 0.2

オクタン 0.6

トリデカン 0.3

テトラデカン 0.3

芳香族炭化水素類 トルエン 0.1

テルペン類 α-ピネン 0.2

エステル類 酢酸エチル 0.1

アルデヒド・ケトン類
アセトン 1.5

メチルエチルケトン 0.1

アルコール類
エタノール 0.1

イソプロピルアルコール 0.2

単位：μg/（m2・ｈ）

テルペン類 β-オイデスモール 0.3

小型チャンバー法
温度：28±1℃ 相対湿度：50±5％， 換気回数：0.5回/h
検出限界未満のものは省略
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図 5-2 OSA 睡眠調査票の結果 

表 5-2 
アクチグラフの解析結果 

 

 

図 5-3 ピッツバーグ睡眠調査票および 
GHQ 精神健康調査票の結果 

 
図 5-4 唾液分析の結果 

 
6. 脳機能イメージングを用いた木材のにおい評価方法の検討 

「木材等のにおい刺激による脳血流量の変化の検討」では機能的近赤外分光法を用いて、木材

等のにおいを嗅いだときの前頭葉の大脳皮質の血流変化について調べたが、脳血流と脳波を同時

計測して脳機能イメージングによって、脳内の活性を捉え木材のにおいが人に及ぼす影響につい

て検討することが望まれる。 
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２．木質住環境と健康 

7）スギ材抽出成分のヒト細胞への生理応答 
    

宮越 順二 

 京都大学生存圏研究所 

 
研究組織 

成田英二郎、小山眞、清水陽子、松原恵理、宮越順二 

 
研究概要 

本プロジェクト研究では、木質住環境における空気室特性の解明およびヒトへの影響解析によ

り、居住者の健康改善・増進に寄与するデータの蓄積を目的としている。我々の分担研究では、

よりミクロなレベルでのアッセイ系として、ヒト由来培養細胞でスギ材抽出成分の有効性評価を

試みる。 
我々の体には、恒常性を保つため、生体内に侵入した異物を生体外に排出する免疫システムと

呼ばれる防御システムが存在する。自己免疫力の向上は感染に対して抵抗性を増し、健康維持増

進に結びつくことになる。しかしながら、その逆の可能性も否定できない。 
そこで、スギ材抽出成分の人体への影響評価の一環として、細胞レベルにおける応答を検索す

る。 
 
1. スギ材抽出物によるヒト免疫担当細胞におけるサイトカイン産生への影響 

1.1 スギ材抽出成分と使用細胞 

n-ヘキサン抽出物：2.57mg、酢酸エチル抽出物：2.75mg、アセトン抽出物：2.76mg、メタノ

ール抽出物：3.3mg、温水抽出物：2.94mg をそれぞれジメチルスルホキシド（DMSO)で 2.5mg/ml
に溶解調製後、フィルター濾過滅菌しスギ材抽出成分ストックとした（川井先生の研究室より入

手。松原先生の情報を参考とした）。 
実験に用いた細胞は、ヒトリンパ腫由来単芽球様細胞である U937 細胞で、培養液は

RPMI1640 に添加材として 10％FBS を加えたものである。これをホルボール 12-ミリステート 13-
アセテート(PMA) 50ng/mℓ を含有する培地で培養することでマクロファージ様細胞へ分化させる

ことができる。図 1 に細胞顕微鏡写真を示す。 
 

  

(a)     (b) 
図 1. U937 細胞播種直後(a)とマクロファージ様細胞へ分化後(b) 
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1.2 サイトカインとその作用 

サイトカインは免疫システムを担う細胞により分泌される特殊なタンパク質の総称で、特定

の細胞に情報を伝達する。これまで見つかったものには多くの種類があり、インターロイキン、

インターフェロン、腫瘍壊死因子、ケモカイン、コロニー刺激因子、増殖因子などがある。これ

らの中から、代表的なものとして表１に示すものを指標として、スギ材抽出成分の有効性評価を

試みた。 
 

表 1. サイトカインとその作用 

 産生細胞 作用 

IL-1 マクロファージ、B 細胞、NK 細胞、好中

球など 
T 細胞・B 細胞の増殖および機能発現の補

助など 

IL-6 T 細胞、肥満細胞、マクロファージ、B 細

胞など 
B 細胞刺激因子 2（B 細胞の分化促進）、キ

ラーT 細胞発現補助など 

IL-10 T 細胞、活性化 B 細胞、単球、肥満細胞な

ど 
単球系細胞に対して炎症性サイトカイン

の産生を始めとする免疫機能の抑制性 

TNF-α B 細胞、NK 細胞、マクロファージなど 腫瘍細胞を壊死 

 
1.3 実験方法 

(1) 細胞は U937（ヒトリンパ腫由来単芽球様細胞）を用い、ホルボール 12-ミリステート 13-
アセテート(PMA) 50ng/mℓ を含有する培地に播種し、一昼夜培養してマクロファージ様細胞

へ分化させた。 
(2) 通常培地で洗浄し、培地交換を行った後、一昼夜培養した。 
(3) 5 種のスギ材抽出成分は最終濃度 5μg/10mL/100mmdish となるよう PBS で調製し、またそ

れぞれにリポ多糖(LPS)を最終濃度 1μg/mℓ となるよう添加した。 
(4) DMSO コントロールは培地に DMSO のみ添加し、DMSO 濃度を合わせたコントロールと

して行った。 
(5) 1 および 24 時間後、培地上清を回収し eBioscience 製 InstantELISA® Human IL-1β、Human 
IL-6、Human IL-10 および Human TNF-αを用いて ELISA 法によるサイトカイン産生の解析

を行った。 
 

1.4 結果および考察 

最適播種細胞数の予備検討実験として、細胞数を 1×104個/mℓ から 1×105個/mℓ の間の４段階

の細胞濃度で播種し、24 時間培養後の培地上清の IL-1β 産生量（サンプル原液濃度）を ELISA
法により解析した。その結果を図 2 に示す。 
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図 2. 24 時間培養後の IL-1β産生量（サンプル原液濃度） 

 
1×105個/mℓ 未満の細胞濃度では、使用した ELISA 法によるサイトカイン測定キットの検出

下限を下回るため、１×105個/mℓ 以上の細胞を播種する必要があると考えられる。また、検出上

限を超える濃度のサンプルについては、測定キット付属の希釈液を用いて測定範囲内で測定する

ことが可能である。１×105cells/mℓ の細胞を播種したときの培地上清から、ELISA 法によるサイ

トカイン産生を解析した結果を図 3 に示す。 
 

 
   (a)     (b) 

 
   (c)     (d) 

図 3. U937 細胞によるサイトカイン産生（(a)IL-1β、(b)IL-6、(c)IL-10、(d)TNF-α） 
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ヒトリンパ腫由来単芽球様細胞（U937）を用いて、スギ抽出物によるサイトカイン産生の

測定を 3 回実施した。コントロール群とスギ抽出物添加群の U937 細胞より、培養時間とともに

サイトカインが産生されることが確認できた。コントロール群とスギ抽出物添加群では、統計的

に有意な影響は観察されず、スギ抽出物はサイトカイン産生へ顕著な影響を及ぼさないと考えら

れる。 
 

 
2. スギ材抽出物によるヒト免疫担当細胞におけるヒートショックタンパク（HSP）産生への

影響 

 
2.1 スギ材抽出成分と検討方法 

スギ材抽出物については前述 1.1 にある抽出法全てより抽出された成分（国立研究開発法人

森林総合研究所、松原先生の情報を参考とした）を、ジメチルスルホキシド（DMSO）で溶解し

て 500μℓ/mℓ ストックした。 
検討方法として、スギ材抽出成分添加濃度をこれまでの 10 倍程度に上げ、スギ材抽出成分

の人体への影響評価の検討方法として、培養中のヒト由来細胞にスギ材抽出成分添加濃度を変化

させたときの生存率、また、ヒートショックタンパク（HSP）産生への影響を検索する。 
 
2.2 ヒートショックタンパクと使用細胞 

細胞が熱や化学物質等のストレスにさらされると発現が上昇し、細胞を保護する役割を持つ

タンパク質の一群である。ヒートショックタンパクは分子シャペロンとして機能する。 
実験に用いた細胞は、ヒト胎児グリア細胞である SVGp12 細胞で、培養液は EAGLE MEM に

添加材として 10％FBS、１％Na Pyruvate Solution、１％MEM Non-Esential Amino Acid を加えたも

のである。図 4 に細胞顕微鏡写真を示す。 
 

 

図 4. 使用細胞、SVGp12（ヒト胎児グリア細胞） 
 
2.3 細胞生存率評価(WST)実験方法 

  (1) 35 mm ディッシュに SVGp12 細胞（4000 個/ディッシュ）を播種。 
(2) 24 時間培養後、スギ抽出物を添加。（0.01, 0.02, 0.05, 0.1, 0.2, 0.5, 1%、1h） 
(3) 通常培地で洗浄し培地交換後、通常の CO2インキュベータ内で 48 時間培養。 
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(4) 培地を取り除き、premix WST-1 試薬を 200µL 添加し、1 時間培養。 
(5) プレートリーダーで 450 nm の吸光度を測定。 

 
2.4 ヒートショックタンパク発現評価実験方法 

  (1) ばく露用シャーレに 1 枚当たり 1×106個の SVGp12 細胞を播種し、24 時間培養。 
(2) 陽性対照として 43℃のインキュベータに 1 時間、スギ抽出物は添加して 1 時間細胞を培

養し、冷 PBS で洗浄後、CelLytic（SIGMA）により回収。 
(3) ウェスタンブロッティング 
(4) 免疫染色 
(5) HRP 染色 
(6) ATTO Cool Saver（ATTO）で撮影。 
(7) 撮影したバンドの強度と面積を解析後、タンパク量を比較。 

 
2.5 結果および考察 

現在、ヒト胎児グリア細胞である SVGp12 細胞を用いて WST 試験による生存率評価を行い、

至適条件を検討した。細胞応答の検索については、生存率評価により得られたスギ材抽出成分の

添加濃度条件により、ヒートショックタンパク産生（HSP70 など）の検出実験を進行中である。 
また今後の展開として、他のヒト細胞を用いた追試験を行うことや、細胞分裂の際細胞質分

裂を阻害し、核分裂のみを起こした細胞内で核に組み込まれなかった小核を観察することにより、

細胞への障害を判断する小核試験を行うことなどを検討中である。 
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人間生活圏を取り巻く大気の微量物質の動態把握 
 

 

1. 研究組織 

代表者氏名： 高橋 けんし（京都大学・生存圏研究所） 

  矢吹 正教（京都大学・生存圏研究所） 

  津田 敏隆（京都大学・生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

大気質変動，エアロゾル，微量気体，森林－大気相互作用，接地境界層 

ミッション１：環境計測・循環機能制御 

ミッション５：高品位生存圏（人と健康） 

 

3. 研究概要 

大気中の微量成分（ガスおよびエアロゾル）は，グローバルな温暖化や大気質，ヒトの

健康や植物に対する影響など，生存圏における様々な問題に関与している．本プロジェク

トでは，人間生活圏および森林圏に近い大気の化学的動態，とりわけ大気微量成分の時空

間分布を，高い分解能で描写する新しい大気計測手法を開拓することを主たる目的とした．

特に，（１）航空法に基づく最低安全飛行高度による制約のため航空機をチャーターした観

測ができない接地層およびその近傍に着目して，大気微量成分の鉛直構造とその変動過程

を詳しく捉えること，（２）ヒトの居住空間における大気微量成分の空間分布を捉えること，

を主眼とした． 

我々がこれまでに本プロジェクトにおいて活用してきたプラットフォームと，対応する

物質探査の高度領域を図 1 に概略的に示した．野外における観測場所としては，滋賀県甲

賀市にある京大生存圏研 MU 観測所とその周辺地域（観測時期：H22-24 年度），滋賀県大津

市にある京大農学研究科・桐生水文試験地（H22-27 年度），東京都八王子市にある東京農工

大フィールドサイエンスミュージアム多摩丘陵（H25-27 年度），静岡県御殿場市にある富士

山麓太郎坊基地（H25-27 年度）であった．これらの観測では，大型の係留気球や微気象観

測用タワーをプラットフォームとして用いることにより，地表面から上空数十メートルの

高度領域における微細な物質構造を抽出することを目指した．また，MU 観測所から周辺地

域へ車両を利用して移動しながら標高を変えつつ観測を行うことで，地上から数百メート

ルの範囲における物質分布を探査する試みを行ったほか，富士山を一つの大きなプラット

フォームとみなす山岳大気共同観測に参加し，大気境界層から自由対流圏に至る物質分布
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を調べる試みも行った．これらの観測により，接地境界層の生成・崩壊に伴う地表付近の

微量ガス・エアロゾル鉛直分布の変動特性や，接地境界層を含む大気境界層や自由対流圏

におけるナノ粒子の生成速度の空間分布，森林樹冠内および樹冠直上におけるエアロゾル

粒径分布の鉛直微細構造，森林樹冠分布とガスフラックスの時間的微細構造などについて，

詳しい情報を抽出することができた．一方，本研究のもう一つの柱である居住空間におけ

る実験は，生存圏研レンタルラボおよびクリーンブースを利用して行った．これにより，

健康影響が懸念される粒径領域のエアロゾル生成過程が，居住環境に対してどのように影

響するかを精査する方法を開発した． 

 

 

 

 

なお，本プロジェクトの推進にあたり，次の方々にご協力を賜りました．記してお礼申し

上げます． 

青木一馬（富山大），岩本洋子（東京理科大），奥村智憲（大阪府立環境農林水産総合研究

所），加藤俊吾（首都大東京），川井秀一（京大），久世宏明（千葉大），小杉緑子（京大），

塩原匡貴（極地研），中山智喜（名大），林泰一（京大），原圭一郎（福岡大），松田和秀（東

京農工大），松原恵理（森林総研），眞子直弘（千葉大），三浦和彦（東京理科大）（五十音

順）． 

 

 
 
図 1：本プロジェクトで利用または開発したプラットフォームと対応する探査可能高度 
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４．電磁場の生体影響 

 

宮越 順二 

京都大学生存圏研究所 

 

1. 研究組織 

   代表者氏名： 宮越 順二    （京都大学生存圏研究所） 

  共同研究者： 小山 眞 （京都大学生存圏研究所） 

      成田 英二郎 （京都大学生存圏研究所） 

      水野 公平   （京都大学生存圏研究所） 

      清水 陽子   （京都大学生存圏研究所） 

      櫻井 智徳   （京都大学生存圏研究所） 

      三谷 友彦   （京都大学生存圏研究所） 

      篠原 真毅   （京都大学生存圏研究所) 

         多氣 昌生   （首都大学東京理工学研究科） 

             鈴木 敬久   （首都大学東京理工学研究科） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

キーワード：マイクロ波、中間周波数帯電磁波、共鳴送電、無線エネルギー伝送、生

体影響評価、安全性、発がん性、細胞遺伝毒性、小核形成、ストレスタ

ンパク発現、免疫応答、サイトカイン、貪食能 

新領域研究：電磁場の生体影響 

関連ミッション２：太陽エネルギー変換・利用 

 

3. 研究概要 

近年、新しい無線電力伝送技術として、電磁共鳴方式が注目を集めている 1)。こ

の方式では、従来から実用化されている電磁誘導方式と異なり、送電側と受電側のコ

イルの共振周波数を一致させることで、数メートルの距離を高効率で伝送することが

可能であり、早期の実用化に向けて多くの研究が進められている。本研究では、共鳴

送電下における生体影響の可能性を細胞実験により評価するためのばく露装置の開発

に取り組み、発がん性に関与する細胞遺伝毒性への影響について検索した。 

また、携帯電話は 1990 年代後半から現在に至るまで、世界的に急速な普及をた

どっている。電波(マイクロ波)の生体影響として、発がん性への評価はすでに行われ

ているが 2)、免疫能への研究実績は未だ少ない。本研究では、細胞の免疫機能につい

て、特にサイトカイン産生への影響について検索した。さらに、マウス膵臓由来のハ
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イブリドーマ細胞を用いて、高周波のＴ細胞依存性抗体産生能への影響についても検

索した。 

これまで、低周波や高周波帯電磁波の生体影響研究は、これまでに多くの研究

がおこなわれてきたが 3)-5)、中間周波数帯電磁波については、研究実績が極めて少な

く、生体影響の評価を行うための本格的な研究がまたれている。そこで、本研究では、

前骨髄球白血病細胞（HL-60）を用い、23kHz 電磁波ばく露による生体影響について、

免疫応答、特に好中球の遊走能と貪食能を中心として、解析し評価した。 

上述した研究概要について、図１にまとめた。 

 

図 1  研究概要まとめ 

 

4. 研究の背景と目的 

現代社会は、目には見えないが生活環境に電磁波 あふれている。高圧送電線、家

庭内の電化製品、医療現場、それに携帯電話やその基地局などである。未来社会にお

いて人が生活する上で、定常磁場、低周波から高周波に至る多種多様な電磁環境は、

ますます増加の一途をたどることが予想される。放射線と同様に、電磁波環境は目に

見えないこともあり、このような背景から、電磁波の健康への影響について不安を抱

いている人が多いのも事実である 3,6)。 

近年、新しい無線電力伝送技術として共鳴結合方式が注目を集めており多くの研

究が進められている。しかし、共鳴結合無線電力伝送下における生体影響の可能性を

実験的に評価した例はほとんどない。本研究の 1 つ目のテーマとして、共鳴結合無線
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電力伝送下における生体影響の可能性を評価することを目的に、安定した共鳴結合無

線電力伝送環境、国際的なガイドライン 7)を踏まえた電磁波ばく露環境、厳密に管理

された細胞培養環境を兼ね備えた、細胞研究のための新たな共鳴結合無線電力伝送シ

ステムの開発に取り組んだ。さらに、開発したばく露システムを用い、細胞の基本動

態や遺伝毒性を指標とした研究を実施することにより生体影響評価を行う。 

電波の生体影響について、免疫機能が注目されている。生体の恒常性を保つため

に、我々の体には、生体内に侵入した異物を排除する、免疫と呼ばれる防御システム

が存在する。この免疫力が低下すると、人は感染を引き起こしやすくなるなど、健康

を保てなくなる。本研究の 2 つ目のテーマとして、周波数 2.45GHz のマイクロ波に対

する細胞学的影響評価の一環として、1 ならびに 10W/kg の比吸収率(SAR: Specific 

Absorption Ratio)で電波ばく露を行い、免疫細胞の基本的な機能であるサイトカイン

分泌特性に対して ELISA 法を実施し、電波が細胞の免疫機能に影響を与えないかどう

かについて検討する。 

一方、T 細胞依存性抗原に対する特異抗体が産生されるまでには、マクロファー

ジや樹状細胞などの抗原提示細胞、T 細胞ならびに B 細胞が必要とされる。T 細胞依存

性抗体産生の場合、上記のいずれかの細胞の機能に異常が起きたとしても最終的には

T 細胞依存性抗体産生に変化がみられることになる。従って、幅広く細胞の機能の変

化をとらえるためには T 細胞依存性抗体産生能の測定が有効である。しかしながら、T

細胞依存性抗体産生試験にはマウスまたはラットを用いてインビボでのヒツジ赤血球

を抗原とする抗体産生能をプラークの検出により行うのが最も一般的であり、培養細

胞株を用いたインビトロの測定系は確立されていないのが現状である。そこで、培養

細胞株を用いたインビトロの測定系の検討を行い、T 細胞依存性抗体産生能の電波ば

く露による影響を検索することを目的とし、周波数 2.45GHz、SAR は 2 および 10W/kg、

ばく露時間を 4 および 24 時間で評価した。 

さらに、中間周波帯電磁波（Intermediate frequency: IF）の生体影響について

注目されている。この周波数帯領域については、国際的にも研究実績が少ない。身近

な中間周波数帯領域の汎用機器としてはＩＨクッキングシステムがある。また、将来

の無線エネルギー伝送にもこの周波数帯が 1 つの候補となっている。そこで、本研究

の 3 つ目のテーマとして、ヒト免疫システムの初期レスポンスを担う好中球における

遊走能と貪食能への影響を検索した。 

 

 

5. 研究の結果及び考察 

 5.1 共鳴送電下における生体影響評価のためのばく露装置開発と細胞遺伝毒性  

  ばく露システムは、CO2インキュベータの中に構築した送受電用コイル類、高周

波電源、温度計、適切な細胞培養温度を維持するための温度コントローラ、受電電力
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の負荷として用いる電球により構成されている。出力する高周波電力は最大 200ワッ

ト、発信周波数は 8MHzから 15MHz まで可変が可能である 8)。 

 製作したばく露システムの外観を図 2に示す。CO2インキュベータ に電力伝送

用のコイル等を配置している。また、送電用コイルと受電用コイルの間隔は 100㎜で

ある。送電用コイルと受電用コイル間の 4枚の細胞培養ディッシュ(60mm)は、その下

の水冷式冷却装置により 37℃温度に維持されている。  

 

 

      図 2 ばく露システムの外観     図 3 伝送効率評価結果 

 

電力伝送特性評価として、伝送効率の評価結果を図 3 に示す。共振周波数

12.5MHz において伝送効率は約 85%であり、また、実測結果と高周波 3 次元電磁界シ

ミュレータ(HFSS: High Frequency Structural Simulator)による解析結果との間に

良い一致が確認できた。 

  細胞の遺伝毒性評価として、染色体へのダメージを検出する小核試験を実施し

た。細胞は、ヒト胎児由来繊維芽 WI38VA13を用いた。図 4に小核試験の結果を示す。

共鳴結合無線電力伝送下において培養した細胞サンプルにおける結果と、対照の CO2

インキュベータにおいて培養した対照サンプルにおける結果は非常によく一致してお

り、この結果から、共鳴結合無線電力伝送下においても細胞の遺伝毒性に影響を及ぼ

さなかった。ブレオマイシンはポジティブコントロールとして用いたもので、ばく露

サンプル、対照サンプルに対して有意な影響を及ぼしていることが確認された。また、

電波の細胞影響として、注目を集めているストレスタンパク（熱ショックタンパク）

の発現についても検討したが、有意な陽性効果は認められていない 9,10)。 
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(a)2時間ばく露            (b)24 時間ばく露 

図 4 小核形成試験による細胞遺伝毒性評価 

 

 5.2 免疫細胞における高周波電波ばく露の影響評価研究 

  用いた高周波ばく露装置は、安定した正常な培養環境（37℃、5％二酸化炭

素、飽和湿度）を整え、高精度の電磁工学的検証（周波数 2.45GHz、ドシメトリ（細

胞位置での正確な SAR 分布）、ペルチェ素子による温度安定機能の保証など）を行

っている 11-13)。 

電波ばく露条件は、周波数：2.45GHz、ばく露処理条件：SAR 1、10W/kg、

ばく露時間：4 時間で実施した。２種類の白血球由来細胞(U937(ヒトリンパ腫由来)

および Jurkat(ヒト白血病由来Ｔ細胞))をサイトカイン分泌に関する免疫機能評価

試験に用いた。サイトカイン産生は、IL-1β、IL-6(以上は U937 細胞)、および

IL-2(Jurkat 細胞)について、ELISA 法を用いて測定した。 

結果の 1 例として、図 5(a, b)に、U937 細胞における電波ばく露後の LPS(リ

ポ多糖)刺激による経時的な IL-6 の変化を示す。電波の比吸収率、1W/kg、10W/kg、

共に、Sham と比べ IL-6 産生量に有意な変化は認められなかった。他のサイトカイ

ン、IL-1β、IL-2 についても同様の結果が得られた 14)。 

 

a:  1W/kg 4 時間ばく露      b:  10W/kg 4 時間ばく露 

図 5 U937 細胞による IL-6 分泌量 
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次に、マウス脾臓由来、抗ヒツジ赤血球 IgM 抗体産生ハイブリドーマ

（JCRB1358.03）を用いて、電波ばく露による T 細胞依存性抗体産生能への影響を

検討した。カニンガムチャンバー法で確認したところ、図 6 に示すように抗体産生

細胞が周りの赤血球を溶血し、プラーク（溶血斑）を形成した。 

 

 

図 6 抗体産生細胞の形成するプラーク 

 

電波ばく露とシャムばく露で、ばく露直後およびばく露 24 時間後について

比較した。図 7(a、b)は、2.45GHz, 2W/kg のばく露装置についての結果を示す。10W/kg

の結果も含めて、4 および 24 時間の電波ばく露は、ヒツジ赤血球に対する抗体産生

能について統計学的に有意な差を及ぼさなかった 

 

 

a: 2 W/kg 4 時間                  b: 2 W/kg 24 時間 

図 7 ヒツジ赤血球に対する抗体産生能の電波ばく露の影響 

 

   これらの研究成果から、検討した電波のばく露条件下において、インビトロ

T 細胞依存性抗体産生(TDAR)を指標とした免疫システム機能へ影響を及ぼさないこ

とが示唆された 15)。 
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 5.3 中間周波帯電磁波による好中球細胞の遊走能および貪食能への影響 

ヒト白血病由来 HL-60 細胞をジメチルスルホキシド（DMSO）添加により、好

中球に分化させた。図 8 に示す通り、3 日目より形態的に好中球への分化が確認

された。さらに、分化に伴い増加するスーパーオキサイド（SOD）の上昇も認めら

れた。 

 

      （0 日目）            （3 日目）             （6 日目） 

図 8：DMSO 添加による HL-60 細胞の形態経時変化 

 

好中球の貪食能は、一定数の好中球に蛍光ビーズを加え、貪食により取り込

ませた後、取り込まれなかった蛍光ビーズを洗浄し、フローサイトメーターによ

り測定した。ばく露条件は、23kHz、2mT、2～4 時間の条件で行った。その結果を

図 9 に示す。IF をばく露した好中球と疑似ばく露（Sham）した好中球で貪食能の

違いは見られなかった。 

 

 

     図 9：ばく露後における好中球の貪食能 

 

さらに、好中球の遊走能についても、走化性測定装置を用いて検討したが、

IF ばく露とシャムの間に有意な差は認められなかった 16)。 

 

6. 今後の展開 

開発した細胞研究のための共鳴結合無線電力伝送システムを用いては、電力伝送

下における細胞の小核試験以外の遺伝毒性評価（コメットアッセイ、突然変異試験）
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を実施する。さらに、熱ショックタンパクの発現以外の細胞機能に関与する指標を用

い、引き続き、共鳴結合無線電力伝送下における生体影響の有無を明らかにしていく。 

高周波(2.45GHz)については、細胞の遺伝毒性評価、および免疫応答やストレスタ

ンパク発現を含む細胞機能に関しての評価はほぼ完了している 17)。2016 年中に世界保

健機関 (WHO)のタスク会議にて、高周波に関する環境保健クライテリア (EHC: 

Environmental Health Criteria)が発表される予定である。この EHC には、今後の推

奨研究が示されるので、WHO タスク会議の見解を参考に進めて行く。 

中間周波数帯電磁波については、現在、400kHz の新たな細胞ばく露用装置を設計・

製作中である。このばく露装置が完成した後、これまでに生体影響評価研究報告がほ

とんどない周波数領域であるので、発がん性関連への影響評価から研究を始める予定

である。さらに、近年の社会的電磁環境の利用は多種多様な周波数領域にわたってき

ており、特に超高周波領域においても汎用機器としての応用が見込まれている。この

分野の電磁環境生体影響評価研究にも取り組んで行きたいと考えている。 
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５．千年居住圏  

  1)「アジア地域に建つ木造建築物のモニタリングによる 

長期構造性能評価」 
 

 

五十田 博 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：五十田 博（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：北守顕久（京都大学生存圏研究所） 

森 拓郎（京都大学生存圏研究所） 

田守伸一郎（信州大学工学部） 

楠 浩一（東京大学地震研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

千年居住圏 

ミッション１：環境計測・地球再生 

ミッション４：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

長期にわたり安心で安全な建物を維持するためには、外乱に対する状態を常時監視

し、必要に応じ適切な対処を実施することが重要となる。本研究は、資源循環型材料の

代表である木材を用いた建物を対象に加速度計による長期振動計測を実施し、構造性

能を評価するヘルスモニタリングシステムを構築し、実証実験をおこなうものである。

本年度は昨年度来構築してきたヘルスモニタリングシステムが実際に適用可能なのか

を過去に実施した振動台実験に対して適用し確認する。また、長期計測に先駆けて、ア

ジア地域を対象とした木造建築物の構造・構法調査事例について報告する。 

 

4. 研究の背景と目的 

本課題では、アジア地域に建つ木造建築物を対象に、環境振動、交通振動、地震応答

等の長期計測を通じて、木造建築物の構造性能に係わる調査を実施し、長期にわたり

健全な建築構法の開発に資するデータの蓄積を図る。長期にわたり安心で安全な建物

を維持するためには、外乱に対する状態を常時監視し、必要に応じ適切な対処を実施

することが重要となる。外乱としては日常的な振動に加えて、予期しない地震動など

様々なものがある。加速度応答などの日常的な振動計測と地震時の最大変形値の記録
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によって建物の状態変化の監視が可能であり、計測方法別の閾値と建物の損傷を関連

付けられれば、監視のみにより損傷の把握、そして、その後の適切な対処に進む判断が

可能となる。そこで、本研究では計測方法や閾値と損傷状況を関連づける要素技術を

開発するとともに、計測手法を含めた評価技術の体系を構築する。なお、監視方法につ

いては、建物の状態変化を把握するに十分と考えられる振動計とデータ発信機能をす

でに有するスマートフォン等の汎用機器の利用を視野に入れながら進める。図 1 には

個別建物に対する損傷検知に関する概要と主要な研究項目を整理して示した。最終的

には個々の建物の長期的な安全安心に着目するばかりでなく、多くのデータを集積し、

群（圏）としての建物の状態変化を掌握できるシステムの構築を目指す。 

 

 

図 1：個別建物のモニタリングと主要な研究テーマ  

 

5. 研究の結果および考察 

5.1 ヘルスモニタリングシステムの演算手法の確認 

本節では、過去に行われた 1 階建て木造建物、2 階建て木造建物の振動台実験を対

象とし、加速度記録をウェーブレット変換によって特定の周期に分け、2 階積分するこ

とで建物の層間変位を求める。そして、変位計で計測された層間変位と比較により、ウ

ェーブレット変換を用いて層間変位を推定することを目的とする。 

 

(1)ウェーブレット層間変位の概要 

ウェーブレット(Wavelet)は小さな波である。ウェーブレット変換は、特定のウェー

ブレットをマザーウェーブレットとし、それを単位として信号を分解するものである。

式(1)のように、N 個のデータを持つある信号 f 0  (x)はウェーブレット変換により特定

の周期帯に分解される。 

𝑓𝑓0(𝑥𝑥) = 𝑔𝑔1(𝑥𝑥) + 𝑔𝑔2(𝑥𝑥) + ⋯+ 𝑔𝑔𝑛𝑛(𝑥𝑥) + 𝑓𝑓𝑛𝑛(𝑥𝑥)     (1)  

この時、n は 

𝑛𝑛 = log2 𝑁𝑁        (2)  
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となる。 

ウェーブレット変換で分解された波の成分をランクという。そのため、式(2)に示す

ようにランク数はデータ数に依存する。データの時間刻みが𝛥𝛥𝑡𝑡のとき、 𝑖𝑖 ランクの  𝑔𝑔𝑖𝑖  の

ナイキスト周波数𝛥𝛥𝑖𝑖は 

𝛥𝛥𝑖𝑖 = 1
2𝛥𝛥𝑡𝑡

× 2𝑖𝑖        (3)  

で示される。ナイキスト周期は 

𝑇𝑇𝑖𝑖 = 2𝛥𝛥𝑡𝑡 × 2𝑖𝑖        (4)  

となる。ナイキスト周期とランクの関係を表 1 に示した。本研究で扱うデータは、

0.005s 刻みと 0.01s 刻みのため、その 2 つに時間刻みについて表記した。伝達関数のピ

ークを主要ランクとした。 

 

表 1：ランクと時間刻み(dt)ごとのナイキスト周期 

ランク 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

dt=0.005s 0.02 0.04 0.08 0.16 0.32 0.64 1.28 2.56 5.12 

dt=0.01s 0.04 0.08 0.16 0.32 0.64 1.28 2,56 5.12 10.24 

 

(2) ウェーブレット層間変位の概要 

ウェーブレットを使用して得られる層間変位（以下、ウェーブレット層間変位）を求

める。建物上部と下部の加速度記録を、ウェーブレット変換によってそれぞれランク

毎に分解する。その後、ランク毎に 2 階積分を行ない、得られた変位のうち建物上部

の変位から下部の変位を引くことでウェーブレット層間変位を計算する。また、主要

ランクとその他のランクを足し合わせたウェーブレット層間変位も求めた。 

 

(3) 対象振動台実験 

対象とした振動台実験の中で、事例として 1 階建ておよび 2 階建て試験体それぞれ

1 棟ずつ取り上げ説明をする。1 階建ては、制振壁の平屋箱型試験体とした。試験体寸

法は 2,730 ㎜×2,730 ㎜で、階高は 2,762.5 ㎜である。厚さ 9 ㎜の構造用合板 4P と制

振壁 1P を持ち、N50 釘、ピッチ 150 ㎜で打った。2 階建ては、木造軸組構法住宅で試

験体寸法は 3,640mm×5,460mm、最高高さ 6,660 ㎜である。屋根を和瓦葺き、耐力壁と

して外壁に厚さ 9 ㎜の火山性ガラス質複層板を、間仕切壁に厚さ 12.5 ㎜のものを使用

した。1 階建て試験体、2 階建て試験体の加振はともに 1 軸加振とした。加振スケジュ

ールを表 2 に示す。 
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表 2：加振スケジュール 

(a)1 階建て入力波 

加振 1 2 3 4 5 6 7 8 

地震波 BSL JMA 神戸 BSL JMA 神戸 

スケール 20% 100% 100％ 100% 100% 50％ 100% 100% 

(b) 2 階建て入力波 

加振 1 2 3 4 5 

地震波 JMA 神戸 

スケール 25% 50% 60% 70% 70% 

 

(3)解析結果 

 図 2 に 2 階建て試験体の 2F 部分の荷重－層間変位のグラフを図示する。伝達関数か

ら主要ランクは 5 とされる。主要ランクのみの場合、ウェーブレット層間変位は計測

層間変位と対応していない。しかし、主要ランクとそのほかのランクを足した場合に、

対応が見られた。このようにランクの足し合わせにより良好な結果が得られる一方で、

ランクの足し合わせでも追跡ができないものがあった。ランニングスペクトルにより

ランク判断し、時間を区切って解析することにより追跡が可能か、現在検討中である。 

 

   

図 2：2 階建て 2F(JMA 神戸 50%) 

 

5.2 アジア地域の木造建築物の構造・構法調査事例 

 本節では伝統技法からの知見を現代に生かす千年居住圏の構築の試みの中で、アジ

ア各地の伝統構法建築物の技術に焦点を当て、実地調査による構法の詳細調査やその

後日本で実施した要素実験、構造解析の結果の概要について紹介する。具体的には、

(1) 中国・侗族の伝統構法建築物調査、(2) 台湾型の組み物を有する木造架構の耐震

性能調査、(3) インドネシア・北スマトラ地域の伝統構法建築物調査の 3 例であり、

これらの取り組みは海外研究期間との共同研究として実施した。各項目の調査期間、

共同研究先を表 3 に示す。 
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表 3：各調査研究テーマの概要  

調査概要 調査実施年度 共同研究先 

中国・侗族の伝統構法建築物調査 2013 中国南京林業大学・闕准教授 

台湾型の組み物を有する木造架構の

耐震性能調査 
2015 台湾国立成功大学・徐教授 

インドネシア・北スマトラ地域の伝

統構法建築物調査 
2015 

インドネシアイスラム大学・

Yulianto Prihatmaji 講師 

 

(1) 中国・侗族の伝統構法建築物調査事例 

中国の少数民族の一つである侗族は独特な木造架構技術を有しており、鼓楼建築 や

木橋などが特に著名である。本課題では、鼓楼建築の詳細な実地調査を行い、その構法

的な特徴を明らかとし、また常時微動計測によって構造的な振動特性値を計測するこ

とで、建物の構造的特徴について分析を行った。 

構法調査により、鼓楼建築の主要架構部は図 3 に示す様な形態を示すことがわかっ

た。また、加工技術的には以下の様な独特な方法によることが明らかとなり、不整形の

部材を用いながら剛性の高い構造を実現させていることが分かった。 

    

図 3：鼓楼建築の構造の例（増衝鼓楼、1672 年創建、高 25m、11 層） 

 

①柱と貫の仕口は事前に加工を施され、仕口内部で相互に隙間なく交差させて組み

上げる。その場合楔を利用した貫の締め固めをおこなわないので、仕口部の事前加工

には精度が要求される。また仕口の加工は手斧やのみといった伝統的な工具を用いる。

②主要な柱は円形状の通し柱である。この通し柱の元反りは修正しないし、断面を真

円に加工しない。さらに柱の元口と末口を同一断面に加工しないので、柱の中心線は

柱断面の中心ではない。このことは, 貫が貫通する柱のすべての位置で柱断面の大き

さが異なり、柱の中心と断面の中心はずれている事を意味する。③このような条件で

精度良い加工を実現するために、チエンと呼ばれる竹尺に柱穴の寸法情報を写し取り、
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貫材の加工異に使用する技法を用いる。④さらに侗族は建築の組み上げ方で、ハップ

と呼ばれる建物を揺すりながら徐々に部材を組み建てていく独特な構築法をあみだし、

組み上げた時点で部材同士の嵌合力をもたせる。そして貫に滑り勾配を持たせて仕口

内に入りやすく、かつ嵌め込み後に部材同士が締め付け合うようにする。 

鼓楼建築の常時微動測定により、固有振動数及び減衰定数を同定した。対象とした

鼓楼建築は、増衝鼓楼（1672 年創建、高 25m、11 層）を含む三例である。 

測定には 3 成分型サーボ型加速度計(SF-3000L,Si-Flex 社製)を使用し、計測システ

ムには RS-MAX24(ALNIC 社製)を使用した。計測は鼓楼基部と頂部をそれぞれ 6 成分同

時で、サンプリングを 200Hz として 10 分間ずつ計測した。 

各地点での応答加速度から固有振動数、固有モードの同定を行った。加速度の時刻

歴データを 50％オーバーラップで 32768 点ずつの小サンプルに分割し高速フーリエ変

換した結果をアンサンブル平均で重ね合わせた。なおスペクトルの平滑化には Parzen

ウィンドウのバンド幅 0.05Hzを用いた。また、各振動モードでの減衰定数を同定した。

ピーク振動数の前後 1.5Hz をバンド幅とするバンドパスフィルターを通した波形に RD

法を適用し自由振動波形を抽出し、開始 5 周期分の自由振動波形から最小二乗法によ

る近似曲線を作成し減衰定数を同定した。図 4 に鼓楼の振動数－応答倍率曲線と RD 法

自由振動波形の一例を示す。 

測定の結果、鼓楼の一次固有振動数は 0.473Hz～1.031Hz、減衰定数は 2.36％～4.35％

であった。塔建築としては比較的剛性の高い性状と言えるが、通し柱を用いる侗族の

鼓楼建築特有の性質であると考えられる。また、高精度での加工を可能とする接合技

術により、比較的大きな仕口剛性を持つ様子を確認した。 

 

   

図 4：増衝鼓楼 Y 方向振動数－応答倍率曲線（左）と RD 法自由振動波形（右）の例 

 

(2) 台湾型および日本型の組み物を有する木造架構の耐震性能調査 

我が国と同様に地震頻発国である台湾には多くの伝統的木造寺院建築物が残されて

いる(図 5 左)。これら建築物の上部構造には多数の部材からなる組み物架構が用いら

れている。柱と一体となった組み物を有する架構の地震応答特性を明らかとするため、
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木質材料実験棟内で静的水平載荷実験を実施した。台湾産コウヨウザン製の柱 (径

300mm)の上部に大斗を設置し、一方向に貫材を挿した架構を試験体とした。大斗を水

平鋼製桁と結合し、桁端部、貫材端部をピン接合で鋼製柱で支持して架構を形成し(図

5 右)、大斗の上部からプーリーシステムを用いて一定の鉛直力を与えた状態で、鋼製

桁を介して正負繰り返し水平載荷を行った。台湾式、比較のための日本式、頭貫式と、

貫の形式の異なる 3 条件の試験体を設定した。試験体の柱の高さ、鉛直力の大きさを

パラメータとした。図 6に試験結果の一例として、頭貫試験体の荷重-変形関係を示す。

柱復元力特性値に関しては、既往の力学モデルに基づく計算値と比較を行った。その

結果、柱復元力特性単体としては理論値と良い精度で推定することが可能であったが、

柱頭の鋼製桁の抵抗成分および頭貫の抵抗成分の寄与が大きいことが明らかとなった。 

 

   

図 5：(左)台湾の伝統木造架構の例、(右)組み物を有する柱梁架構の水平加力試験体 

 

 
図 6：頭貫試験体の荷重-変形角関係： 

貫の有無、鉛直力の大きさの影響比較(左)とその抵抗成分要素の分解(右) 

 

(3) インドネシア・北スマトラ地域の伝統構法建築物調査事例 

北スマトラ地域の Toba 族、Simalungun 族の建築構法の現地調査を実施し、また生存

研においてその構造要素の加力試験を実施した。調査地域はスマトラ島北部の toba 湖
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周辺であり、Batak 族に属するいくつかの少数民族グループが固有の建築様式を有して

いる。2004 年にはスマトラ島沖地震を経験するなど、地震履歴の多い地域である。 

Toba 属は貫構造形式の高床式の住居に住む(図 7 左)。1 戸に複数の家族が同居する

ため、15×10m 程度の大空間の建築である。小屋まで達する数本の通し柱を持つが、床

下において通し柱を含む多数の束柱を貫部材を貫通させており、床下を固めることで

柱脚ラーメン構造を形成していることが特徴である。なお、使用する木材は非常に密

度の高い現地の広葉樹種で、これを貫材として使用する事で広葉樹の高い圧縮性能に

より、床下架構に高い剛性と曲げ耐力を付与するのに有効に働いていると考えられる。 

Simalungun 族も Batak 族の位置グループであり、その建築様式は非常に独特である。

すなわち、床下に丸太を井桁状に多段に組んだ構造を有し、井桁の交点には貫通穴を

設け、そこに小屋まで達する通し柱を差し込むことで柱を支持する構造としている(図

7 右)。柱は直接地盤に鉛直力を伝達することなく、上部構造の鉛直力は井桁組の柱最

上部にかかり、最終的に井桁最下部を礎石で直接支持することで伝達される。すなわ

ち、井桁の丸太間には上部架構の自重が作用している。そのため、丸太形状であっても

ある程度の傾斜復元力と摩擦抵抗力が作用しているものと推察される。 

Toba 族と Simalungun 族の建物に共通する特徴は、高床式構造物で､床下部に柱脚ラ

ーメンを形成する仕組みを有する点である。高床構造は本来、通風や地盤からの湿気

や害虫の遮断、水害対策等の環境的目的によって成立するものであるが、Batak の建築

様式では同時に構造的に大きな意味を持つものとなっている。他地域において床下空

間には家畜小屋を設けたり、何らかの用途を付与する空間とすることがあるが、Batak

の様式においては交差する部材が多く、空間としての使用は制限される。むしろ、外部

の人間が床下に容易に接近することを防ぐ囲いとしての役割が大きいと考えられる。 

    

図 7：(左)Toba 族の住居、(右)Simalungun 族の住居 

 

Simalungun 族の床下架構について、生存研木質材料実験棟で実大モデルの静的要素

加力試験を実施した。アカシアマンギウム集成材を用いて作成した床下丸太組架構の
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一部を模して試験体（図 8 左)を作成し、プーリーシステムを用いて一定の鉛直荷重作

用かで正負繰り返し水平力を与えた。寸法条件を変えて２条件作成し、柱の有無、鉛直

荷重の大きさをパラメータとして試験を実施した。結果の一例を図 8 右に示す。柱が

無い場合、傾斜復元力特性に準じる履歴性状を示し、柱がある場合、鉛直力が大きい条

件ほど初期剛性・耐力が高い結果を示した。これにより、上部架構の鉛直力が作用する

柱脚丸太の井桁組に通し柱を差し込むことで柱脚ラーメンを形成する Simalungun族の

建築形態の力学的合理性が明らかとなった。 

        

図 8：(左) Simalungun 族柱脚架構を模した試験体、(右)水平荷重-変形角関係 

 

6. 今後の展開 

 以上、地震時のヘルスモニタリングシステムの適用事例とその利用可能性を示すと

ともに、対象建物であるアジア地域に立つ固有の建築様式に対する構造実験等につい

て述べた。ヘルスモニタリングについては、振動特性によっては単純なウェーブレッ

ト変換では良好に変形が追跡できない場合があり、追跡精度を向上させるため今後検

討を深める予定である。建物の固有の抵抗性能についてはすべての要素の耐力性状が

確認されたものではないため、今後追加実験を予定している。 
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8. 付記 

 本研究に関連し、以下の発表をおこなった。 
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５．千年居住圏 

  2) 「アジア地域の植物バイオマスを活用した循環型材料の開発 

〜タンニンとスクロースを接着剤とした木質材料開発〜」 
 

 

梅村研二、金山公三 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：梅村研二（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：金山公三（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

千年居住圏 

ミッション４：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

縮合型タンニンは比較的反応性が高く、タンニン系接着剤として古くから研究が行

われてきた。しかしこれまでの手法では、アルデヒド化合物や合成樹脂を併用して接

着剤化することが多く、非化石資源由来の天然物のみによる接着剤の調製は行われて

いない。 

 我々は、縮合型タンニンとスクロースの混合物が接着剤として利用できる可能性を

新たに見出し、木質材料への適応性について研究を進めている。そこで本研究では、縮

合型タンニンとスクロースを接着成分として木質成形体やパーティクルボードの作製

を試みた。木質成形体の作製ではアカシアマンギウム木粉をエレメントとし、タンニ

ンとスクロースの混合比や木粉への混合方法が木質成形体の物性に及ぼす影響を明ら

かにした。また、タンニン・スクロース接着剤にクエン酸を少量添加すると、木質成形

体の作製において熱圧温度の低下や熱圧時間の短縮に有効であることを示すとともに、

その硬化特性についても検討した。次に、より汎用性の高い木質材料への応用を目指

しパーティクルボードの作製を行い、熱圧温度や熱圧時間がボード物性に及ぼす影響

について明らかにした。 

 

4. 研究の背景と目的 

昨今の木質材料の製造では、化石資源由来の合成系接着剤を用いて木材エレメント

同士を接着成形している。しかし、地球環境問題や化石資源の有限性を考えると、今後

は非化石資源由来の天然物を用いた接着剤の使用が望まれている。天然系接着剤は、
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多糖類系、タンパク系、フェノール系など様々な種類が開発されてきたが、耐水性が低

く、また化石資源由来の化合物による補完が必要な場合が多い。そのため、今後の天然

系接着剤の開発では耐水性を含めた接着性能の向上や化石資源への依存の低減が重要

になると考えられる。 

 タンニン系接着剤は、縮合型タンニンを原料として調製され、比較的優れた接着性

能を示すことが知られている。以前はホルムアルデヒドとの反応によってフェノール

樹脂の代替として用いる研究が盛んに行われてきた。しかし、ホルムアルデヒドの毒

性問題が指摘されてからは非ホルムアルデヒドとの反応による接着剤化に関する研究

へと移行し、より安全性に配慮した検討が行われている。このような状況のなかで、

我々はタンニンとスクロースの混合物が木材用接着剤として利用できる可能性がある

ことを新たに見出した。しかし、その接着性能や硬化特性などは全く知られておらず、

詳細な検討が求められる。そこで本研究では、この天然接着剤を用いて木質成形体や

パーティクルボードを作製し、作製条件が物性に及ぼす影響について調べるとともに、

硬化挙動を検討することによって接着剤としての性能を明らかにした。 

 

5. 研究の結果および考察 

5.1 タンニンとスクロースを接着成分とした木質成形体の物性 

  木質成形体の作製は、まず図１の実験１ように行った。すなわち、原料は東南アジ

アで植林されているアカシアマンギウム材、スクロース（ナカライテスク（株））、ワッ

トルタンニン（富士化学工業（株））をそれぞれ 60 メッシュパスに粉末化し、60℃で

減圧乾燥させた。スクロースとタンニンは混合比が 100：0〜0：100 の範囲で 5 水準と

し、予め混合粉末を調製後、木粉への添加率が 40wt%となるように加え、振盪混合した。

この混合粉末をダンベル型金型（JIS K 7139 多目的試験片Ａ型）に充填後、ホットプ

レスにて熱圧した。熱圧条件は、200℃、10 分、4MPa とした。得られた成形体は、常態

図１．木質成形体の作製方法  
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曲げ試験、湿潤曲げ試験、煮沸繰り返し試験を行った。得られた成形体の両端持ち手部

分をカットし、短冊部分は曲げ試験用試験片、両端部分は煮沸繰り返し試験用試験片

とした。曲げ試験では１条件につき 3 体の試験片を用い、寸法 80×10×3〜5mm、クロ

スヘッドスピード 5mm/min で 3 点曲げ試験を行った。湿潤曲げ試験は、沸騰水中に 2

時間浸漬後、常温水中に 1 時間浸漬した後に常態試験と同様の条件で試験した。煮沸

繰り返し試験は、寸法 20×20×3～5mm の試験片を沸騰水に 4 時間浸漬させ、一旦 60℃

で 20 時間乾燥し、再び沸騰水に 4 時間浸漬させた後、60℃で 15 時間減圧乾燥させ、

各段階での重量変化率を求めた。ここでは 1 条件につき 6 体の試験片を供した。 

 これに加え、粉末混合では不均一な混合が懸念されたため、タンニンとスクロース

をあらかじめ水に溶かし、その水溶液と木粉との混合を試みた（図１の実験 2）。作成

条件は粉末混合の結果を基にタンニンとスクロースの混合比を 50：50、添加率を 40wt％、

熱圧条件を 200℃、10 分、4MPa とした。作成した成形体は常態曲げ試験、煮沸繰り返

し試験を行った。 

 その結果、粉末混合での常態曲げ試験においてはタンニンとスクロースの混合比が

75：25、50：50 の場合で優れた結果を示し、MOR は約 36MPa、MOE は約 7.1GPa であっ

た。湿潤曲げ試験においてはタンニンとスクロースの混合比が 75：25、50：50 の場合

で煮沸後でも試験片の形状を維持し、混合比 50：50 の場合で MOR 約 9.5MPa、MOE 約

1.6GPa の最も優れた値を示した。煮沸繰り返し試験においても混合比が 75：25 または

50：50 の場合で形状の維持が確認され、混合比 50：50 での試験後の重量減少率は約

17％であった。この結果に基づいて、溶液混合で作成した成形体の物性を調べたとこ

ろ、常態曲げ試験での MOR は約 58MPa、MOE は約 8.4GPa を示し、粉末混合の場合と比

べ MOR で約 60％、MOE で約 18％の向上が見られた。また、煮沸繰り返し試験において

も溶液混合した場合の重量減少率が約 13％と粉末混合の場合と比べ耐水性の向上が確

認された。以上、タンニンとスクロースを接着成分として木質成形体を作成した結果、

タンニンとスクロースの混合比が 50:50 において機械的特性や耐水性に優れた木質成

形体が得られることが分かった。また、タンニンとスクロースの水溶液を用いた混合

方法は、成形体の物性向上に有効であることが明らかとなった。 

 

5.2 タンニンとスクロースを接着成分とした木質成形体に対するクエン酸の添加

効果 

既往の研究 1） によると、天然ポリカルボン酸のクエン酸が接着剤として利用できる

ため、ここではタンニン・スクロース接着剤に対するクエン酸の添加効果について検

討した。5.1 の研究結果に基づいて、タンニン、スクロース、クエン酸はあらかじめ水

に溶かして 60％水溶液とした。この水溶液を木粉に添加し、一旦乾燥させた。なお、

タンニンとスクロースの混合比は 1：1 とし、タンニン・スクロースに対するクエン酸

添加率を 0〜50wt%とした。タンニン、スクロース、クエン酸の合計添加量は木粉に対
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して 40wt%一定とした。得られた乾燥木粉をダンベル型金型に投入し、熱圧温度 200℃、

熱圧時間 10 分、圧締圧力 4MPa で木質成形体を作成した。成形体から曲げ試験片（80

×10×3〜6mm）を切り出し、各条件 3 本の試験片を準備した。また、スパンは厚みの 15

倍、クロスヘッドスピードは 5mm/min とした。クエン酸添加率が 2.5wt%の場合、MOR は

約 56MPa、MOE は約 7.9GPa を示した。クエン酸を添加しない場合との分散分析を行っ

た結果、5％の有意水準で有意差は認められず、同等の性能であることが認められた。

しかし、更なる添加は曲げ性能の低下をもたらし、クエン酸添加率 50wt%での MOR は約

26MPa、MOE は 6.2GPa を示した。この MOR の値は、クエン酸を添加しない場合の約半分

であった。比強度を計算すると、添加率 0wt％の MOR は約 46MPa、2.5wt％で約 45MPa、

12.5wt％で約 25MPa、25wt％や 50wt％では約 20MPa となり、クエン酸添加率の増加に

よる曲げ強度の低下が認められた。次に、煮沸繰り返し処理における木質成形体の重

量変化とクエン酸添加率との関係を調べた結果、クエン酸の添加割合に関わらず木質

成形体は形状を維持し、良好な耐水性を示した。処理後の重量低下率は、クエン酸添加

率 0wt%で 13.7％であったのに対し、2.5wt%で 10.7％、12.5wt%で 12.8％、25wt%で 14.4％、

50wt%で 20.1％であった。すなわち、クエン酸添加率 25wt%までは 0wt%と同程度の重量

低下率を示すことが分かった。クエン酸添加率 50wt%の成形体は、煮沸による重量増加

率が小さく、乾燥による低下率が大きかったことから、未反応のクエン酸が溶出した

可能性が考えられる。これらの結果から、クエン酸の添加率を 2.5wt%として、熱圧温

度を 180℃と 200℃とした場合の物性の違いについて検討した。MOR は 200℃で幾分高

い値を示したが、MOEはほぼ同等の値を示した。熱圧温度が 200℃の場合の曲げ性能は、

前述したようにクエン酸を加えない場合とほぼ同程度である。一方、熱圧温度が 180℃

の場合、MOR は約 47MPa、MOE は約 7.7GPa を示した。これまでの研究 2） において熱圧

温度 180℃でクエン酸を添加しない条件での成形体の MOR は約 33MPa、MOE は約 4.9GPa

であったことから、クエン酸の添加によって 180℃での曲げ性能が著しく向上すること

が明らかとなった。なお、比強度は熱圧温度 200℃で約 45MPa、180℃で約 39MPa であ

った。 

 煮沸繰り返し試験の結果、200℃の成形体は前述のように沸騰水に対する抵抗性が認

められたが、180℃での成形体は崩壊した。180℃での成形体については、クエン酸を添

加しない場合でも同様に崩壊したことから、クエン酸の有無に関わらず 180℃では十分

な耐水性が得られないことが明らかとなった。したがって、クエン酸を添加すること

で 180℃の熱圧温度でも良好な曲げ性能を有する成形体が得られるが、耐水性の発現は

得られないことが分かった。 

 次に、クエン酸の添加率を 2.5wt％、熱圧温度 200℃、圧締圧力 4MPa とし、熱圧時

間と物性の関係について検討した。熱圧時間は 3、5、10 分の 3 条件とした。熱圧時間

が 3 分と 5 分では、5 分の方が高い曲げ性能を示した。しかし、5 分と 10 分ではほぼ

同等の性能を示し、分散分析による解析でも 5％の有意水準で有意差が認められなか
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った。5 分での MOR は 51MPa、MOE は 8.0GPa であり、既出のクエン酸を添加しない同条

件での成形体は MOR37MPa、MOE6.8GPa であったことから、クエン酸を添加することで

MOR は約 38％、MOE は約 18％の増加が確認された。すなわち、クエン酸の添加は熱圧

時間の短縮に有効であることが示唆された。また比強度を計算すると、熱圧時間 3 分

で MOR が約 35MPa、5 分で約 42MPa、10 分で約 45MPa となった。 

 煮沸繰り返し試験における重量変化を観察した結果、熱圧時間が 3 分の成形体は処

理中に崩壊し、低い耐水性を示した。熱圧時間が 5、10 分の成形体は煮沸後も形状を

維持し、沸騰水に対する良好な耐水性が認められた。これまでの研究 2） でクエン酸を

添加しない成形体の場合、7 分以下の熱圧時間では耐水性が得られなかったことを考

えると、クエン酸の添加によって短い熱圧時間で耐水性が発現したと考えられる。処

理後の重量減少率は、熱圧時間 5 分で約 20％、10 分で約 10％の値を示し、熱圧時間が

長くなると、耐水性が向上することが分かった。 

 

5.3 クエン酸添加がタンニン・スクロース接着剤へ及ぼす影響 

5.2 ではクエン酸の少量添加が熱圧温度の低下や熱圧時間の短縮に有効であること

を示した。そこで、ここではクエン酸の少量添加が接着剤の硬化挙動に及ぼす影響に

ついて検討した。クエン酸の添加効果を熱処理硬化物の熱水不溶化率より検討した。

これまでの研究結果に基づいてタンニンとスクロース（タンニン：スクロース比 1：1）

にクエン酸を 2.5wt%添加した水溶液を 80℃で乾燥させ、さらに 60℃で減圧乾燥後、60

メッシュパスに粉末化したものを試料として用いた。これを 180、200、220℃のオーブ

ンで最大 60 分間熱処理し、得られた硬化物を沸騰水中で 4 時間処理することによって

不溶化率を算出した。また、タンニンのみやスクロースのみ、タンニン・スクロースの

みの場合についても同様の方法により測定した。その結果、タンニンのみの場合、いず

れの加熱温度でも加熱時間 10 分では低い不溶化を示したが、220℃で 20 分加熱したも

のは 90％以上の値を示した。スクロースのみの場合では、180℃や 200℃では加熱時間

に関わらず不溶化を示さず、220℃で 40 分以上加熱すると不溶化を示した。タンニン・

スクロースにクエン酸を添加しない場合、180℃で 20 分加熱しても 10％程度の不溶化

率しか示さず、短時間で硬化させるためには 200℃以上の温度が必要であった。一方、

クエン酸を添加すると加熱温度に関わらず 10 分で 50％以上の不溶化率を示し、加熱

温度が高いほど高い不溶化率を示した。加熱時間が 20 分以上になると、いずれの加熱

温度でも不溶化率はほぼ一定の値を示し、各加熱温度での硬化が完了していることが

示唆された。加熱温度が 220℃の場合は 90％以上の値を示した。これらの結果から、

クエン酸を添加すると短時間で硬化が進行し、特に 180℃では著しい効果が認められ

た。これは、既出の木質成形体の物性と熱圧温度との関係を支持する結果となった。 

 次に、ＤＳＣによるクエン酸添加の有無に対する挙動変化を観察した。測定は、昇温

速度 10/min で室温から 400℃の範囲を窒素雰囲気下で行った。クエン酸を添加しない
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場合、200℃付近に吸熱ピークが見られ、スクロースの融解やタンニンとスクロースの

反応が起こっていると考えられた。一方、クエン酸を添加した場合もほぼ同様の変化

を示し、200℃付近にピークが観察された。クエン酸添加の有無による最大ピーク温度

は、それぞれ 198℃と 201℃であり、クエン酸の添加によって若干低温側にシフトした。

また、ピーク面積はクエン酸を添加した方が幾分小さく、エンタルピー変化が小さい

ことが認められた。同様の測定条件でＴＧＡによるクエン酸添加の影響を観察したと

ころ、クエン酸を添加しない場合、200℃付近で大きな重量低下を示し、300℃付近でも

小さな重量低下が認められた。クエン酸を添加した場合にも同様の温度域で変化が観

察されたが、200℃付近での重量低下はクエン酸を加えない場合に比べると小さくなっ

た。ＤＴＧによるピーク温度は、クエン酸の添加によって 196℃から 190℃へと幾分低

温側にシフトすることが分かった。また、400℃での重量低下率は、クエン酸の添加に

よって 41％から 36％へ減少し、熱的な安定性が若干向上することが分かった。これら

熱分析の結果から、クエン酸添加によって熱に対する挙動が若干低温側にシフトする

とともに、熱的安定性が向上することが分かった。これは、硬化促進作用を示唆してい

ると考えられるが、詳細については、更なる検討が必要である。 

200℃の温度で 0、10、20、60 分間加熱処理した硬化物の熱的性質をＴＧＡおよびＤ

ＳＣで測定した結果、クエン酸の添加の有無に関わらず、加熱時間が長くなるにつれ

て 200℃付近の変化が小さくなることが確認された。これは、加熱時間とともに接着剤

の硬化が進行していることを示している。クエン酸を添加した場合には、より短時間

で 200℃付近の変化が小さくなる傾向が認められた。すなわち、ここでもクエン酸の添

加によって短時間で硬化が進んでいることが示唆された。 

所定時間加熱処理した硬化物を沸騰水に浸漬し、溶け残った不溶物について FT-IR

測定した結果、クエン酸添加の有無に関わらず、1700cm -1付近にピークが確認され、カ

ルボニル基の生成が示唆された。また、1070 cm -1付近にもピークが確認された。1700cm -

1 付近のピークはエステル結合またはカルボキシル基に由来すると考えられ、1070cm -1

付近のピークはエーテル結合に由来すると考えられる。しかしながら、クエン酸の添

加の有無による顕著なピークの相違は認められなかった。これは、硬化物の化学構造

が類似していることを示唆している。 

  

5.4 クエン酸添加タンニン・スクロース接着剤を用いたパーティクルボードの作

製 

 前述まではタンニン・スクロース接着剤を用いた木質成形体の物性やクエン酸添加

による効果、さらには硬化特性について検討した。そこで、タンニン・スクロース接着

剤の汎用性を検討するために、パーティクルボードの作製を行い、その物性から接着

性能を検討した。ここでは既往の研究結果 3） に基づいて、タンニンとスクロースの比

率を 25：75、塗布量 30wt%とし、クエン酸添加量とプレス温度がボード物性に及ぼす
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影響について調べた。ボードの作製方法を図 2 に示す。まずタンニンとスクロースを

水に溶かし、さらにクエン酸を 0〜33.3wt%添加した。水溶液濃度は 40wt%とし、これ

を接着剤として用いた。チップはリサイクルチップを篩にかけて一定サイズに分級し

たものを用いた。ブレンダーにチップを投入後、接着剤を噴霧塗布し、その後、80℃で

12 時間予備乾燥を行い、チップ含水率を 3〜6wt%に調整した。フォーミングによりマ

ットを成形し、ホットプレスにて熱圧成形した。プレス温度は 160〜220℃とし、プレ

ス時間は 10 分とした。目標密度は 0.8g/cm 3、ボード寸法は 300×300×9mm とした。得

られたボードは JIS A 5908 に準じて 3 点曲げ試験、はく離試験、吸水厚さ膨張率試験

を行った。  

 熱圧温度 160℃の場合、クエン酸の添加割合が高くなるにつれて物性が高くなる傾向

が認められた。すなわち、曲げ試験においてクエン酸を添加しないボードは約 8MPa の

値であったが、33.3wt%添加したボードは約 17MPa の値を示した。吸水厚さ膨張率試験

では、クエン酸を添加しないボードは試験中に崩壊して測定できなかったが、33.3wt%

添加したボードは約 25％の値を示した。また、はく離強度試験では、クエン酸を添加

しないボードは約 0.1MPa の値であったが、33.3wt%添加したボードは 0.9MPa の値を示

した。このようなクエン酸添加による物性の差違は熱圧温度の上昇に伴って徐々に小

さくなる傾向が認められた。例えば熱圧温度 200 や 220℃の場合、曲げ性能はクエン酸

の添加割合に関わらず MOR は 20MPa 前後、MOE は 4.6GPa 前後の値を示した。クエン酸

添加割合が 20 や 33.3wt%で熱圧温度が 200℃や 220℃でのボード物性は、JIS A 5908

の 18 タイプの基準値を満たし、クエン酸の添加効果が示唆されるとともに、良好なボ

ードが得られることが分かった。 

 

6. 今後の展開 

本研究では、タンニンとスクロースを主成分とした接着剤の木材に対する接着性

能を明らかにするとともに、クエン酸添加が効果的であることを示した。しかし、

実際の木材工業での熱圧条件を考慮すると加熱温度の低下や熱圧時間の短縮が求

められる。よって、今後はこれらの改善を目指した研究を行う必要がある。また、

詳細な硬化特性の解明や、合板などへの適応性も今後の課題として考えられる。  

図 2. パーティクルボードの作製方法  
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3)「東アジアの木の文化と科学」 
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代表者氏名： 杉山淳司（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者： 田鶴寿弥子（京都大学生存圏研究所） 

   小林加代子（京都大学生存圏研究所） 

遠藤利恵（現：東洋羽毛工業） 
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   高妻洋成（奈良文化財研究所） 
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金南勲（韓国・江原大学） 

李元熙（韓国・慶北大学） 

Hwang Sung Wook （韓国・慶北大学） 

Nguyen Duc Thanh （京都大学生存圏研究所） 

Mechtild Mertz (CRCAO アソシエイト) 

       

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

千年居住圏 

 

3. 研究概要 

 過去の木材利用における用材選択の変遷をみることにより，植生史，交流史，道

具史，歴史などさまざまな木にかかわる文化を知ることを第一の目的とした．その

ための手段としての樹種識別は，ツールとしてきわめて重要な手法ではあるが，サ

ンプリングに破壊を伴うために文化財の調査には不向きである．そこで，様々な非

破壊樹種検査法について木材学の立場から検討し，その文化財への応用を計ること

を第二の目的とした．また，出土する文化財の保存も特に東アジアの発展途上国に

おいては重要な課題となっているので，国際共同研究として熱帯有用材の保存技術

の開発に取り組んだ．  

 

4. 研究の背景と目的 

シルクロードの終着点でもある日本人の木の文化には，海外から伝来した文化，
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宗教などの影響が強く影響したことは周知の事実であり，近隣諸国の文化財におけ

る樹種選択や木の文化に関する科学を追及し見識を広げることは，日本文化のより

よい理解につながると考えられる．このような立場から以下のテーマに沿って，研

究に取り組んだ．それらは，①画像認識技術を用いた新しい木材識別技法の開発（九

州国立博物館との共同研究）②韓国世界文化遺産海印寺所蔵，八萬大教典に使用さ

れた木材の材質調査のための非破壊調査法の開発（韓国慶北大学との共同研究）③

黄腸木の材質評価（韓国江原大学との共同研究）④チベットシッキム地域の寺院用

材の調査（Mechtild Mertz 博士，インド木材研究所らとの共同研究）⑤ベトナムタ

ンロン遺跡等，出土木材の保存と材質調査（ベトナム林業大学，奈良文化財研究所

との共同研究）⑥クスノキ科木材の画像識別（南京林業大学との共同研究）の６課

題である． 

 

5．研究の結果および考察 

5－1 画像認識技術を用いた新しい木材識別技法の開発 

 文化財の非破壊的な解析を行うための最も有力な手段のひとつに X 線 CT 測定が

ある．ただし，文化財に使用されている木材を解析するという観点でみると，得ら

れる CT データの解像度は低く，通常木材の樹種を特定するために必要とされる組

織構造を観察することはできない．しかしながら，各木材の CT 画像にはそれぞれ

の組織構造に基づいた特有の特

徴が現れており，これらを利用

して画像認識による自動樹種判

定システムを構築することがで

きないか検討することにした． 

 判定の対象は日本において主

要な彫像用材である 10 種類の

木材とし，グレーレベル同時生

起行列(GLCM)を用いたテクスチ

ャー解析を行った（図１）．構築

したシステムの判定精度を推定

したところ，画像の解像度や観

測領域のサイズに依存するもの

の，最大で 99%を超える高い精

度が得られた．本システムは非

破壊的な手法であるというだけ

でなく，従来の手法とは異なり

専門的な知識がなくとも樹種識

 

図１GLCM から計算した画像特徴量をもとに主成分分

析をしたところ，樹種ごとのクラスターが形成され，

識別に利用可能であることは判明した．  
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別が可能であることから，文化財研究の分野において大きな威力を発揮することが

期待された【発表論文 3】．現在はデータ画像の前処理（ボクセル値の比重換算）や判

別装置の改良（k-NN法から，SVMや階層的ニューラルネットシステムなどへの移行）

を行い，識別精度の向上と実用化にむけた検討を進めている． 

 

5－2 韓国世界文化遺産海印寺所蔵，八萬大教典に使用された木材の材質調査のた

めの非破壊調査法の開発 

韓国においても指定文化財に対して科学的分析の必要性が認識されるようにな

り，非破壊で材質評価を行う方法の開発に期待が高まっている．慶北大との共同研

究として，今年度は，交換留学制度を利用して大学院博士課程の院生を招聘し， NIR

による版木用木材識別の実験に取り組んだ． 

対象木材として，アカマツ（黄腸木に区分される高品質のものと通常のアカマツ），

チャンチン，ヤマザクラ，ナシ，イチョウ，ナツメなど，彫刻に古来利用されてき

た木材について，ケモメトリクスによる識別の可能性について検討した． 

結果としては，NIR データの PCA 分析からは，黄腸木と通常のアカマツのみ区別が

つかなかったが，その他の樹種は，スペクトルに現れる特徴が明瞭で，樹種ごとに

データがグループ化できることが示された．さらに PLS−DA 法を用いた場合は，PCA

分析では同一グループと判断される黄腸木と通常のアカマツもきわめて精度良く

識別可能であることがわかった【発表論文 2】． 

 

 また，南大門の修復に用いられたアカマツ材には日本のアカマツに加えて，ヨー

ロッパアカマツが利用されていたとの報告がある．この事実は年輪年代法によって

 

 

図２ NIR によるアカマツとヨーロッパアカマツの PCA スコアプロット図【1】 
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産地と樹種が特定されたことに基づくが，NIR-PLS−DA 法を用いた識別でもヨーロッ

パアカマツを日本や韓国産のアカマツとを区別することが可能であることがわか

り(図２)，簡便な検討法として期待されている【発表論文 1】． 

 

5－3 ラダック（西ヒマラヤ）地域の寺院等用材の調査 

 インドの西ヒマラヤ地域のラダックにおいて，寺院やその地域固有の住居に使用

される木材試料を収集した．この調査は Tibet Heritage Fund の協力のもと，イン

ダス川渓谷の合流地点に位置する Kanji, Wanla, Alchi, Leh, Chumatang という５

つの地区でサンプリングが行われた．収集した 111 個のサンプルから，4 種類の木

材が認められ，それらは，ヤマナラシ属またはハコヤナギ属 Populus sp., ヤナギ

属 Salix sp., ビャクシン属 Juniperus sp., ゴヨウマツ類（硬松類）Pinus subgen. 

Haploxylon であった．シッキム地方のデータ【発表論文 9】の続編として，論文にま

とめる予定である． 

 

5－4 韓国黄腸木の物性 

韓国におけるアカマツは日本のヒノキ，スギに匹敵する最も重要の建築用材とし

て古くから利用されており，とくに朝鮮王朝の宮殿や文化財級の両班の住宅などに

利用されている．なかでも黄腸木と呼ばれる特に朝鮮王朝が禁伐採区域を設けて保

護した特殊なアカマツが高級材として重用されているが，その科学的根拠は明確に

されていない．そこで，MOU 協定校の江原大学校との間で交換留学制度を利用した

共同研究を実施した．研究においては，材質指標としてミクロフィブリル傾角に注

目し，通常のアカマツとの差異を詳しく調べることとした．同時に，ミクロフィブ

リル傾角測定の簡便法として知られるヨウ素結晶沈着法と X線回折法とを比較検討

し，両者の特徴ならびに精度について考察した．本研究の成果は韓国木材工学会に

おいて発表した． 

 

 
図３ IKI 染色によるミクロフィブリル傾角の可視化とその FFT 画像 
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5－5 遺跡出土木材の保存と材質調査 

 2002 年に発掘が始まったタンロン皇城遺跡(ベトナム ハノイ市)において多数の

木材が出土したことにより，ベトナム国内では出土木材の調査と保存に関する関心

が高まった．しかしながら，東南アジアの熱帯産材は日本の温帯産材とは大きく性

質が異なるため，既存の調査・保存処理法をそのまま熱帯材に適用することは難し

い．そこで，文化庁からの委託事業として，ベトナム林業大学，奈良文化財研究所

および京都大学生存圏研究所の 3 者が共同し，ベトナムで出土する木材の調査と保

存処理の技術移転および人材育成を目的とした拠点交流事業を開始した．2014 年度

から，ベトナムおよびタイの遺跡を訪問して現地における出土木材管理の現状を把

握し，共同でセミナーを開催して今後の課題と検討事項を整理している．主要な活

動をまとめると以下の通りである． 

 2014 年 8 月 8 日，ベトナム，ハノイのベトナム林業大学において，日越共同研究

の経過報告として「遺跡出土木材の保存に関するセミナー」を開催した．日本側か

らは，保存処理の現状，樹種同定法の新規開発，一時保管の最適化などが，ベトナ

ム側からは，タンロン遺跡の現状，同遺跡出土材の物理・化学特性などが報告され

た． 

2015 年 1 月 19 日，インドネシアはジョグジャカルタ特別州のガジャマダ大学に

おいて，「遺跡出土木材の存に関する国際ワークショップ」を開催した．日本から

は，出土木材の保存科学に関する最先端の研究が紹介され，ベトナム，インドネシ

アからはそれぞれ出土木材の現状が報告された．インドネシアでは，ベトナムやタ

イとは異なり，文献や外国人研究者の指導を仰ぎながらも自分たちで出土木材にポ

リエチレングリコール処理を実施し，その評価を行っていた．また，新保存剤の開

発に関する報告では，PEG は良い保存剤だが高価格なためインドネシアでの利用に

は適さないとし，自分たちで調達可能な低価格材料として，バイオ燃料の副生成物

(廃棄物)であるグリセリンの利用を提案していた．本ワークショップには木材研究

者だけでなく考古学者も参加しており，質疑応答も活発で，出土木材保存に関する

インドネシア側の強い意欲が伺えた． 

2015 年 9 月 25 日には，カンボジア，シェムリアップのアンコール・セントラル・

ホテルにて，アンコール・シェムリアップ地域文化財保護管理機構(APSARA)と奈文

研，京大，ベトナム林業大学との共催で，出土木材保存に関する国際セミナーを開

催した．奈文研より 2，京大 1，ベトナム林業大学 1，アプサラより 1，カンボジア

文化庁より 1 名の合計 6 講演が行われた． 

2016 年 1 月 21 日，これまでベトナムをはじめとする５カ国の国立大学や政府機

関との間で協議してきた「東南アジア圏で出土した木製遺物の保存処理技術の確立」

に向け，一同が集結する初会合を生存圏研究所で開催した．ノウハウがまだ確立し

ていない高温多湿地域での文化財保存技術の開発を進めるための人的ネットワー
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クの構築に必要な研究網が立ち上がった． 

 

5－6 クスノキ科木材の画像識別 

 古代中国においてクスノキ科の樹木の多くが棺材として利用されており樹種の

特定が課題となっている．しかし，光学顕微鏡による形態的特徴の観察からは，属

レベルの識別も困難な場合も少なくなく，樹種を特定できるかどうかは個人の能力

や経験に大きく左右されている．そこで，顕微鏡画像のテクスチャー解析を行い，

画像による判別が可能かどうか検討することとした．テクスチャー情報は，GLCM

から求めるハラリック・パラメータ，ガボールパラメータ，ローカル・バイナリー・

パラメーターなど，様々な画像情報ならびにそれらの組み合わせを検討している．

その結果，目視では困難な「同属異種間の識別」が可能であることが示された． 

 現在，クスノキ科に加えて，モクレン科，ブナ科の木材の光学顕微鏡像ならびに

実体顕微鏡像のデータベースを作成し，様々なパラメータを用いた，画像情報の定

量化と樹種に固有の情報の抽出を進めている． 

 

6．今後の展開 

 非破壊樹種識別法として期待される NIRならびに画像認識法について基礎研究と

応用研究を平行してさらに展開する必要がある．また，ベトナム遺跡出土材につい

ては保存処理の確立（PEG, ケラチン，トレハロース保存処理）に向けた基礎デー

タの蓄積が不可欠である．これらの研究は新しいミッション５−４の主要な研究課

題として引き続き進展させる．  

 

7．付記 

（論文発表）  

1. Hwang SW, Lee WH, Horikawa Y, Sugiyama J, Identification of Pinus species related to 

historic architecture in Korea by using NIR chemometric approaches, Journal of Wood 

Science, 62(1), 156-167, 2016/02 

2. Hwang SW, Lee WH, Horikawa Y, Sugiyama J, Chemometrics approach for species 

identification of Pinus densiflora Sieb. et Zucc. and Pinus densiflora for. erecta 

Uyeki (in Korean), J Kor Wood Sci Technol, 43, 6, 701-713, 2015 

3. Kobayashi Kayoko, Akada Masanori, Torigoe Toshiyuki, Imazu Setsuo, Sugiyama Junji, 

Automated recognition of wood used in traditional Japanese sculptures by texture 

analysis of their low-resolution computed tomography data, Journal of Wood Science, 

61(6), 630-640, 2015/09 

4. 杉山淳司, 韓国の祭祀と面 ー古面の材質からー, 繊維と工業, 71(6), 291-295, 2015/06 

5. 杉山淳司, 歴史や文化に関わる科学的調査, 海洋化学研究, 28(1),24-29, 2015/05 
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6. Rie Endo, Tsutomu Hattori, Makoto Tomii, Junji Sugiyama, Identification and 

conservation of a Neolithic polypore, Journal of Cultural Heritage, 16, 

869-875,2015/05 

7. Ugai Watanabe, Hisashi Abe, Kazumasa Yoshida, Junji Sugiyama, Quantitative evaluation 

of properties of residual DNA in Cryptomeria japonica wood, Journal of Wood Science, 

61(1), 1-9, 2015/01 

8. Horikawa, Y., Mizuno-Tazuru, S., Sugiyama, J., Near-infrared spectroscopy as a 

potential method for identification of anatomically similar Japanese diploxylons, 

Journal of Wood Science, 61(3), 251-261, 2015  

9. Mertz, M., Gupta, S., Hirako, Y., Azevedo P., Sugiyama, J., Wood selection of ancient 

temples in the Sikkim Himalayas, IAWA J, 35(4), 444-462, 2014 

 

（学会発表）  

1. 歴史的建造物におけるアスナロ属利用の一考察, 田鶴寿弥子，杉山淳司, 第 66 回日本木材学

会会, 2016/3/26-28 

2. 八萬大蔵経に用いられる版木の樹種同定に向けた画像認識システムの構築，小林加代子，杉山

淳司，黄盛煜，李元煕，第 66 回日本木材学会大会，2016/3/26-28 

3. 항성옥,이원희, 小林加代子，杉山淳司，영상 분석 기반의 목재 수종 식별 방법 (木材を画像

に基づいて識別する方法について), 韓国木材工学会, ソウル，韓国, 38-39, 2016/04  

4. Yoko Ura, Satoshi Kimura, Kayoko Kobayashi, Izumi Kanai and Junji Sugiyama, Learning 

from Cherry Wood Works: Remarkable Mechanical Property and its Biological Significance, 

Korean Society of Wood Science and Technology, 14-15, 2016/04  

5. 이애희 , Junji Sugiyama, 장재혁 , 김남훈 , 황장목의  마이크로브릴  경사각  방사방향  변이성  

(黄腸木のミクロフィブリル傾角の放射方向変動), 韓国木材工学会 春川，韓国，2015/04/11  

6. Kayoko Kobayashi, Masanori Akada, Setsuo Imazu, Junji Sugiyama, Toward automated wood 

identification by texture analysis of CT images, Annual Meeting of Korean Society of Wood 

Science and Technology Chuncheon, South Korea, 2015/04/11  

7. 항성옥 ,이원희 , Yoshiki Horikawa, Junji Sugiyama 목재문화재의  수종식별을  위한  

새로운  접근  방법에  관한고찰  -근적외선분광법과  케모메트릭  분석을  이용한  수종분류 - (木

材文化財の種の同定のための新しいアプローチに関する考察  –近赤外分光法とケモメトリク

ス分析を利用した種の分類)，韓国木材工学会  春川，韓国，2015/04 

8. R. Endo and J. Sugiyama, Improving the stability of archaeological waterlogged wood by 

adding multivalent-metal salt process in feather-keratin method, International 

Symposium on Wood Science and Technology 2015, Tokyo, 2015/03/01  

9. Kobayashi K., Akada M., Imazu S., Sugiyama J., Pattern recognition system toward 

identification of culturally important wooden artifacts, International Symposium on 
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Wood Science and Technology 2015, Tokyo, 2015/03/01 

10. Kobayashi K., Akada M., Imazu S., Sugiyama J., Novel approach for wood identification 

by image recognition, 9th Joint Seminar of China-Korea-Japan on Wood Quality and 

Utilization of Domestic Species, Akita, 2014/10/29  

11. Horikawa Y., Mizuno-Tazuru S., Sugiyama J, Near-infrared spectroscopy as a potential 

method for identification of anatomically similar Japanese diploxylons, 9th Joint 

Seminar of China-Korea-Japan on Wood Quality and Utilization of Domestic Species, Akita, 

2014/10/29 

12. Sugiyama J. Wood identification by image recognition technique, Special seminar at 

Kangwon National University, April, 17, 2014. 

13. Sugiyama J., Novel technique for wood identification by means of image recognition, 

Workshop on the conservation of waterlogged wood, Vietnam Forestry University, August 

8, 2014. 

14. Kozuma Y., Conservation of archeological waterlogged wooden relics in Japan, Workshop 

on the conservation of waterlogged wood, Vietnam Forestry University, August 8, 2014. 

 

講演会講師など  

1. 田鶴寿弥子, 木質文化財の樹種調査における SPring-8の活用, 日本文化財科学会第 33回企業

セミナー, 2016/06/04 

2. 田鶴寿弥子, 生存圏科学におけるフィールドの活用と可能性, 林野庁近畿中国森林管理局、京

大大学院農学研究科、京大生存圏研究所、京大フィールド科学教育研究センター協定締結記念

講演会,  2016/04/15. 

3. 田鶴寿弥子, マイクロＣＴを用いた木質文化財の樹種調査, SPring-8 木材科学ワークショッ

プ 進歩する木のかがく/ 第 308 回生存圏シンポジウム,  2016/03/18. 

4. 田鶴寿弥子, 木づかいの匠、日本, 第 12 回生存圏研究所公開講演会, 2015/10/25 . 

5. 杉山淳司，高分解能 CT による植物のミクロな構造, 第 2 回 SPring-8 文化財分析技術ワーク

ショップ, 高輝度光科学研究センター, 2016/01/30 

6. 小林加代子，杉山淳司，CT データによる木彫像の樹種推定,平成 27 年度九州国立博物館，10

周年記念シンポジウム，X 線 CT を用いた文化財の研究と活用，九州国立博物館，2015/12/19  

7. 杉山淳司，X線イメージングの事例紹介，第１回 SPring-8文化財分析技術ワークショップ 2015，

高輝度光科学研究センター，2015/11/06  

8. 杉山淳司，歴史と文化のかおる木のサイエンス，日本木材学会中部支部大会公開講演会，日本

木材学会中部支部，2015/10/3 

9. Sugiyama Junji, Introduction of the role and activity of RISH xylarium， Seminar on 

Conservation of Archaelogical Waterlogged Wood，Nara National Institute for Cultural 

Heritage，2015/09/27  
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10. 小林加代子, 画像認識による文化財の自動樹種判定システム，第 274 回生存圏シンポジウム 

木の文化と科学 XIV，生存圏研究所，2015/02/23 

11. Sugiyama Junji, Novel technique for wood identification by means of image recognition，

Workshop on the conservation of waterlogged wood, Vietnam Forestry University ，

2014/08/08 

12. Suyako Tazuru, Wood culture in Japan and Korea -Wood identification using nondestructive 

methods-, International Symposium on Frontier Researches in Sustainable Humanosphere 

2013, RISH, Kyoto University, 2013/11/27. 
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(新聞報道) 
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3. 木の遺物保存技術東南アジア研究網（産経新聞 2015 年 12 月 30 日） 

 

(共同研究員ならびに交換留学生の受け入れ) 

1. Wang Feng, 南京林業大学  修士学生, 2015/08/11〜2015/11/10 テーマ⑥  

2. Zhang Jun, 南京林業大学  修士学生, 2015/08/11〜2015/11/10 テーマ⑥  

3. Zhai Shengcheng, 南京林業大学 准教授, 2015/07/31〜2015/09/03 テーマ⑥ 

4. Hwang Sung Wook, 慶北大学校 博士学生 2015/06/01〜2015/08/29 テーマ② 
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8. Hwang Sung Wook, 慶北大学校 博士学生, 2014/05/24〜2014/08/24 テーマ② 

9. Lee AeHee, 江原大学大学校 修士学生, 2014/11/15〜2015/03/15 テーマ③  

10. Nam-Hun Kim,江原大学大学校 教授, 2014/11/26〜2014/11/28 テーマ③  

11. Won-Hee Lee, 慶北大学校  教授, 2014/11/26〜2014/11/29 テーマ②  

12. Nam-Hun Kim, 江原大学大学校 教授, 2014/06/20〜2014/08/20 テーマ③① 

13. Zhai Shengcheng, 南京林業大学 助手, 2013/07/20〜2013/09/27 テーマ⑥  

14. Nam-Hun Kim, 江原大学大学校 教授, 2013/08/05〜2013/09/27 テーマ③  
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3. 杉山，遠藤，小林，出土遺跡木材調査，インドネシア，2015 年 1 月 17 日から 2015 年 1 月 21
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4. 杉山，遠藤，出土遺跡木材調査，ベトナム，タイ，2014 年 8 月 7 日から 2014 年 8 月 12 日 テ
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圏間共同研究   

1) 微細気泡水効果の原理解明と環境・材料・農業分野への応用 
 

 

上田 義勝 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：上田 義勝（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：杉山 暁史（京都大学生存圏研究所） 

徳田 陽明（滋賀大学教育学部） 

伊藤 嘉昭（京都大学化学研究所） 

二瓶 直登（東京大学大学院農学生命科学研究科） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

震災復興連携支援研究、圏間共同研究 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

本研究では新たな可能性を持つ微細気泡水について、圏間を融合した大きな研究

分野として確立する事を大目標とする。具体的には、分野横断型の多角的な応用研

究として３つの個別テーマ（１：基礎特性、２：無機化学合成への応用、３：農業

分野への応用）を設定し、微細気泡水が本来持つ特性について多角的な視点から捉

え、その基礎原理を正確に解明する。  

 

4. 研究の背景と目的 

水と酸素や窒素などの気体という身近な存在である物を使い、より高機能な材料

を創成する事を目的とする。具体的には、気体成分を気泡として水中に存在させ、

その気泡径をマイクロメートル以下にする事で、特性を変化させた機能的な水とし

て使用する（以下、微細気泡水）。これまでは微細気泡水の特性について、基礎原理

等の解析と気泡存在の証明が問題となっていたが、我々の研究グループにおいては、

各分野の専門家がそれぞれの分野において研究をすすめる事で、多角的な研究成果

を挙げる事が期待される。 

 

5. 研究の結果および考察 

 これまでの研究において、微細気泡が存在する水の特性として、純水と比較して
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電気伝導度が下がり、気泡濃度との相関がある事が示された。微細気泡の生成装置

によらず同様の結果を示している。また、新たな成果としては、電気伝導度の他に

はテラヘルツ帯の周波数を用いた誘電率測定を行い、その結果として微細気泡が存

在する水の誘電率が原水から変化している事が示された(Fig. 1)。この結果は、帯

電した微細気泡が水の分子集団に影響を与えている事を示唆しており、成果報告も

論文発表として既に行っている。 

 

Fig 1. テラヘルツ波による微細気泡水の特性変化について 

 

また、基礎と関連した微細気泡水の応用研究としては、これまでに無機化学合成

への応用利用(Fig. 2)の他、花卉植物への利用、また大豆の初期生育時におけるイ

オンの吸収量についての放射性セシウムを用いた実験等も行ってきている (Fig. 

3)。それぞれの実験から具体例としての実験結果を得ており、論文としての発表も

行っている。 

その他、震災復興研究の継続としては、セシウムの化学状態を固体 NMR によって

評価し、今後の除染技術開発への基礎を固めている。また、福島県における農業復

興のための基礎研究として、稲作における土壌中に含まれる放射性セシウムとの相

関など、今後の幅広い応用研究にむけた研究を着実に進めている。 
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Fig 2. 無機化学合成（ZnO）の微細気泡水の利用（窒素、オゾン）(FB: 微細気

泡(Fine Bubble)). 

 

 
Fig 3. 植物への応用利用 

 

 

 

 

・Distilled water : large and island-like
・N2 FB water, O3 FB water : needle crystal
・O3 FB water : Low aspect ratio

→FB affects the morphology of crystals

1 1 

Distilled water N2 FB water O3 FB water

(Y. Tokuda, et. al., New Journal of Glass and Ceramics, 2014)

Fig 2. 137Cs absorption in soybean germination
(DW: Distilled Water, UFBW: UltraFineBubble water)

UFBWDWUFBWDW

Cs-137 absorption in soybean germination
(DW: Distilled Water, UFBW: Ultra fine bubble water)

(Y. Ueda, et. al., The Japanese Society for Multiphase Flow, 2015)
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6. 今後の展開 

本研究課題においては、融合研究という事で様々な分野からの微細気泡研究を行

う事ができ、研究成果も多彩な結果となった。また、新たな研究チームとして、京

都大学、滋賀大学、北海道大学、東京理科大学、千葉工業大学など多数の大学ネッ

トワークを構築し、新たな学術分野として研究分野を切り開いている。また、国際

研究活動としても、ドイツ（University of Applied Sciences and Arts, Studieren in 

Dortmund）やポーランド（Warsaw University of Life Sciences）との共同研究を開始

しており、非常に活発な活動グループとして発展してきている。  

 

7. 成果論文（すべて査読付き）・受賞・著書 

 

成果論文 

1. Yomei Tokuda, Shun-ichi Kaneko, Yuya Takahashi, Hirokazu Masai, Yoshikatsu 
Ueda, Kenji Hara, Shigeto Fujimura, Yuji Ono, Toshinobu Yoko, Local structure of 
alkalis in mixed alkali borate glass to elucidate the origin of mixed-alkali effect, 
Journal Of Asian Ceramic Societies,185,10.1016/j.jascer.2015.09.002, 2015/09,  

2. UEDA Yoshikatsu, TOKUDA Yomei, GOTO Hiroshi, Cesium decontamination using 
a microbubble-treated aqueous solution of sodium metasilicate, Proceedings of 
Radiological Issues for Fukushima's Revitalized Future, 2015/12 

3. 徳田陽明，法川勇太郎，正井博和，上田義勝，二瓶直登，藤村恵人 , 粘土鉱物

に吸着したCsのNMR研究 , 福島の復興に向けての放射線対策に関するこれから

の課題  国際シンポジウム2015, 2015/05 
4. 上田 義勝 , 徳田 陽明 , 後藤  裕 , マイクロバブル処理を施したケイ酸ナトリ

ウム洗浄剤によるセシウムの減容化について , 福島の復興に向けての放射線対

策に関するこれからの課題  国際シンポジウム2015, 2015/05 
5. 上田 義勝 , 徳田  陽明 , 二瓶  直登 , 杉山  暁史 , 小川  雄一 , 白神  慧一郎 , 微

細気泡水の電気化学的特性の定量的評価及び応用実験との相関について , 日本

混相流学会 ,28,5,555-562, 2015/03 
6. 上田 義勝、徳田 陽明、二瓶 直登、杉山 暁史、小川 雄一 , 気液界面の

「接着剤」としての微細気泡技術 , 日本接着学会 ,50,2,58-65, 2015/02 
7. T. Minami, Y. Tokuda, H. Masai, Y Ueda, Y Ono, S. Fujimura, and T Yoko, 

Structural analysis of alkali cations in mixed alkali silicate glasses by 23Na and 
133Cs MAS NMR, Journal of Asian Ceramic Societies,2,4,333-338, 2014/12 

8. Shigeto FUJIMURA, Yasuyuki MURAMATSU, Goshi Ono, Masaaki SAITOU, 
Yasukazu SUZUKI, Tomoyuki KOBAYASHI, Yoshikatsu UEDA, Kunio 
YOSHIOKA, Relationship between the transfer of 137Cs from soil to brown rice and 
exchangeable 137Cs in soils collected in Fukushima, Journal of Environmental 
Radioactivity,140,59-64, 2014/10 

9. 上田  義勝 , 徳田 陽明 , 二瓶  直登 , 矢島  豊 , 矢吹  隆夫 , 微細気泡水を用いた

切り花の鮮度保持効果について , 日本混相流学会 ,28,3,340-344, 2014/09 
10. Yomei Tokuda, Hiroaki Matsuki, Yoshikatsu Ueda, Hirokazu Masai, and Toshinobu 

Yoko, Crystal Growth of ZnO Microneedles in Water Containing Microbubbles, New 
Journal of Glass and Ceramics,4,49-54, 2014/07 

11. Akifumi Sugiyama, Yoshikatsu Ueda, Takahiro Zushi, Hisabumi Takase, Kazufumi 
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Yazaki, Changes in the bacterial community of the soybean rhizosphere during 
growth in the field, PLoS ONE 9(6): e100709. doi:10.1371/journal.pone.0100709, 
2014/06  

12. Yoshikatsu Ueda, Yomei Tokuda, and Takahiro Zushi, Electrochemical Performance 
of Ultrafine Bubble Water, ECS transactions, 58(19): 11-19; 
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第 2 回新化学技術研究奨励賞(特別課題) 「福島県復興のための微細気泡水技術の

利用（除染・農業）」(公益社団法人 新化学技術推進協会) 2013.5 
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ける材料・施工・測定の新技術, 技術情報協会, 2014/11 

2. 上田  義勝 , 徳田  陽明 , 二瓶  直登 , 微細気泡の最新技術  vol. 2, NTS, 

2014/08 

3. 微細気泡水のもつ電気諸特性と理論的な考察, 京都大学電気関係教室技術情報

誌, No.31, P.33, 2014.03  

4. 上田 義勝, 福島県における復興支援研究の現状, 生存圏だより, no. 13,p.11, 

2013.10 
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圏間共同研究  
2) 低炭素居住圏の確立に資する植物由来脂溶性生理活性成分の 

耐虫・耐朽性評価と大量生産デザイン」 

 
矢崎  一史  

京都大学生存圏研究所  
 

1. 研究組織 

代表者氏名：  矢崎  一史（京都大学生存圏研究所）  

共同研究者：  吉村  剛（京都大学生存圏研究所）  

     髙梨  功次郎（京都大学生存圏研究所）  

小野  和子（京都大学生存圏研究所）  

  豊岡  公徳（理化学研究所）  

 
2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

生理活性、環境未来千年居住圏  

ミッション１：環境計測・地球再生  

 

3. 研究概要 

 本研究では、住宅居や文化財の原料である木材の耐虫・耐朽性を担う物質を、石油

資源によらない脂溶性の植物生理活性成分に求め、その活性の定量評価と応用に向け

た大量生産を目指している。材料としてナフトキノン系脂溶性生理活性物質（シコニ

ン類）を生産するムラサキ科ムラサキ  (Lithospermum erythrorhizon) の培養細胞に着目

し 1-3)、昨年度はムラサキ抽出物のイエシロアリ  (Coptotermes formosanus) に対する耐

虫性、および２種の木材腐朽菌  (Trametes versicolor および  Tyromyces þalustris) に対

する耐朽性の評価を行った。平成 26 年度までの研究により、硬紫根のメタノール抽出

物が示すシロアリに対する殺虫活性には、ロット間の格差が非常に大きいことが実験

的に示されていた。そこで、最

終年度にかけて、広く民間用法

として対虫性薬剤として利用

された生薬にも探索の範囲を

広げて、実用に適した生薬のス

クリーニングと活性成分の同

定を試みた。詳細は論文にて公

表するが、試験した生薬のうち

２種で高い殺蟻活性あるいは   図１ 石油資源によらない木材の長寿命化  
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忌避作用が認められた。  

 また、抗菌活性に対してはシコニン誘導体が有効であることが示されたため、平成

25 年度から 26 年度にかけては大量生産デザインに必要な基盤情報の取得を目的とし

て、当初の計画であった次世代シーケンサーを用いた大規模な RNA-Seq 解析を行い、

最終年度（H27 年度）にかけてはさらに網羅的なプロテオーム解析を行った。これら

を総合して、分泌機構に関与する遺伝子のカタログ化と優先順位付けを行った。  

 

4. 今後の展開 

上記で得られた結果から、ヒトの疾病治癒に対してのみ研究が進められてきた民間

生薬の中に、人間の居住空間を保護する抗シロアリ活性を示すものが存在する事が示

された。これらの植物種は、明確な殺蟻活性あるいはシロアリの忌避作用を示すが、

現時点ではまだその活性本体までは明らかにできていない。ただし、いずれの場合も

推定される生理活性成分は一定の脂溶性を示す化合物群である事から、ムラサキをモ

デル系として進めている脂溶性分子の大量生産デザインから得られる分子情報と遺伝

子リソースの応用が可能である事考えている。今後は、ムラサキ培養細胞の培養系か

ら得られる、モデル化合物シコニンの大量生産に必要な遺伝子の機能証明を積み重ね、

有用物質の効率的な生産に適用可能なプラットフォームの構築を試みる。  
 
5. 引用文献 

1. Yazaki, K. (2001). Root-specific production of secondary metabolites: regulation of 
shikonin biosynthesis by light in Lithospermum erythrorhizon. Natural Medicines, 55, 
49-54. 

2. Fujita Y, Tabata M, Nishi A, Yamada Y: Plant Tissue Culture 1982. In: Fujiwara A (ed), pp. 
312-313. Maruzen (1982). 

3. Yamamoto, H., Zhao, P., Yazaki, K., and Inoue, K. (2002). Regulation of lithospermic acid 
B and shikonin production in Lithospermum erythrorhizon cell suspension cultures.  
Chem. Pharm. Bull., 50(8), 1086-1090. 

 
6. 付記 

学会発表（ポスター） 

1. 上撫健太、高梨功次郎、杉山暁史、矢崎一史、次世代シークエンサーを用いたムラ

サキの網羅的遺伝子発現解析、第32回日本植物細胞分子生物学会、盛岡、2014年8

月21日—22日 

2. 上撫健太、高梨功次郎、杉山暁史、矢崎一史、ムラサキのシコニン輸送・分泌に関

与する遺伝子のRNA-seq法による探索日本農芸化学会岡山大会、岡山、2015年3月26

日－29日 

3. Kazufumi Yazaki, Lipid bulk transport involved in pigment secretion - Shikonin secretion 
as a model system –, Annual Meeting of Japanese Society of Plant Physiology, 18th March, 
2016 (Morioka) 

4. 巽  奏、岡  洋三、斎藤和季、上撫健太、杉山暁史、矢崎一史、ムラサキ培養細胞を

用いたシコニン分泌機構に関わる脂質の探索、日本農芸化学会2016年度大会、3月29

日 2016年（札幌） 
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圏間共同研究 

3) ヒトと動物に対するリグニンの生理機能の解明と利用 

 

梅澤 俊明 

京都大学生存圏研究所 

 

1. 研究組織 

代表者氏名：梅澤 俊明（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：吉村 剛（京都大学生存圏研究所） 

河田 照雄（京都大学大学院農学研究科） 

奥西 智哉（農研機構食品総合研究所） 

柴田 大輔（かずさＤＮＡ研究所、京都大学大学院農学研究科） 

飛松 裕基（京都大学生存圏研究所） 

鈴木 史朗（京都大学生存圏研究所） 

山村 正臣（京都大学生存圏研究所） 

青柳 秀紀（筑波大学大学院生命農学研究科） 

坂本 正弘（京都大学大学院農学研究科） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

バイオマスの生理活性、リグニン、食品機能、未利用芳香族資源、シロアリ、木材

保存、圏間共同研究 

ミッション１：環境計測・地球再生 

ミッション２：太陽エネルギー変換・利用 

ミッション４：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

 木化した二次細胞壁の大きな塊とみなすことができる樹木の幹や大型イネ科植物の茎

は、いわゆる木質として世界のバイオマスの大半を占めている。地球環境問題やエネルギ

ー問題など人類を取り巻く状況は年々厳しくなっており、今後人類が生存を続けていくに

は、化石エネルギーに対する依存度を下げ、再生可能エネルギーに対する依存度を大幅に

上昇させることが必須である。そして、再生可能エネルギー資源の中で、とりわけ生産・

蓄積量の多い木質の持続的生産と有効利用システムの確立が世界的に強く求められている。 

木質の成分利用研究は、端的には、その多糖成分の有効利用とリグニンの有効利用に大
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別される。これらの研究をリグニンの側から見ると、１）木質多糖（セルロース、へミセ

ルロース）の有効利用を図るためのリグニンの減量・効率的除去･分解に関する研究と２）

リグニンそのものの有効利用の研究に分けられる。木質多糖成分の利用においては、リグ

ニンは、パルプ化、酵素糖化、あるいは飼料消化における阻害的成分として、負の印象を

以て語られることが多かった。しかし近年では、その芳香族バイオマスとしての重要性が

再認識され、有効活用が社会的に強く求められるに至り、研究代表者らも代謝工学による

有用リグニンの増加を図る研究を進めている。 

以上で扱う木質は、維管束植物の体を支える構造材料であり、その中で、リグニンは、

セルロースミクロフィブリルを固着しセルロースミクロフィブリルが持つ力学特性を細胞

壁レベルで発揮できるようにする、細胞壁からの水の散逸を防ぐ、病原菌等の侵入に対し

物理的障壁となるなどの機能を持つことが知られている。リグニンの機能としては、古く

から上記のものが指摘されてきたが、木化あるいはリグニン生合成は、単に維管束植物を

物理的に支える構造材料の構築という面ばかりでなく、維管束植物が生存する上で必須の

精緻な制御装置としての側面を持っている。 

一方、リグニンの機能として従来ほとんど看過ごされてきたのが、ヒトを始めとする動

物に対する生理機能である。リグニンは食物繊維に随伴する形で野菜などに含まれ、莫大

な量ヒトによって摂取されている。野菜の摂取量を一日 200〜300g（生重量）とした場合、

一日あたりのリグニン摂取量は錠剤 1 粒程度にもなると見積もられる。リグニンがもつ食

品機能については様々な推測がなされているものの、実証的研究は殆ど報告されていない。

さらに、言うまでもなく草食動物やシロアリなどの昆虫も木質を主要な栄養源として摂取

しており、大量のリグニンを摂取している。シロアリの成長に及ぼす餌の影響は、新規シ

ロアリ防除システムの開発などに向けて重要である。しかし、ヒトや動物に及ぼすリグニ

ンの生理機能については、リグニンのピノレジノール型サブストラクチャー構造を持つ低

分子のリグナン類が、乳がん発症抑制作用などの生理活性を示すことが知られているもの

の、ほとんど未解明である。食物繊維中のリグニンの生理機能の解明は、リグニン摂取の

経常性や大量性、さらに研究例に乏しい状況に鑑み、緊急且つ展開性の大きい課題である

と考えられる。 

本研究では、食物リグニンをマウスに給餌し、リグニン摂取後の腸内細菌叢の経時的な

変動解析および代謝物解析を行い、動物の腸内環境に対するリグニンの影響を検証した。

また、シロアリに対しても数種の植物を与え、シロアリ体内でのリグニン構造の変化につ

いても詳細に解析した。 
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圏間共同研究 

4) 樹木年輪と歴史・古環境 

「アジア赤道域における季節スケールの気候・環境変遷の復元」 
 

 

渡邊 裕美子 

京都大学理学研究科 

 
 

1. 研究組織 

代表者氏名： 杉山 淳司（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者： 津田 敏隆（京都大学生存圏研究所） 

田鶴 寿弥子（京都大学生存圏研究所） 

反町 始（京都大学生存圏研究所） 

田上 高広（京都大学理学研究科） 

渡邊 裕美子（京都大学理学研究科） 

大山 幹成（東北大学学術資源研究公開センター植物園） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

圏間共同研究 

ミッション１：環境計測・地球再生 

千年居住圏 

 

3. 研究概要 

本プロジェクトでは、インドネシア産  熱帯樹のマルチ樹木年輪データと気象観測デ

ータの系統的な比較から、熱帯樹の古気候指標としての信頼度を評価し、熱帯域にお

ける季節スケールの気候／環境変遷復元のための基盤を確立  することを目指した。  

インドネシア・西部ジャワ産のスンカイ 1 個体について複数の年輪構成要素（年輪

幅・孔圏道管面積・δ 18 O・δ 13 C）を計測し、気象観測データとの系統的な比較から、

スンカイの古気候指標としての信頼度を評価した【Watanabe et al., 2013】。さらに、同

種の異なる個体についても同様の分析をし、重ねて信頼度を評価した【Harada et al., in 

press】。  

また、中部ジャワ産のチーク試料 4 個体と西部ジャワ産のチーク試料 6 個体につい

て、過去約 70 年間（59 あるいは 29 年間のものを含む）にわたり年々スケールで炭素・

酸素同位体比を分析し、個体間相関や空間代表性を検証した。さらに、チーク δ 18 O と

降水量と相関解析することにより、チークの古気候指標としての信頼度を評価した。  
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上記の研究に加えて、インドネシア産の樹木サンプルに関する情報収集を行い、数

多くの樹木ディスク（主にスンカイとチーク）を収集することに努めた。  

 

4. 研究の背景と目的 

地球環境の現在を知り、近未来における変化に備えるためには、近い過去にどのよ

うな気候／環境の変動があったかを詳細に復元し、その変動要因を探ることが必要不

可欠である。とりわけ、大気と海洋の相互作用として注目されている ENSO は、熱帯

域の旱魃や洪水などの直接的な災害を与えるばかりでなく、熱移送を通して中･高緯度

における気象にまで大きな影響を及ぼすことが知られている【Hastenrath, 1991】。そこ

で、過去に遡って ENSO の発生頻度やその規模を正確に復元することは、未来の気候

／環境を予測するために非常に重要である。これまで、過去百年ほどに渡り蓄積され

た気象データを用いて、十年オーダーの気候変動の解析がなされているが、気候変動

の未来予測をより正確に行うためには、さらに長期的な百年から千年オーダーでの解

析が必要である。このような長期的な気候の解析をするためには、気象観測記録と同

等に扱える古気候指標を確立することが急務である。  

本プロジェクトでは、正確な年代決定ができ、年／季節単位での気候復元が可能と

いう優れた特長をもつ樹木年輪に着目し、インドネシア産  熱帯樹（スンカイ・チーク）

のマルチ樹木年輪データと気象観測データの系統的な比較から、古気候指標としての

信頼度を評価し、熱帯域における季節スケールの気候／環境変遷復元のための基盤を

確立  することを目指した。  

 

5. 研究の結果および考察 

 熱帯樹サンプルの収集：  

 インドネシア産の熱帯樹サンプルに関する情報収集を行い、産地・樹齢の情報の

ある樹木ディスク（主にスンカイとチーク）を数多く収集した【図 1】。  

 名古屋大学博物館の西田研究室を訪問し、名古屋大学博物館が所有する熱帯樹標

本に関して情報収集した。  

 スンカイを用いた研究：  

 インドネシア・西部ジャワ Serang 産の熱帯樹（スンカイ 1 個体 ; SungkaiNAN7）

からセルロースを抽出する化学処理過程を検討し、その分析手法を確立した

【Harada et al., 2014】。  

 Harada et al. (2014) で 確 立 し た 分 析 手 法 に 基 づ い て 、 上 記 の ス ン カ イ

（SungkaiNAN7）について過去 15 年分の炭素・酸素同位体比を分析した。加えて、

その他の年輪構成要素（年輪幅、孔圏道管面積）の計測も行い、得られたマルチ

樹木年輪データと、気象データとの相関解析を行った。その結果、「スンカイの年
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輪構成要素を複数分析することは、熱帯域の季節オーダーの気候を復元していく

のに有効な方法である」ことを示した【Watanabe et al., 2013】。  

 Harada et al. (2014) で確立した分析手法に基づいて、Serang 産のスンカイ 2 個体

（SungkaiNAN7; SungkaiNAN8）について過去約 20 年にわたり炭素・酸素同位体比

を分析し、個体間の再現性等を検証した。2 個体の δ 18 O 時系列データは有意な相

関（ r = 0.80; P < 0.001）があり、スンカイ δ 18 O は気候情報を反映している可能性

が高い【Harada et al., in press】。また、SungkaiNAN7 の δ 18 O は  気温・日照時間・

大気圧と正相関、相対湿度・SOI とは負相関があることを確認できた。さらに、

1997-1998 年のエルニーニョ・イベント前後の 3 年輪を 58 分割して、その同位体

比を分析した。その結果、1997 年の晩材に δ 18 O の最大値があり、その最大値はタ

イムラグがあるものの降水量・相対湿度の最小値、気温・日照時間・大気圧の最大

値に対応していることを確認できた【Harada et al., in press】。  

 チークを用いた研究：  

 2014 年度に収集したインドネシア産のチーク試料の中から、年輪同定がしやすい

円盤状のディスクを 4 個体（中部ジャワ Cepu 産 Nago1-2, Nago2-3, Nago6-2; Dungus 

area 産 DGS-215）選定し、過去約 70 年にわたり年々スケールで炭素・酸素同位体

対比を測定した【図 2】。図 2 のように 1 mm 厚の厚片を作成し、その厚片ごと α

‐セルロース抽出した後、顕微鏡下で年輪ごとにサンプルを切り出し、同位体比測

定を行った。その結果、4 個体の δ 18 O 時系列データは有意な相関があり、ジャワ

島のチークに関する先行研究 Schollaen et al. (2013) や Breen (2011) とも有意な相

関があることから、チーク δ 18 O は共通の気候情報を保持している可能性が非常に

高い。さらに、降水量データ（ http://www.cru.uea.ac.uk/data  を参照）と相関解析

した結果、生長期直前乾季降水量と有意な正相関があった。この結果は、Schollaen 

et al. (2013) と整合的であり、チークの δ 18 O は生長期直前乾季降水量の代替指標

となる可能性が示唆された。今回、南方振動指数（SOI）とチーク δ 18 O の相関解

析も行ったが、有意な相関は得られなかった。これは、Schollaen et al. (2013) で指

摘されているように、ジャワ島の年輪は Cold Tongue (eastern Pacific) El Niño とい

うより  Warm Pool (central Pacific) El Niño event の影響を受けやすいことに起因す

るもので、今後、ENSO の種類を考慮してチーク δ 18 O の指標評価を慎重に行う必

要がある。  

 チーク δ 18 O のジャワ島内での空間代表性を検証するため、西部ジャワの Sumedang

産 4 個体（T15-1, T16-1, T21-4, T23-4）、 Indramayu 産 2 個体（ jatiNAN1, jatiNAN2）

について、過去 59 年あるいは 29 年にわたり年々スケールで炭素・酸素同位体比を

測定した。これらのチーク δ 18 O の時系列データは、先に示した Cepu 産、Dungus area

産の結果や Schollaen et al. (2013)の先行研究と有意な相関があるので、チーク δ 18 O
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は空間代表性が高く、ジャワ島広域における共通の気候情報を反映していると言え

る。現在、チーク δ 18 O が気候を記録するプロセスをより詳細に理解するため、同

位体比のモデル化に取り組んでいる。  

 

 

 

図 1：収集したインドネシア産  熱帯樹の写真。（左）名古屋大学・農学研究科・山

本研究室からの提供材。（右）インドネシア・Gadjah Mada 大学・Marsoem 教授から

の提供材。  
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図 2：インドネシア産  チーク試料の写真。左から Nago6-2、Nago1-2、Nago2-3（Cepu

産 ; 名古屋大学・農学研究科・山本研究室からの提供材）、DGS-215（Dungus area

産 ; インドネシア・Gadjah Mada 大学・Marsoem 教授からの提供材）。下段のような

厚片 (1 mm 厚 )を作成し、その厚片ごと α‐セルロース抽出した後、顕微鏡下で年輪

ごとにサンプルを切り出し、同位体比測定を行った。   

 

6. 今後の展開 

スンカイについては、複数の年輪構成要素を分析することにより、季節オーダーの

気候復元が可能であることを示唆できた。チークδ 18 O については、ジャワ島広域にお

いてその同調性を確認でき、共通の気候情報を記録していることを明示できた。今後、

チーク δ 18 O のモデル化に取り組み、チーク δ 18 O が気候を記録するプロセスをより詳

細に理解することにより、より厳密な古気候指標としての評価をしていきたい。また、

スンカイについても同様のモデル化を行い、気候応答に対する樹種間の差異について

も検証する予定である。  
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1. 研究組織 
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2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

東日本大震災、原発事故、除染、農業再生 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

 本研究は、生存圏研究所の新規ミッションの一つとして、福島原発近郊（避難区

域以外の比較的汚染度の高い地域）にて実際に放射性セシウムで汚染された土壌の

効率的な除染技術、及び、農作物への低吸収技術の提案を目的とする。本テーマで

は福島県農業総合センターと緊密に連携し、実際の汚染土壌を用いて技術の実証研

究を行う。申請者らのグループは、昨年度から微細気泡水を用いて放射性セシウム

汚染を除染する技術や、非放射性セシウム水溶液を用いて水耕栽培したダイズに関

し、葉、茎、種子などの各組織におけるセシウム蓄積部位について検討を行ってき

た。これまでの研究経緯として、第 191 回（2012 年 1 月）および第 215 回（2012

年 11 月）生存圏シンポジウム「東日本大震災以後の福島県の現状及び支援の取り

組みについて」における議論を踏まえ、新規ミッションとして重要テーマとするべ

く、福島県農業分野の復旧・復興への貢献に軸足をシフトしつつある。具体的には、

代表者上田義勝、徳田陽明によるナノバブル水等による除染技術と、杉山暁史、伊

藤嘉明による蛍光 X 線を利用した高分解能蓄積部位解析を統合的に活用し、学内で

の連携研究として化学研究所とも共同で、福島県農業センターとの緊密な連携の下

で支援事業を行う。 
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4. 研究の背景と目的 

本概要においては、研究テーマの一つであるナノバブル水を用いた除染技術につ

いて報告を行う。 

身近な存在である気泡は、その大きさによって特性を変化させる。近年、気泡の

大きさが 100 マイクロメートル程度になると，浮力が減少する事や表面張力が大き

くなる事から、通常の大きさの気泡とは異なった性質（安定性や浸食・洗浄効果）

を示すことが明らかとなってきた。我々は、空気を用いた微細気泡水を用いる事で、

2011 年に発生した原発事故で問題となっている放射性セシウムの除染技術研究を

行い、その濃度と効率についての研究報告を行ってきた。本研究は既に我々が実証

しつつある微細気泡水を使った除染技術を初めとして、農業用途での応用利用技術

を電気化学的な側面から解析し、原理探求と今後の発展に繋がる技術革新を目指す

ものである。 

ナノバブル発生には、ナノバブル発生装置 BUVITAS HYK-32-D （Ligaric 製）を

用いて、気液混合剪断方式による微細気泡の生成を行った。また、気泡径の評価は、

NanoSight LM-10（NanoSight 社製）により行った。我々は、土壌に関する除染につ

いて東日本大震災直後から調査を開始し、その浄化技術に関する基礎データを集め

てきた 1-3)。その土壌浄化の一例として、ナノバブルを用いた洗浄効果について紹

介する。洗浄サンプルの砂礫は、福島県農業総合センターで採取し、砂礫 100 g を

種々の水 500 ml 中にそれぞれ静置し、静置前後の乾燥状態での放射能定量を測定

し比較した。セシウム除去率を洗浄前と洗浄後の放射能定量から比率として求め、

ナノバブル水の効果を確認するため、生成機の稼働時間及びナノバブル濃度との比

較を行った。また、本発表では農業への応用利用として、花き植物の着色及び延命

効果について電気化学的側面から考察も行った。着色対象となるのはトルコキキョ

ウであり、このトルコキキョウに対して、着色剤（パレス化学「ファンタジー（オ

レンジ）」）を使っての 24 時間染色試験を行った。希釈方法としては、着色剤と水

を重量比１：１で混和し、それぞれ純水とナノバブル水（双方とも約 5 度で使用）

を用いた。実験環境としては試験室の温度は 20 度に保ち、日長時間を明期 12 時間

-暗期 12 時間（蛍光灯、PPFD 10 μmol m-2 s-1）と自動設定して 10 分毎にデジタ

ルカメラによる自動撮影でその色合いを確認した。色合いの調査には、計算機上で

花の部分の画像を CMYK 解析し、特に黄色についてのピーク平均値についての時間

経過をグラフとして作成した。 
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図1. ナノバブル発生装置の稼働時間と，最頻粒
径における濃度(1ml中の個数),砂礫からのCd-
137の除去率の関係

トルコキキョウの染色傾向の違い（黄色）

ナノバブル水

純水
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図2. ナノバブル水を用いた際の花き類の着色度合いの違い。着色にはパ
レス化学「ファンタジー（オレンジ）」を用い、CMYK解析は計算機上で行っ
た。
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5. 研究の結果および考察 

ナノバブル水生成のための生成機稼働時間に応じてナノバブル濃度（最頻粒径）

が増加し、それに応じて除去率も増加する傾向がみられた（図１）。また、着色試

験においては、着色の早さと色合いの濃さについて、生成したナノバブル水の方が

明らかに早く、そして濃い色合いになっている事がわかる（図２）。本試験はまだ

参考程度の試験であり、調査に必要なパラメータ（生成時間や温度、染色材の濃度

等）はまだこれからの研究が必要な段階であるが、今後に期待が持てる研究結果と

なっている。 

 

6. 今後の展開 

本報告は研究成果の一例であるが、共同で研究を行っている福島県農業総合セン

ターとの連携研究として、大豆に関する研究についても既に研究が進捗している。

また、新たな活動として福島県農業総合センターにて 2/21 に現地研究員を主とし

た新領域開拓シンポジウム「生存圏科学の新領域開拓に向けた取り組み（福島県と

の連携研究）」を開催予定であり、継続した研究を進めつつある。 
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新研究醸成支援プログラム 

2) 超高層大気観測用超小型衛星群の設計 
 

山本 衛 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：山本 衛（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：斎藤昭則（京都大学理学研究科） 

坂野井健（東北大学理学研究科） 

      Roland Tsunoda（米国 SRI International） 

      Sri Kaloka（インドネシア航空宇宙庁） 

      Timbul Manik（インドネシア航空宇宙庁） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

キーワード：大気圏、宇宙圏、宇宙天気 

ミッション１：環境計測・地球再生、ミッション３：宇宙環境・利用 

 

3. 研究概要   

当研究所では MU レーダー、赤道大気レーダー（ Equatorial Atmosphere Radar; EAR）

[1]を中心とし、国内外の大学・研究機関と協同して地球大気の地上観測網を設置し研

究を推進してきた。EAR は 2001 年の完成から現在まで、インドネシア航空宇宙庁（LAPAN）

を運営のカウンターパートとし、赤道大気の長期連続観測を実施してきた。現在は、

文部科学省科学技術戦略推進費（国際共同研究の推進）「インドネシア宇宙天気研究の

推進と体制構築」（平成 22～24 年度の 3 年計画）（以下では「インドネシア宇宙天気」

と呼ぶ）を得て超高層大気の研究を推進している。 

インドネシアを初めとする東南アジア地域で超高層大気を共同研究する上で最近感

じられるのが、各国の宇宙開発への熱意である。当研究所では地上観測網を中心とし

て大気研究を推進してきたが、これを一段と発展させる手段として超小型衛星を活用

することを考え始めた。一方で LAPAN は同国の宇宙開発を推進中であり、衛星の活用

方法を求めている。そこで本課題では、超小型衛星を用いた超高層大気観測を新しい

研究シーズとして捉え、 LAPAN と共同で実現可能な計画を策定する。具体的には、

SATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力）[2]に提案することを目指している。

更に本課題は、例えば新しい環境観測衛星構想に発展することもあり得る。つまり本

課題は、当研究所全体にとっても新しい研究シーズ開拓としての重要性が高いと考え

られる。 
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4. 研究の背景と目的 

「宇宙天気」は超高層大気から地球周辺の宇宙空間の環境を研究し予報を目指す領

域であり、通信・測位・環境計測・資源探査・科学研究等を支える衛星システムの安

定に資する。インドネシア共和国は、赤道全周の 1/8 にわたる領域に分布する広大な

島嶼国であるため、通信や衛星システムの重要性には言を待たない。地方間の通信は

今でも短波通信に頼る部分が多く、古典的な問題も残っている。そのため宇宙天気に

対する関心が政府レベルで高まっている。これに対応して LAPAN は宇宙天気研究を全

力で推進し始めている。この宇宙天気研究に対する熱意の高まりと EAR という優れた

観測装置を用いた研究成果を背景として、当研究所は、名古屋大学太陽地球環境研究

所（略称 STEL）および（独）情報通信研究機構（略称 NICT）とともに、LAPAN をカウ

ンターパートとする研究プロジェクト「インドネシア宇宙天気」を推進してきた[3]。

このプロジェクトは終了を間近に控え、将来への展開を構想するべき時期となってい

る。本課題はこのような状況で構想されたものであり、超小型衛星を活用した超高層

大気の観測計画の策定を目的としている。 

 

5. 研究の結果および考察 

赤道大気レーダーの長期連続観測  

EAR はこれまで対流圏・成層圏下部の観測を連続的に行ってきた。超高層大気の長

期連続観測は 2010 年 7 月に開始された。新しい観測モードは、電離圏観測と大気風速

観測を組合せたものである。図１に EAR 観測開始から現在（2012 年 12 月）までの観

測状況を示す。色の付いている部分が観測期間であり、薄い色が大気風速観測、濃い

色が電離圏を含む超高層大気観測に対応している。白く抜けているところは欠測期間

である。EAR の観測は初期には大気風観測を中心として実施され、徐々に超高層大気

の観測が増えてきた。新しい観測モードが開始された後はほぼ全期間にわたって超高

層大気を観測している。現在は欠測期間がほぼなくなった。更にデータの公開を順次

進めてきた点を考慮すると、EAR による長期連続観測は高い水準で成功を収めてきた

といえる。  

 

宇宙天気の観測強化とデータ収集  

「インドネシア宇宙天気」では EAR 以外の観測増強も目指している。そのうちディ

ジタル衛星ビーコン観測網 [4]は、図２に示す通りこれまで順調に拡張されてきており、

アフリカから太平洋に至る広い経度範囲の低緯度域で約 20 点に達している。また STEL

による EAR とタイ・チェンマイにおける大気光ファブリペロー分光計観測、NICT に

よる SEALION 観測網も維持発展している。つまり東南アジア域を中心とする地上観測

網は順調に強化されつつある。  
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低緯度赤道域の電離圏研究  

「インドネシア宇宙天気」では関連する多くの論文が公表されつつある。ESF の発

生原因のひとつとして、電離圏下部が東西方向に波長数百 km で波状構造を示す、Large 

Scale Wave Structure  (LSWS)が注目されている。GRBR 観測網と低緯度電離圏観測衛

星 C/NOFS からのビーコン電波を地上の GRBR 観測網で受信することで LSWS が検出

可能であり、これと ESF の関連に関する論文が多く公表されている [5]。我々の衛星ビ

ーコン観測から、日没後に現れる波長数百 km の変動である LSWS に対応して ESF の

発生を見いだした [6]。更に統計解析から、LSWS 振幅の増大と ESF 出現の対応関係が

明らかになってきた。C/NOFS 衛星の直接観測と EAR 観測の組合せを用いて、太陽活

動度の極小期に出現するとされる、夜半過ぎに発生する ESF についても研究成果が公

表されている（ [7], [8]）。  

 

インドネシアの宇宙天気サービスに向けた基盤整備  

「インドネシア宇宙天気」の目的として、LAPAN の宇宙天気研究の向上とインドネ

シアにおける宇宙天気サービスの開始に向けた基盤整備を掲げた。このため毎年イン

ドネシアにおいて国際ワークショップを開催している。第１回ワークショップの期間

中にはアジア＝オセアニア地域の宇宙天気関係機関の協力について議論され、結果的

に Asia-Oceania Space Weather Alliance (AOSWA)が形成された [9]。LAPAN にとっては各

国の関係機関と協議する枠組みを得たことになる。第２回目は 2011 年 9 月に開催され、

EAR 開設 10 周年の記念式典と同期することによって、インドネシア科学技術大臣や日

本国大使（公使が代理）を初めとする来賓と約 200 名の参加者を得て成功を修めた。  

宇宙天気研究の推進に向けて LAPAN 側も独自の努力を重ねている。国連が支援する

宇宙天気研究の振興の枠組みとして、International Space Weather Initiative (ISWI)（ [10]）

があり、毎年に大学院生・若手研究者向けの ISWI スクールを開催している。LAPAN

は独自に ISWI スクール（2012 ISWI & MAGDAS School）をインドネシアに誘致し 2012

年 9 月に開催した。以上に示すように、「インドネシア宇宙天気」を契機として LAPAN

自身の宇宙天気研究は活性化されてきたといえる。  

 

6. 今後の展開 

超小型衛星で実現可能かつ科学目的に合致する観測項目は多くないが、「大気光イメ

ージング観測衛星」「２周波ビーコン送信衛星」「GPS 掩蔽観測衛星」ならば実現可能で

はないかと考えられる。本課題では、それぞれについて可能性を探る。まず「大気光

イメージング観測衛星」については、研究班の斎藤と坂野井が主導して最近に国際宇

宙ステーションに設置され観測が始まった ISS-IMAP を参考例とすることで、超小型衛

星用センサーを具体的に検討することができる。「GPS 掩蔽観測衛星」についてはこれ
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まで数多くの衛星が開発されていることから、本課題に適したシステムの選択は可能

ではないかと考えられる。「２周波ビーコン送信衛星」については、米国の Roland 

Tsunoda 博士が Cubesat 搭載を検討していることから、本課題への応用を考える。 

本課題の採択は 2012 年 12 月であったため、年度内に残された時間は多くはない。

しかしながら、例えば、すでに米国に出張して Tsunoda 博士と「２周波ビーコン送信

衛星」について意見交換を実施した。「大気光イメージング衛星」については、ISS-IMAP

のセンサー開発企業に検討させる。更に超小型衛星全体のシステムに関しても、これ

までの調査から有力候補が浮上してきている。このように、本課題では短時間に効率

よく検討を進めている。年度末には LAPAN を訪問する機会があるため、ぜひ本課題の

成果をもとに建設的な議論を行いたいと考えている。 
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図１ EAR 完成以来の観測状況。薄い色は大気風速観測モード、濃い色は電離圏を  

含む観測モードに対応している。2010 年 7 月以降は本課題に関する  

観測を継続している。  

 

 

図２ 衛星ビーコン受信機 GRBR 観測網の広がり。東南アジアを中心として  

低緯度地域に約 20 点、日本を含めると約 30 点に達している。  

（図中の点線は磁気赤道を示す） 
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2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

セルロース生合成、膜タンパク質複合体、高次構造制御 

ミッション１：環境計測・地球再生 

ミッション２：太陽エネルギー変換・利用 

ミッション４：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

セルロースは、水系溶媒中では、複数のセルロース分子が集合した状態で通常

存在する。高分子は一般に、その分子集合体の構造が変化すると、物性も様々に変

化する。セルロースの場合、セロファンやレーヨンにその例を見ることができる。

これらのセルロース材料は再生セルロースとも呼ばれ、セルロース（パルプ）の

溶解・再生の過程を経て作られる。そして優れた透析能や、滑らかな光沢のある

風合いなど、天然セルロースとは異なる性質を持つ。 

一方、天然のセルロースは生物の細胞膜で合成される。そこには溶解・再生の

過程は存在せず、高分子量化の過程の直後に構造形成過程が存在すると考えられて

いる。そして大変興味深いことに、ほぼ例外なく I 型結晶かつ微小繊維（ミクロフ

ィブリル）の形態を持つことから、セルロース合成酵素には、特殊な構造形成機構

が存在すると推察される。したがって、その機構の実体に変異を導入することがで

きれば、分子集合構造の改変が原理上可能となる。そこで本研究課題では、組換え

体セルロース合成酵素を使ったセルロース合成系の開発を行い、部位特異的変異を

導入した合成酵素を使用することで、de novo 構造制御による新規セルロース性材

料の開発を目指す。 

また、自由な構造制御のためには、上述の「特殊な構造形成機構」を解明する

ことが重要となる。そこで、セルロース合成酵素の生化学的・生物物理学的研究と
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図１ 人工・天然セルロースの電子顕微鏡像 

A：分解酵素の逆反応により人工合成したセルロース（文献１より引用）。 

B：天然セルロースの繊維（海藻の一種、バロニアの細胞壁由来）。希酸による

加水分解で解繊したもの 

両者ともシャドーイング法による観察像。倍率は A,B とも同じ。 

A B 

いう観点も含めて、総合的に研究を進める。 

 

4. 研究の背景と目的 

天然セルロースは、変異体生物の作るケースを除けば、例外なくミクロフィブ

リルという微小繊維として存在する。セルロース分子鎖の剛直な分子特性を考えれ

ば、セルロースがこのような微小繊維として存在することは、一見、至極当然と考

えられる。しかし、セルロースを人工合成した場合、そのほとんどにおいて、セル

ロースミクロフィブリルは合成されず、セルロース II という非天然型の結晶構造

を持つ凝集あるいは板状結晶が合成される（例えば文献１を参照、図１Ａ）。した

がって、セルロース生合成において、セルロースはその分子鎖特性に基づいて自発

的にミクロフィブリルとなるのではなく、セルロースをミクロフィブリルとして作

り上げる積極的なメカニズムが、生物には存在することが示唆される。 

この「積極的なメカニズム」の実体は、細胞膜に存在するセルロース合成酵素複

合体である。より具体的には、セルロース合成酵素複合体の構造が、ミクロフィブ

リル形成のメカニズムの正体であると言える。したがって、この構造と機能を理解

し、逆に利用することができれば、セルロースの構造をその形成段階で制御できる

可能性が生じる。しかし、セルロース合成酵素は膜タンパク質複合体であり、研究

対象として決して容易な対象ではない。 

それでも、セルロース合成酵素の持つ構造制御機構を理解し、それを具体的に役

立てるためには、合成酵素そのものの研究に取り組む必要があることに変わりない。

我々の研究グループでは、この課題に正面から取り組み、組換え体セルロース

合成酵素によるセルロース合成系・CESEC システム（CEllulose Synthesis in E. 
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coli）の開発を進めている。そこで、CESEC を利用して、セルロース構造の制

御による新規セルロース材料開発を最終目的とした研究を提案する。 

 

5. 研究の結果および考察 

実験材料として、セルロース生産性細菌である酢酸菌のセルロース合成酵素を選

択した。細菌であるために、取り扱いが楽である点と、セルロース合成に必要なサ

ブユニットが、部分的だが特定されていることが選択の理由である。これらの必要

サブユニットの大腸菌発現系を構築し、セルロースの大腸菌内合成（CESEC）に供

した。未発表データであるため、詳細は割愛させていただく。 

CESEC は、組換え体合成酵素にセルロースを合成させることができる数少ない実

験系の一つである。組換え体タンパク質を使用できるということは、タンパク質に

望みの変異を入れた組換え体合成酵素の発現が可能であることを意味する。このこ

とは、学術上大きな意味を持つが、それに加えて、部位特異的変異導入技術を使え

ば、構造形成過程に改変を入れた合成装置でセルロースを合成できることを意味す

る。つまり、セルロースに新規物性を付与できる可能性がある。以上から、応用の

観点からも、CESEC は大きなポテンシャルを持つ実験系である。 

 

6. 今後の展開 

セルロースを利活用するための研究は、現存するセルロースの超分子構造を

どう活用するか、という観点で研究を進めるが、CESEC システムを使えば、セ

ルロース合成の時点での構造制御が原理上可能となり、従来とは全く異なる性

質（高撥水性等）をセルロース材料に付与できる可能性を持つ。「診断」という

側面からの研究しかできなかったセルロース生合成研究を、「材料創製」へと展

開できる点で画期的であり、新領域開拓を期待できる。 

学術的には、本提案のように、セルロース合成酵素あるいは酵素反応そのも

のを分析する研究はあまり例がない。しかし合成酵素の三次元構造が解かれた

2今、セルロース生合成の生化学研究は、今後短期間で熱い分野となることが予

想され、CESEC システムはその中心として期待できる。さらに生存圏研究所で

培われてきたセルロース構造解析のノウハウ（例えば文献３,４）とリンクする

ことで、セルロース・バイオマス生合成研究の枢要として期待できる。非常に

基礎的ではあるが、現在のミッションに欠けている課題である。 

 

7. 引用文献 

1) Kobayashi, S. et al., Biomacromolecules 1, 168-173 (2000) 

2) Morgan, J.L.W. et al. Nature 493, 181-186 (2013) 

3) Imai, T., Sugiyama, J. Macromolecules 31, 6275-6279 (1998) 

4) Horikawa, Y., Sugiyama, J. Biomacromolecules 10, 2235-2239 (2009) 
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2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

土壌・地下水、放射線汚染の低減、木質系多孔質炭素電極、静電容量型脱イオ

ン法、放射性核種 
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ミッション 4：循環型資源・材料開発 

 

3. 研究概要 

 土壌や地下水中のセシウムのような放射性核種を減少させるため、静電容量型脱

イオン (CDI)法を用いた放射性汚染の低減を提案する。CDI 法では海水から Na イオ

ンを回収した後、電圧を減少することによって Na イオンを放出し回収する。一方、

多孔質炭素電極は使用後再生され、再び使用することができるので新たな公害源と

はならない。  

CDI 法において塩イオンは一時的に多孔質炭素電極の中に吸着され、その後脱着

される。使用後再生される多孔質炭素電極において吸着と脱着は連続的に行われ、

何度も繰り返し多孔質炭素電極を使用することが可能である。多孔質炭素電極は

CDI 用セルの一部であり、塩イオンの吸着において重要な役割を果たす。多孔質炭

素電極の内部表面積、つまり、多孔質炭素電極表面の吸着サイトの特性次第で塩イ

オンの除去量が決まる。現在電極合成市場において、活性炭が多孔質炭素電極用に

主として用いられているのは、その高い内部表面積にあるといえる。一方、活性炭

よりも大きい吸着量をもち、持続使用可能で高効率な多孔質炭素電極の開発が求め

られている。ここでは、木質系多孔質炭素電極を用いた CDI 法を適用する予備的検

討のため、セシウムイオンではなく比較が容易な Na イオンを用い、木質系多孔質

炭素電極の基本的な性能を調べた。  
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図 1：イオン交換膜 CDI 単セルの模式図  

 スギ炭で 1.2V の電圧をかけたところ、異なる種類のサンプルの中で、イオン吸

着容量は最大値 0.56mg/g、充電効率は最大値 0.49 であった。これらの値は文献値

の炭素電極と比較して小さく、実用に供するためには木質系炭素電極の結晶構造、

および空隙構造に起因する特性をさらに向上させることが必要である。木質由来の

多孔質炭素材料を CDI 法で用いるには、現段階では炭素の結晶構造や空隙構造の最

適化が十分ではないと考えられる。  

低温熱分解と金属錯体の併用による触媒熱分解によって炭素材料の結晶構造や

空隙構造を最適化し、電気伝導性やイオン吸着性能を向上させることが必要である。

炭素化物表面に形成される金属錯体の微細構造を調べたところ、カルボキシル基等

イオン交換性官能基が多量に存在しており、それらの酸性官能基とセシウムイオン

が錯体を形成することにより、セシウムの吸着が起こることが共同研究者の研究で

明らかにされている。CDI 法と炭素電極表面へのイオン交換性官能基付加の両方の

効果により、セシウムイオンの吸脱着効果がより向上すると思われる。  
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3. 研究概要 

地上から高度 2km 程度までの大気の最下層は大気境界層と呼ばれ、人間生活に

も直接関係する重要な領域である。信楽 MU 観測所設置の境界層レーダーLQ7(図

1)は大気境界層を含む高度数 km までの風速を観測するための周波数 1.3GHz の小

型レーダーである。雨や雲のない透明な大気の動きを知る上で有用であるため、

新領域開拓研究の課題「大気質の安心・安全」の観測にも一部利用されているが、

観測領域が地表に近いため、送信アンテナからほぼ横向きに漏れ出す弱い電波が

周辺の山や建物に当たって強いエコー（クラッタエコー）を生じ、観測対象であ

る大気乱流エコーを遮ってしまうという問題がある。本課題では、すでに利用が

終わった情報通信研究機構の LQ7 用クラッタフェンスを信楽 MU 観測所に移設し

て、LQ7 の観測能力を向上させ、共同利用課題や「大気質」課題における大気微

量成分の輸送の定量的把握に資することを目的とする。 
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図 1. 信楽 MU 観測所に設置の境界層レーダーLQ7 

 

4. 実施内容 

クラッタエコーは境界層レーダー観測では避けがたい問題であるが、うまく対

策することによって観測高度範囲を拡大することができる。もっとも基本的な対

策はレーダーの周囲にクラッタフェンスを設置することである。信楽 MU 観測所

の境界層レーダーLQ7 は共同利用設備の一部であって様々な研究課題に活用され

ているが、クラッタフェンスが無いという問題点を抱えていた。本年 2 月 25 日

に（独）情報通信研究機構において利用を終えた LQ7 専用クラッタフェンスを撤

去し、翌 26 日に信楽 MU 観測所に搬入する。天候を見ながら 3 月に設置工事を実

施する。 

 

5. 期待される成果・今後の展開 

上記の通り LQ7 は信楽 MU 観測所共同利用設備の一部であり、観測データは多

くの研究者によって活用されている。クラッタフェンスの導入により観測可能最

低高度を下げることができれば、地表近くを研究対象とする新領域開拓課題「大

気質の安心・安全」の観測でもより有効に活用され、大気微量成分の輸送の定量

的把握などが可能になると期待される。また、現在並行してソフトウェア無線技

術を活用したコンフィギュラブル受信機の開発を行なっており、図 2 に示すよう

な信号処理をリアルタイムに実施可能となっている。これを利用することにより

レーダーイメージングによる高分解能観測が可能になり、今後「大気質」課題の

観測でもこの技術を利用し、高度分解能が向上したより詳細なデータを取得でき

ると期待される。 
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図 2. 新開発のコンフィギュラブル受信機におけるオンライン信号処理 
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新研究醸成支援プログラム 

6) マイクロ波による瓦礫中の有害物質迅速処理 

  —アスベスト飛散とダイオキシン発生防止—  
 

篠原 真毅 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：篠原 真毅（京都大学生存圏研究所） 

共同研究者：樫村 京一郎（京都大学生存圏研究所）現：中部大学工学部 

佐藤 元泰（中部大学工学部） 

吉川 昇（東北大学環境科学研究科） 

堀越 智（上智大学理工学部物質生命理工学科） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

フラッグシップ共同研究「バイオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用

共同研究」に関連する。  

キーワード : マイクロ波利用、マイクロ波化学、災害復興 

 

3. 研究概要 

本研究は生存圏研究所のフラッグシップ共同研究「バイオマス・物質変換のための

マイクロ波高度利用共同研究」に関連し、今年度から京都大学、中部大学、東北大

学、上智大学らの研究グループで環境省環境研究総合推進費による研究事業「マイク

ロ波による瓦礫中の有害物質迅速処理—アスベスト飛散とダイオキシン発生防止—」

として推進したものである。本研究はマイクロ波加熱炉による、瓦礫の無害化・再資

源化処理に関する研究である。東日本大震災で発生した瓦礫は、セメント、木材、お

よび、プラスチック、有機物・金属などに、大量の塩分 (海水由来 )が含まれおり、これ

らの混在物をマイクロ波で1050℃にまで加熱することで以下の効果を期待する。  

（１）無害化を促進、コンクリート廃材再生可能なセメント原料および安全な埋め立

て用資材化する。コンクリート廃棄物に含まれるアスベスト類を加熱処理する

ことで、再生セメント原料や二次汚染を気にすることのない埋め立て用の資材

にする  

（２）利用不可能な木材・燃料，即ちハイブリッド加熱処理の前段燃焼炉熱源として

活用する。  

（３）非飛散性アスベストの無害化・塩分含有有機物の燃焼によって生じるダイオキ

シンを迅速に無害化する。  
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（４）事例の緊急に鑑み、法令と関連当局の認可のもとに、迅速に無害化処理を開始

し、その有効性を実証する。  

本計画では、これまでに研究者らが実証してきた新技術を結集し、高効率で迅速に

廃棄物を無害化・減容できる設備を構築運用するための研究である。  

 

4. 研究の背景と目的 

津波によって倒壊し流された瓦礫には、法令で規定された有害物質が、混入してい

ることは各種の調査で判明している。特に、アスベスト繊維強化スレート波板および

スレート瓦の粉砕断面，配管等断熱材からアスベスト繊維が露出しており、迅速拡散

防止が必要である。しかし、これらは断熱性、耐熱性が高く熱伝導率が小さいため、

従来の方法では塊を均一に加熱処理するには長い時間が必要である。これをマイクロ

波加熱を用いることで迅速化し、同時にエネルギーコストの向上を図る (図 1)。マイク

ロ波による加熱を用いれば、東日本大震災で生じた大量の瓦礫を迅速に無害化するこ

とが可能となる。マイクロ波はアスベスト塊の内部まで届き、主成分のセメントのカ

ルシウムに強く吸収され、全体を均一・迅速に高温処理出来る。 

本研究は既に得られたこれらの処理炉を改造して、東日本大震災関連の瓦礫中のア

スベスト含有セメント無害化処理、再利用不可能な高濃度塩分含有木質系廃材・廃プ

ラスティックの無害燃焼による減容を迅速処理を実証するものである。一連の工程で、

セメントが 1050℃以上に加熱され，アスベストが無害化すると共に、マイクロ波の電

磁界および高温のセメントとの接触によって、ダイオキシンが分解される。さらに、

排ガスに高性能集塵機・2 次燃焼器を接続し、有害成分を大気中に排出しない二重の

安全対策を施す。 

 

図 1 本研究の概要 
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5. 研究の結果及び考察 

開発した炉を用いて 2012 年 12 月から 2103 年 2 月に実証実験を実施した。その結果、

2 トン以上 /日でのアスベスト無害化の実証に成功した。図 2(a)はマイクロ波処理前の

瓦礫 (スレート瓦 )の顕微鏡写真、図 2(b)はマイクロ波処理後の顕微鏡写真である。分析

手順は以下のとおりである。  

a) アスベスト繊維の同定  

アスベストの種類ごとに異なった染色液を使い、蛍光着色出来た繊維状の像をアス

ベストと認める。図 3(a)はクリソタイル (白石綿）に蛍光着色する顔料によって、

紫色に蛍光を発している状態を示しています。  

b) この蛍光着色した繊維の内、アスペクト比（長さ /直径の比）が、3 以上の繊維を有

害と見なす。法的にアスペクト比が 3 を下回ったものは無害となる。  

c) 約 70 視野を覗き、アスベストをカウントする。  

分析の結果、実験前のスレート瓦のアスベスト含有量は  約 12%、実験後の含有量

は 0.07%と大幅に減少し、無害化に成功した。  

   
図 2 (a) マイクロ波処理前の瓦礫の顕微鏡写真  (b) 処理後の顕微鏡写真  

 

6. 今後の展開 

本プロジェクトは 2014 年度までの 2 年間のプロジェクトであり、来年度はマイクロ

波を用いると通常加熱よりも低温でアスベストが処理される科学に関し詳細を研究す

る。さらに本マイクロ波処理炉の事業化に向け、活動を加速する。  

 

7. 付記 

本研究成果は以下のメディアに取り上げられた。  

・ ‘12.12.20 仙台放送  「スーパーニュース  」  

・ ’13.1.27 NHK 教育「サイエンス・ゼロ」  

・ ‘13.2.15 日刊工業新聞  「震災がれき処理にマイクロ波が一役」  

・ ’13.3.11 テレビ朝日「モーニングバード」 (予定 )  
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新研究醸成支援プログラム 

7) 植物由来気体テルペンの酸性表面への沈着メカニズム 
 

江波 進一  

京都大学白眉センター 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：江波 進一（京都大学白眉センター） 

共同研究者：塩谷 雅人（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

大気質、大気圏、生物圏 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要   

地球の気候変動を正しく理解・予測するためには大気圏と生物圏の複雑な相互作用

を解明する必要がある。生物圏から年間数百 Tg という膨大な量が放出されているテル

ペンは、その反応性の高さから容易に大気エアロゾルを生成し、また大気の HO x 濃度

に重要な影響を与えている。しかし、その大気での消失過程には未知のファクターが

多い。近年、フィールド観測によって相当量のテルペンが植物表面に乾性沈着してい

る可能性が示唆されている。この場合、現在見積もられているテルペンの放出量は過

大評価されていることになる。筆者は新規気液界面反応測定装置を用いて、気体のα-

ピネン、β-ピネン、リモネンがどのように酸性表面に吸着・変質するかを調べた。そ

の結果、これらのテルペンは pH4 以下の水の表面に吸着し、気液界面でオリゴマー化

することが明らかになった。pH4 以下の弱酸性表面は実際の森林に存在しており、こ

の反応が気体テルペンの未知のシンクになっている可能性がある。本研究で得られた

取り込み係数から推測される実際の森林大気における影響度を評価した。 

 

4. 研究の背景と目的 

地球の気候変動を正しく理解・予測するためには大気圏と生物圏の複雑な相互作用

を解明する必要がある。生物圏から年間数百 Tg（テラグラム）という膨大な量が放出

されているテルペンはその反応性の高さから容易に大気エアロゾルを生成し、また大

気の HO x 濃度に重要な影響を与えている。しかしその大気での消失過程には未知のフ

ァクターが多い。例えば、植物から放出された量のどれくらいの割合が大気エアロゾ

ルに変換されており、また乾性沈着などによって消失しているかといった定量的な情

報が欠如している。特に近年フィールド観測によって相当量のテルペンが植物表面に
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乾性沈着している可能性が示唆されているなど、いまだに不確定要素が多く残されて

いる 1,2。具体的には Bamberger ら 1)はオーストリアの山岳地帯における気体テルペン

の濃度変化をリアルタイムで測定することにより、草原がテルペンの未知のシンクに

なっている可能性を指摘した。彼らの結果が正しいとすれば、現在見積もられている

テルペンの放出量は過大評価されていることになる。しかし、どのようなメカニズム

で植物がテルペンを「再吸収」しているかについては今のところ全くわかっていない。

テルペンの大気での消失過程を正確に理解するためには、植物表面への吸着メカニズ

ムを分子レベルで解明し、その影響度を評価する必要がある。  

 

5. 研究の結果および考察 

筆者は独自に考案した気液界面反応測定装置を用いて気体のα-ピネン、β-ピネン、

リモネンがどのように酸性表面に吸着・変質するかを分子レベルで調べることに成功

した 3,4 )。この結果、これらのテルペンは pH4 以下の水の表面に吸着し、気液界面でオ

リゴマー化することが明らかになった（図１）。テルペンが強酸性条件の水溶液中でオ

リゴマー化することは知られている 5 )。今回、テルペンは水の表面では弱酸性(pH<4)

の条件でオリゴマー化することが初めて明らかになった（図２）。これは弱酸性の水の

最表面に存在する H 3 O+イオンが気相の反応性を一部保持しているからであると考え

られる 6,7 )。本研究から得られたテルペンの pH2 程度の酸性表面への取り込み係数の下

限値は 4.6 x 10-5 であり、この値から見積もられる典型的な森林大気における寿命は約

１分以下であることがわかった。この酸性表面への乾性沈着による大気寿命は、気相

における OH ラジカルやオゾンなどの酸化剤による消失過程に匹敵する。pH4 以下の

弱酸性表面は実際の森林に存在しており 8 )、この反応が気体テルペンの未知のシンク

になっている可能性が初めて物質界面の分子レベルで確かめられた。 

図１：新規界面反応測定装置で得られた酸性表面 (pH 2.6)に吸着したα-ピネン

(A)とβ-ピネン (B)の質量スペクトル  

(α-P)2H+

A

(β-P)2H+

(β-P)3H+

B
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6. 今後の展開 

筆者はこれまでにピネン、リモネンなどのモノテルペンの酸性表面への沈着メカニ

ズムに関して研究を行ってきた。しかし、さらに大きい質量のセスキテルペンの酸性

表 面 へ の 沈 着 メ カ ニ ズ ム に 関 し て は 、 今 の と こ ろ ほ と ん ど わ か っ て い な い 。

β-Caryophyllene などのセスキテルペンは一般的なモノテルペンよりもはるかに反応性

が高いため、より効率的に酸性表面に吸着することが予想される。今後はこれらのセ

スキテルペンの酸性表面への吸着メカニズムの実験的解明を行い、森林大気への影響

評価を行う予定である。 

 

7. 引用文献 
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図２：酸性表面に沈着した  α-ピネンと β-ピネンがカルボカチオン（上向き三

角）、ダイマー（下向き三角）、トリマー（四角）になる収率の気体濃度依存性  
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3. 研究概要 

 イソプレンは工業原料として、世界的に 100 万トンレベルで利用されている揮発性

の炭化水素である。特に、合成ゴムはイソプレンを原料とする代表的な製品であり、

車のタイヤや車両補体の緩衝材などとして世界中で利用されている。その原料は、100%

化石資源に依存しているため、原油価格の高騰は直接合成ゴムなどの製造業にとって

大きな打撃になっている。実際、2005 年前後の石油価格の高騰時、我が国のみならず、

世界の大手石油化学工業が、生物素材からイソプレンを生産させる試みについて模索

を行った。実際に米国では、タイヤ大手のグッドイヤーが大腸菌を使った遺伝子組み

換え技術で特許を取得するなど、生物にイソプレンを生産させる研究はここ最近、低

酸素社会の意識の高まりと連動してきているところである。  

  一方、植物の中にはイソプレンを大量に葉から放出する種が多くあり、その量は、

年間 100 Tg carbon にも上る 1)。特に温帯から熱帯域に生育する広葉樹や大型の草本が、

大気中にイソプレンを大量に放出する現象は大気化学の研究分野では早くから報告が

なされてきた。また植物や藻類におけるイソプレンの生産は、葉緑体において MEP 経

路で供給される dimethylallyl diphosphate (DMAPP)を直接の基質にして合成されている

ことも報告されている 2)。矢崎らは、植物生理学的な観点からイソプレン放出の植物

にとっての意義ついての分子生物学研究を行い、これまでに研究成果を数報の論文と
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して報告した 3,4)。本研究はその応用展開として、光合成微生物を使ってイソプレンを

生産させ、従前の様々な問題点を解決すべく、培養器のヘッドスペースからイソプレ

ンを効率よく回収する生産系を構築することを目的とする。イソプレンはその全てを

石油資源に依存しているマルチパーパスの化学原料として、石油の枯渇と同時に供給

を考えねばならない重要化合物である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 緑藻をつかったイソプレン生産のスキーム  

IspS, イソプレン合成酵素：DMAPP, ジメチルアリルジリン酸   

 

 本研究は研究所が推進する生存圏の科学において、生命科学と大気化学の融合研究

で行った植物からのイソプレン放出研究を、さらに一歩問題解決型の研究の方向に発

展させるものであり、研究所の現ミッションの発展型を目指すものとして位置づけら

れる。新領域開拓研究においては、光合成微生物による化学原料の生産技術開発に取

り組むものであり、脱石油資源社会における人間生活の QOL の維持向上を、有用化学

資源の供給面から下支えする研究としてのポテンシャルを有する。  

 活動の期間を通して、光合成微生物への形質転換、遺伝子導入ラインの確立と培養、

ペプチド抗体の検定、複数の高発現クローンを用いたヘッドスペースのイソプレンの

GC-MS による解析を行った。得られた成果に関しては現在特許出願の書類を準備中で

ある。  

 

4. 今後の展開 

 イソプレンの重要性は世界中で認識され、その供給は石油価格の高騰に直接リンク

した喫緊の課題でもある。世界的にはバイオエネルギーとしてのバイオエタノールや、

ブタノールの生産が主流であるが、類似の低分子量炭化水素としてイソプレンは、化

学原料としての重要性が高いため、燃料とするよりも高付加価値の化合物として認識
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されている。したがって、生物によるイソプレンの生産研究は企業側からも、大学の

研究としても高い新奇性と有用性のある研究であり、遺伝資源の種類、発現デザイン

の構築、ホスト生物の選定、培養技術の至適化、イソプレンの回収技術の開発など、

取り組むべき技術要素は多く、一定の成果を元に国家プロジェクトとしての提案も視

野に入れられる、大きな研究領域に発展するポテンシャルがある。実際、最近でも様々

な発現コンストラクトを用いた藍藻でのイソプレン生産の報告がなされたばかりでも

あり、世界的に高まりを見せている研究でもある 5)。  

 研究所のミッションと照らし合わせても、化学物質の生産工場としての植物の能力

を新たに光合成微生物に求める本研究は、次期ミッションの一つの中核的テーマの一

つに育つものと期待される。  

 
5. 引用文献 
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3. 研究概要 

本研究は、LED 光環境が植物の香気成分や器官形態などの重要な農業形質発現に及ぼす影響

を明らかにし、LED 光源によって栽培した植物の生産性向上を目指すものである。 

省エネルギーや収益性向上という観点から、LED を光源に用いた植物工場による作物栽培が

今後盛んになると予想されている。しかし、LED 照明では、高成長・高品質を達成できない植

物種が多く、商用栽培される作物は、数種の葉物野菜やハーブなどに限定されている。 

近年、植物の光情報伝達経路を解明する研究は大きく進展し、フィトクロムやクリプトクロ

ムなどの光受容タンパク質によって光が受容され、植物の様々な形質発現に関わる遺伝子の転

写が制御されて、最終的に形質発現（光形態形成・光応答性代謝物生産）が生じるモデルが提

唱されている 1)。しかし、LED 照明による作物栽培は歴史が浅く、様々な LED 光環境がどのよ

うに光受容タンパク質によって感知され、色、形、香り、歯ごたえ、機能性成分等の有用形質

が変化するのか未知の点が多い。したがって、上述の LED 照明下において、高成長・高品質を

達成できない植物種は、LED 光による形質発現が最適化されていない可能性が高い。そこで、

LED 光環境と各々の形質発現との関係が明らかとなれば、より精密な光環境制御や、LED 栽培

に適した品種の作出を行なうことができ、多くの植物種が LED 利用型植物工場で栽培可能とな

ると考えられる。 

そこで、本研究では、LED 栽培作物のモデルとして、キャベツ、ダイコン、コマツナなど作

物種が多く含まれているアブラナ科に属するシロイヌナズナ(Arabidopsis thaliana)を用い、光受
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容体変異株と野生株とをLED照射下および蛍光灯照射下で栽培し、重要な農業形質（器官形態、

香気成分、細胞壁成分・形態など）の変化を比較解析することにより、LED 光環境と形質発現

の相関関係を明らかにする。 

 

 

 

 

図 1. 本研究の概要 

 

4. 引用文献 

1. 柘植知彦，安喜史織，「第1章 光受容体と光情報伝達」，「最新 植物生理化学」(長谷川宏司、

広瀬克利 編)，大学教育出版，23-50，2011. 

シロイヌナズナの
光受容体変異株および野生株

LED光下と
蛍光灯下とで
培養

作物の収量・品質を左右する器官形態、香り・
機能性成分、細胞壁の解析と遺伝子発現解析
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3. 研究概要 

グラフェンは二次元の平面材料であるため化学的には非常に単純だが、極めて強度

があり、電気を通し、熱を放散し、透明性が高い。次世代コンピューターの半導体や、

タッチスクリーン、電気機器などへの応用に関心が高まっている。持続可能な生存圏を

実現する上でキーとなっているグラフェンのイメージを図 1 に示す。グラフェンの実用

化を進めるためには製品の低価格化と性能向上の両方からの取り組みが必要であるが、

グラフェン合成には高度な技術とで高価格とがネックとなり実用化が進んでいないの

が現状である。 

グラフェンの基本単位である単層グラフェンは、炭素原子がベンゼン環構造に緻密に圧

縮された炭素からなる層で、カーボン繊維、ナノチューブおよびフラーレンなどの基本構

造である。2010 年、この単層グラフェンに関する革新的な実験を行った研究者にノーベル

物理学賞が授与された。単層グラフェンには六角形の網構造をもつ炭素原子が平面に存在

する。しかし量産技術の確立が遅れている。熱分解により SiC 上に生成する方法や触媒金

属層上に化学的気相法で成長させる従来法があるものの大量生産には解決すべき問題が多

い。一方、木材は難黒鉛化材料といわれ結晶化しにくい材料と考えられていて、木質から

のグラフェンの合成は不可能と考えられていた。 
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ここでは、木質から多層グラフェンを合成し、電子顕微鏡と顕微ラマン分光装置を用い

て組織構造の観察と構造解析を行った。木質バイオマスから多層グラフェンを合成し、電

子エネルギー損失分光装置付属透過電子顕微鏡(TEM-EELS)と顕微ラマン分光装置を用い、

木質系多層グラフェンサンプルのキャラクタリゼーションを行った。高温燒結により得ら

れたバイオマス系グラファイトに酸化処理とマイクロ波照射処理を行い、得られた多層グ

ラフェンを分析装置により元素分析や化学結合状態を調べた。さらにフランスオルレアン

CNRS の CRMD 部門において、ヨーロッパにおけるグラフェンの研究・開発動向について

調査した。実験の結果、木質バイオマスから得られたグラフェンは多層グラフェンである

ことがわかった。また、ヨーロッパの動向を調査したところ、単層グラフェンの新用途開

発について国家プロジェクトが組まれ進められていた。単層グラフェンと多層グラフェン

は別物であり、日本は多層グラフェンの用途開発で優位な位置にある。再生可能な木質か

らの多層グラフェンの開発とその応用に早急に取り掛かるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１：グラフェンを介した持続可能な生存圏の実現 
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新研究醸成支援プログラム 

11) 植物揮発性物質が駆動する植物・植食生昆虫・捕食性昆虫の 

共進化 

 

 

高林 純示 

京都大学生態学研究センター 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：高林 純示（京都大学生態学研究センター） 

共同研究者：矢崎 一史（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

植物は植食性節足動物（植食者）の食害に応答して、植食者誘導性植物揮発性物質

(Herbivore-Induced Plant Volatiles: HIPVs)と呼ばれる揮発性物質群の生産を開始する。

HIPVs は植食者の捕食者・捕食寄生者（天敵）を誘引する機能があることが実証され

ている。これは、植物と天敵との共生的な相互作用と言うことができる。かかる共生

関係は、どのように進化してきたのか、に関して HIPVs の中でも緑のかおりと呼ば

れる一連の化合物に焦点を当て研究を行った。  

緑のかおりは組織が障害を受けた際に生じるリノール酸、リノレン酸を基質とし

てフィトオキシリピン経路を経て速やかに作られる。最初に生産される青葉アルデ

ヒド ((E)-2-hexenal)は α,β-不飽和アルデヒドと呼ばれ、反応性が高く障害を受けた部

分での微生物に対する直接防衛機能を有すると考えられる。青葉アルデヒドは毒性

が高いため、植物組織において自家中毒を起こすと考えられ、過剰分は直ちに周辺

組織で毒性のない青葉アルコール、青葉アセテートに変換された後、大気中へ放出

される。本研究では、青葉アルデヒド、青葉アルコール、青葉アセテートに対して誘

引される天敵の反応性から、「障害→直接防衛→解毒→系外放出」プロセスが植物—

天敵間の共生関係を媒介する化学情報に利用される進化過程を考察する。 

 

4. 研究の背景と目的 

植物は植食性節足動物（植食者）の食害に応答して、植食者誘導性植物揮発性物質

(Herbivore-Induced Plant Volatiles: HIPVs)と呼ばれる揮発性物質群の生産を開始する。

HIPVs は植食者の捕食者・捕食寄生者（天敵）を誘引する機能があることが実証され
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ている。これは、植物と天敵との共生的な相互作用と言うことができる。かかる共生

関係がどのように進化してきたのかに関しては、これまでにも議論されてきている

が、確たる関連データを持った議論はなされてこなかった。  

我々は、シロイヌナズナを用いて、緑のかおりの生合成とその生態機能について

研究を行ってきている。緑のかおりは機械的傷でもチョウ目幼虫の食害でも誘導的

に生産される。モンシロチョウ幼虫が食害したアブラナ科植物株から放出される

HIPVs にスペシャリスト天敵であるアオムシサムライコマユバチが誘引されるが、こ

の誘引には緑のかおりが関与している １）。またシロイヌナズナにおける緑のかおり

の生態機能として、病原菌に対する直接防衛能を報告している ２）。さらに、シロイ

ヌナズナにおいては、緑のかおりの出発物質となる青葉アルデヒドは毒性が高いた

め、植物組織において自家中毒を起こすと考えられ、過剰分は直ちに周辺組織で毒

性のない青葉アルコール、青葉アセテートに変換された後、大気中へ放出されるこ

とも示した ３）。  

 

5. 研究の結果および考察 

他の植物における緑のかおりの放出特性（健全時、機械的障害時、食害時）を文献

で検索した。また、様々な植物—植食性節足動物—捕食性節足動物からなる三栄養段

階相互作用系における緑のかおりの生態機能を解析・検索した。これまでの研究成

果を踏まえ、直接防衛物質として植物が装備したと考えられる緑のかおりが、間接

防衛機能（植物と天敵との共生的相互作用）へと発展的に進化したと考察した。 

 

6. 今後の展開 

結果を原著論文としてまとめる。 

 

7. 引用文献 

1) Shiojiri et al. J. Chem. Ecol. 32,969-679, 2006 
2) Shiojiri et al. Proc, Nat. Acad. Sci. 103: 16672-16676, 2006 
3) Matsui et al. PLoS One, e36433, 2012 
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 12) 化石資源の代替としての植物根共生微生物群および竹笹類の 

イソプレン放出 
 

奥村 智憲 

京都大学農学研究科 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：奥村 智憲（京都大学農学研究科） 

共同研究者：矢崎 一史（京都大学生存圏研究所） 

鶴田 健二（京都大学農学研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

大気質、植物二時代謝産物 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

本研究では世界的に 100 万トンレベルで利用されている揮発性の炭化水素であり，

合成ゴムの原料であるイソプレンの化石資源以外からの獲得をめざし，微生物および

竹笹類のイソプレン生成能について調査する。微生物や植物の中にはイソプレンを大

量に生産し放出する種が存在し，たとえば植物の全球での総放出量は人間活動由来揮

発性有機ガスの総放出量よりも多いことが知られている 1)。本研究では矢崎研と共同

して，多くが高いイソプレン放出能をもつ竹笹類および培養毛状根に共生させた様々

な微生物のイソプレン放出量の有無を計測することで，高イソプレン放出種の同定と

それらの放出能について明らかにする。 

 

4. 研究の背景と目的 

イソプレンは工業原料として有用であり，特に合成ゴムはイソプレンを原料とする

代表的な製品として車のタイヤや緩衝材などとして世界中で利用されている。その原

料は多くが化石資源である石油に依存しているため，原油価格の高騰や将来の枯渇は

直接合成ゴムなどの製造業にとって大きな打撃となる。一方，植物の中にはイソプレ

ンを大量に葉から放出する種があり，その量は全球で年間 100 Tg carbon にも上ると

推定されている。そこで本研究は将来の枯渇が明らかである化石資源の代替としての

天然資源獲得のひとつとして，合成ゴムの原料となるイソプレン生産を植物・微生物

群に求めることを目指し，植物根に共生する微生物群および竹笹類のイソプレン放出

能力を調べ，それらの工業利用への可能性を模索する。本研究はこれまで多くの植物
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体や微生物のイソプレン放出能の測定に豊富な経験がある代表者と、イソプレノイド

系代謝工学で多くの実績を上げてきた矢崎研との新しいコンセプトに基づいた融合研

究であり、生命科学と大気化学の融合研究である植物のイソプレン放出研究を、さら

に一歩問題解決型の研究の方向に発展させ、植物と微生物による化学原料の生産技術

開発を目指すものである。なお今回の発表では主に竹笹類のイソプレン放出能につい

て発表を行う。 

 

5. 研究の結果および考察 

まず竹笹類のイソプレン放出能を調査するために，日本（森林総合研究所）と台湾

（国立台湾大学）の見本園にて，改良した携帯型光合成測定装置 LI6400（Li-Cor 社）

を用いて（Okumura et al., 20082),3)）、それぞれ日本（20 種）および台湾（30 種）の

葉のイソプレン放出速度を光合成速度や蒸散速度、日射量、葉温などとともに計測し，

種毎のイソプレン放出特性とそれぞれの

環境因子との関係を明らかにした（G93 放

出 モ デ ル を 適 応 、 Guenther et al., 

19931)）。なお捕集したイソプレンは加熱脱

着装置（ATD）を備えたガスクロマトグラフ

分析計（GCFID，GCMS）を用いて定量した。

次に日本を代表する竹である孟宗竹と真

竹のイソプレン放出能を京都（亀岡市）の

竹林において測定を行っている。孟宗竹林

と真竹の樹齢毎のイソプレン放出速度を

LI6400 を用いて計測している。 

 

 

6. 今後の展開 

今後は竹笹類のイソプレン放出能の測定種数を増やし，また微生物群の中からイソ

プレン放出能の特に高い種を同定し，将来の工業利用としての基礎的データとして取

りまとめてゆく。 

 

7. 引用文献 

1) Guenther, A., Zimmerman, P. R., Harley, P. C., 1993. Isoprene and monoterpene 
emission rate variability: model evaluations and sensitivity analysis. Journal of 
Geophysical Research 98, 12609–12617. 

2) Okumura, M., Tani, T., Kominami, Y., Takanashi, S., Kosugi, Y., Miyama, T., and 
Tohno, S., Isoprene emission characteristics of Quercus serrata in a deciduous broad-
leaved forest. Journal of Agriculture Meteorology, 64, 49-60, 2008. 

台湾大学演習林

120°50′E, 23°32′, 標高約1300m

京都府亀岡試験地

135°61′E 34°99′, 標高約150m

図 1. 調査対象地  
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13) 根端分裂組織における細胞膜の弾性率測定と 

エキソサイトーシス機構との関係 
 

木村 俊作 

京都大学大学院工学研究科 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：木村 俊作（京都大学大学院工学研究科） 

共同研究者：矢崎 一史（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

植物二次代謝産物、植物微生物相互作用、生存圏 QOL 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 研究概要 

植物の作る生理活性物質の中には、自らの根組織を土壌中の病原性微生物や食植昆

虫から守るため、根表面に化学バリアーを形成する、あるいは土壌中に生理活性物質

を分泌することが知られる。これらの代謝産物は土壌中の微生物との軍備競争に関与

するものも多いと考えられるが、土壌中における植物と微生物との相互作用は、根粒

菌や菌根菌等の共生研究を除き、その具体的な実体は大部分が未知である。本研究で

は、植物の根組織の作る生理活性物質の分泌機構に焦点を置き、細胞膜の物理的特性

を明らかにすること、さらにそこに関わる分子の生理機能を解明する方法論の確立を

目指す。 

 

4. 研究の背景と目的 

 植物と表在性微生物とは共生関係、あるいは攻撃／防御の関係にあり、それぞれが

生産する化合物を介して、お互いの生命活動に大きな影響を与えている。本研究では、

根組織において防御機能を担っているナフトキノン類をモデルとして 1)、その未解明

の分泌機構について工学的な手法を適用し、そのマシナリー解明の糸口をつかむ。本

研究では、分泌を担う細胞の膜の硬さを、液中 AFM を用いた弾性率測定により評価し、

植物細胞膜におけるエンドサイトーシスの機構に関する知見を得ることを目標として

いる。また、リポソームを用いた分泌機構の評価系構築を試みる。 

 

5. 研究の方法及び結果 

 ナフトキノン形跡色色素を分泌するムラサキ培養毛状根を試料とし、培養液中で
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atomic force microscopy (AFM) 測定をすることにより、膜の弾性率測定を行う 2)。

細胞全体の弾性率測定を行い、複数の成分で構成される条件下での膜解析を行う。ま

た、細胞壁を除去して弾性率測定を行い、細胞の各部位での弾性率を明確にする。ま

た、リポソームを用いた根端細胞への蛋白質あるいは遺伝子の導入系を確立し、分泌

機構に関わるメンバーの機能解明の技術基盤を構築したい。 

フラスコ培養の毛状根     シコニン（赤色）の分泌    表皮細胞特異的分泌 

 

6. 今後の展開 

植物の生産する高付加価値の生理活性物質は、植物自体にも毒性を示すことも少な

くなく、液胞内に隔離、あるいは細胞外に放出することでそれを生産する植物は生育

することができる。液胞ない隔離と異なり、こうした生理活性物質の分泌機構は、好適

なモデル系が少ないこともあり、ほとんど研究が進んでいない。特に脂溶性の生理活

性物質破砕妨害に放出され、アポプラストで蓄積することも多い。本研究がブレイク

スルーとなることで、この研究分野の解明に向けた足がかりとなる基礎知見が得られ

ることが期待される。将来的には、こうした分泌過程に関わる蛋白質のメンバーが明

らかとなり、植物の有用物質生産の制御技術に貢献できることが期待される。 

 

7. 引用文献 

1) Yazaki, K. (2001). Root-specific production of secondary metabolites: 
regulation of shikonin biosynthesis by light in Lithospermum 
erythrorhizon. (Review) Natural Medicines, 55, 49-54. 

2) Ueda M, Makino A, Imai T, Sugiyama J, Kimura S. (2011) Temperature-
triggered fusion of vesicles composed of right-handed and left-handed 
amphiphilic helical peptides, Langmuir. 27(8), 4300-4304. 
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研究集会：1) 植物アロマのメタ代謝科学 

「生態学、大気科学、植物科学の融合」 

 

杉山 暁史 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：杉山 暁史（京都大学生存圏研究所） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

新研究醸成支援プログラム 

ミッション１：環境計測・地球再生 

 

3. 目的と具体的な内容 

植物が放出する様々な揮発性有機化合物（植物アロマ）は、大気微量成分として大

気質の変動に大きなインパクトを持ち、森林圏と大気圏を繋ぐインターフェースとし

ての役割を持つと見なされる。植物アロマに関する研究は、これまで主に生態学や植

物生理学の分野で行われ、生存圏研究所や生態学研究センター、農学研究科において

も研究が進められている。一方、大気化学の分野では放出された後の植物アロマの化

学研究が主体であって、両方を包括して生存圏全体の生物圏構造を、植物アロマを介

した生物間相互作用により理解しようとする試みはこれまでになされていない。 

そこで、植物アロマを共通のキーワードとし、地球環境の将来変動を異分野融合の

元で議論できる研究会を企画した。植物アロマに関して、大気科学、植物科学、生態

学の研究者が一堂に会し講演とディスカッションを行った。森林圏と大気圏を繋ぐ鍵

分子である植物アロマの動態に関して相互の理解が深まった。 

 

4. 生存圏科学の発展や関連コミュニティの形成への貢献 

今回、大気科学、生態学、植物生理学の研究者が、個体レベルでは微量ながら地球

レベルでは大きなインパクトを持つ植物アロマを共通のキーワードに一堂に会して議

論し、生存圏の生物間相互作用を駆動する植物アロマを正確に理解するための方向性

についての意見交換を行った。これにより、これまでにない大気圏と森林圏を融合し

た共同研究の芽が生み出されたと期待できる。 

将来の地球環境を予測し、持続可能な生存圏を構築するためには、大気科学、生態

学、植物科学の研究者が、ミクロレベルからマクロレベルまでの統合した解析を行う

必要がある。これまで、大気科学、生態学、植物生理学の３分野を統合した解析がな
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されていなかった植物アロマの研究を推進することにより、生存圏科学のさらなる発

展が期待される。 

 

5. プログラム 

10:00–10:10 開会挨拶・趣旨説明 

杉山暁史 （京都大学） 

10:10–10:40 バイオビッグデータに挑む：メタボロミクスから化学生態学に向けた

ビッグデータ・サイエンスの展開 

中村由紀子、森田（平井）晶、小野直亮、佐藤哲大、金谷重彦 （奈良

先端科学技術大学院大学） 

10:40–11:10 生合成工学からみる揮発性テルペンの植物細胞内代謝イベント 

矢崎一史、杉山暁史 （京都大学） 

11:10–11:40 植物による植物アロマのリクルート 

松井健二、肥塚崇男 （山口大学） 

11:40–12:10 植物から放出される C1 化合物と微生物－植物間相互作用による炭素

循環 

由里本博也、阪井康能 （京都大学） 

   休憩 

13:10–13:40 レーザー分光計測で探る植物由来揮発成分の大気化学過程 

高橋けんし （京都大学） 

13:40–14:10 植物アロマの大気化学 ～不均一反応の分子レベルでの解明～ 

江波進一 （京都大学） 

14:10–14:40 植物が放出する VOC と吸収する VOC 

奥村智憲 （京都大学）、谷晃 （静岡県立大学） 

14:40–15:10 太陽光植物工場における植物アロマの活用 —植物診断と高度ガス環境

制御— 

高山弘太郎 （愛媛大学） 

   休憩 

15:20–15:50 シロイヌナズナ-アザミウマ間の相互作用とスイポウイルス媒介に関

する研究 

安部洋 （理化学研究所）、富高保弘 （中央農業総合研究センター）、

瀬尾茂美 （農業生物資源研究所）、下田武志 （中央農業総合研究セン

ター）、釘宮聡一 （農業環境技術研究所）、櫻井民人 （東北農業研究

センター）、津田新哉 （中央農業総合研究センター）、小林正智 （理

化学研究所) 

15:50–16:20 植物の匂いを介した植物、植食性ハダニ、捕食性天敵の相互作用の分
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子メカニズム 

有村源一郎 （東京理科大学）、小澤理香 （京都大学） 

16:20–16:50 植物アロマのメタ代謝の視点で生物間相互作用を考える 

高林純示 （京都大学） 

16:50–17:00 閉会挨拶 

高林純示 （京都大学） 

 

6. 参加者数 

生存研：  ８名（うち、学生２ 名）     合計４０名 

他部局：  ７名（うち、学生１ 名） 

学外：  ２５名（うち、学生０ 名、企業関係 ４名） 
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新研究醸成支援プログラム 

研究集会: 2) 次世代超高層大気研究検討会 

「新規衛星計画にむけたブレーンストーミング」 
 

山本 衛 

京都大学生存圏研究所 

 
1. 研究組織 

代表者氏名：斎藤 昭則（京都大学理学研究科） 

（生存圏研究所担当者：山本衛） 

 

2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

新研究醸成支援プログラム 

ミッション１：環境計測・地球再生 

ミッション３：宇宙環境・利用 

 

3. 目的と具体的な内容 

本研究集会は、地球電磁気・地球惑星研学会（SGEPSS）の分科会である中間圏・

熱圏・電離圏（MTI）研究会を中心とする日本の超高層大気研究分野の若手・中堅研

究者が集まり、新規衛星計画を中心としたブレーンストーミングを行って、次世代超

高層大気研究の長期計画立案の端緒を開く事を目的として、平成 26 年 2 月 14 日に京

都大学東京オフィスにて開催された。  

研究集会では、国内外で現在運用・計画中の中・大型衛星ミッションのレビュー、

計画されている小型・超小型衛星についての現状紹介や実現可能性、これらの衛星計

画を利用したサイエンスターゲットについて講演が行われた。その後のブレーンスト

ーミングでは、100－300km をカバーする極軌道衛星や大気光・オーロラ撮像衛星、マ

イクロ衛星による多点電離圏・磁気圏観測などの具体的なアイディアが出され、衛星

観測実現までのスケジュールや戦略なども含めて活発に議論された。 

 

4. 生存圏科学の発展や関連コミュニティの形成への貢献 

近年、竜巻等の対流圏の活動や地震・津波などが高度 300km 付近に広がる電離圏（超

高層大気の弱プラズマ部分に相当する）を大きく変調することが明らかになり、地表

面から超高層大気までの結合過程の研究が重要視されるようになってきた。すなわち、

超高層大気の研究は、地球大気全体の変動を捉える上で必要不可欠なものであり、生

存圏科学の重要な一部分である。本研究集会で出された次世代超高層大気観測衛星の

アイディアや戦略は、生存圏科学の発展に大きく寄与すると考えられる。  
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また、本研究集会では、これまで比較的小規模の研究チームにより進められていた

衛星計画だけでなく、次期 JAXA イプシロン衛星ミッション募集へ提案すべき総合的

な衛星の検討も行われ、MTI 研究会のみならず SGEPSS の他分野を含めて衛星計画を

考える研究者コミュニティ形成の必要性についても議論された。 

 

5. プログラム 

日時：平成 26 年 2 月 14 日 13:15-16:50 

場所：京都大学 東京オフィス 第２会議室 

(東京都港区港南 2-15-1 品川インターシティ A 棟 27 階) 

 

13:15-13:20 「研究集会の目的・経緯」 津川卓也（NICT） 

13:20-13:50 「衛星計画紹介」斉藤昭則 （京大理） 

 SWARM, ICON, GOLD, SLATS, ELMOS, Cubesat, QB50 

 極域電磁気圏探査超小型衛星 

 イプシロン搭載宇宙科学ミッション提案について 

 2/18 次期地球電磁気圏探査検討会について 

13:50-14:20 「マイクロサテライト（超小型衛星）によるスーパーコンステレーショ

ン」 高橋幸弘（北大） 

14:20-14:30 休憩 

14:30-15:00 「次期 MTI 衛星計画案」渡部重十（北大） 

15:00-15:30 「多点同時観測衛星に関する情報」横山竜宏（NICT） 

15:30-16:00 「CubeSat を利用した MTI 観測衛星計画」山本衛（京大 RISH） 

16:00-16:50 総合討論 

 

6. 参加者数 

生存研：  １名（うち、学生 ０名）     合計１０名 

他部局：  １名（うち、学生 ０名） 

学外：   ８名（うち、学生０ 名、企業関係 ０名） 
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新研究醸成支援プログラム 

国際共同研究「エステル型リグニン糖複合体酵素分解反応の解析」 
 

西村 裕志  
京都大学生存圏研究所  

 
1. 研究組織 

代表者氏名：  西村  裕志（京都大学生存圏研究所）  

共同研究者：  渡辺  隆司（京都大学生存圏研究所）  

 片平  正人（京都大学エネルギー理工学研究所）  

 永田  一真（京都大学エネルギー理工学研究所）  

 Gunnar Westman（Chalmers 工科大学）  

 Lisbeth Olsson（Chalmers 工科大学）  

Jenny Arnling Bååth（Chalmers 工科大学）  

 Johan Larsbrink（Chalmers 工科大学）  

 Filip Nylander（Chalmers 工科大学）  

 Hampus Sunner（Chalmers 工科大学）他  

 
2. 新領域開拓のキーワードと関連ミッション 

新研究醸成支援プログラム  

ミッション２：太陽エネルギー変換・利用  

ミッション４：循環型資源・材料開発  

 

3. 研究概要 

 樹木に代表される植物バイオマスは未利用かつ豊富なバイオマス資源として注目さ

れている。植物細胞壁は、主にセルロース、ヘミセルロースおよびリグニンによって

構成されていて、互いに多様な結合で三次元の高分子を形成している。この高分子ネ

ットワークで特にリグニンと糖の結合構造は、その存在量は少ないもののバイオマス

の高分子ネットワークを“ほどく”ための鍵となる構造であり、バイオマスの成分分離、

変換反応を開発する上で重要である。植物細胞壁中で、リグニンはヘミセルロースと

共有結合して  Lignin Carbohydrate Complex (LCC) を形成しており、細胞壁の強度や分

解性に大きな影響を与えている。バイオマス変換において、このリグニン・糖間結合

の切断を高効率で行えれば、主要３成分の分離効率は大きく上昇すると期待される。

本研究では、リグニン・糖間結合を直接切断する酵素に着目して、エステル型 LCC モ

デル化合物の合成と酵素による分解反応を行い、LCC の分析と構造解析、酵素の反応
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特性と分解反応を詳細に解析するとともに、実際の植物細胞壁成分と反応させて起こ

る構造変換への応用を目指す。本国際共同研究ではリグニンと糖の結合構造のモデル

化合物の合成グループ (スウェーデン・チェルマース工科大 Gunnar 教授ら )、微生物由

来の糖の結合構造分解酵素研究グループ (スウェーデン・チェルマース工科大 Olsson 教

授ら )、分解反応・構造解析グループ (京都大生存研、エネ研 )が連携して糖リグニン複

合体分解反応を解析する。本研究は、植物バイオマス中で、糖リグニン複合体の分子

構造に関する基礎知見を与えるとともに、特異的な酵素によるバイオマス成分分解反

応を解析する新しい試みである。  

 

4. 研究の目的と結果 

 バイオマスを有効利用する上でリグニンと糖の分離は重要な課題となっている。植

物細 胞壁 中で、リグニンはヘミセルロースと共有結合して  Lignin Carbohydrate 

Complex (LCC) を形成しており、細胞壁の強度や分解性に大きな影響を与えている。  

バイオマス変換において、このリグニン・糖間結合の切断を高効率で行えれば、主要

３成分の分離効率は大きく上昇すると期待される。本研究では、リグニン・糖間結合

を直接切断する酵素に着目して、エステル型 LCC モデル化合物の合成と酵素による分

解反応を行い、LCC の分析と構造解析、酵素の反応特性と分解反応を詳細に解析する

とともに、実際の植物細胞壁成分と反応させて起こる構造変換を NMR 法によって観測

することを目的とした。  

リグニン・糖間結合を直接切断する酵素に着目して、エステル型 LCC モデル化合物

の合成と酵素による分解反応を行い、LCC の分析と構造解析、酵素の反応特性と分解

反応を解析した。LCC の部分構造として、β-O-4 型リグニン二量体にグルクロン酸がエ

ステル結合した LCC モデルの合成を行い酵素分解性について検討を行った。次に、実

際の植物細胞壁成分と反応させて起こる構造変換への応用を見据え、その基盤として

LCC 画分との反応解析を行った。まず、天然木材から LCC 画分を抽出し、エステル型

構造を含む LCC フラクションの濃縮を行った。得られた LCC 画分について酵素処理前

後における 2 次元 1 H- 13 C HSQC NMR 解析を行い、天然 LCC 結合に対する反応性を解

析した。微生物由来の新規エステラーゼ処理の有無とヘミセルラーゼ処理の併用の効

果について検討を行った。その結果、ヘミセルラーゼ処理後の LCC 画分にエステラー

ゼ処理を行った試料について、LCC エステル結合の挙動解析を行った。スウェーデン

から研究者を招聘し国際セミナーを開催した。（図）  
 
5. 付記 

1) H. Nishimura, A. Kamiya, M. Katahira, T. Watanabe, NMR study of 

Lignin-carbohydrate Linkage in Milled Wood, Polyphenols Communications 2014, 

331-332, 2014. 
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2) Watanabe, T., Nishimura, H., Okamura, H., Sakai, H., Nakamura, M., Nakamura, H., 

Takaya, M., Katahira, M., Structural analyses of lignin using ultra-high sensitivity 

NMR for biorefinery, 5th Int. Symp. Adv. Energy Sci., Kyoto, 2014.9.30-10.2. 

3) Filip Nylander, Benzyl esters in lignocellulosics - synthesis and enzymatic hydrolysis, 

Organikerdagarna 2014, 10-13 June 2014, Djurönäset, Stockholm 

4) H. Nishimura, A. Kamiya, M. Katahira, T. Watanabe, Structural analysis of 

lignin-carbohydrate  complex., Lignobiotech III, 3 rd  Symp. Biotechnol. Appl. 

Lignocelluloses: 39, 2014. 
5) 西村裕志 , Filip Nylander, Hampus Sunner, Gunnar Westman, Lisbeth Olsson, 片平

正人 , 渡辺隆司 , リグニン糖複合体の分析と酵素分解 , 第65回日本木材学会大

会 , 東京 , 2015.3.18 
6) 西村裕志 , Bååth Jenny Arnling, 永田一真 , Klaubauf Sylvia, Olsson Lisbeth, 

Nylander Filip, Westman Gunnar, 片平正人 , 渡辺隆司 , 木質中のリグニン糖複合

体とその酵素分解反応の解析 , 日本農芸化学会2016, 札幌 , 2016/3/29 
7) Hiroshi Nishimura, Structural analysis for lignocellulosic biomass, 6th Int. Symp. 

Adv. Energy Sci., Kyoto, 2015.9.1 [invited] 

8) Nishimura H., Kamiya A., Katahira M., WatanabeT., Characterization of 

lignin-carbohydrate complex linkages using nuclear magnetic resonance 

spectroscopy , Pacifichem 2015, Hawaii, USA, 2015.12.19 

9) Hiroshi Nishimura, NMR analyses of wood cell wall structures and the 

biodegradation, WWSC special seminar, Wallenberg Wood Science Center, Sweden, 

2016.1.28  

10) Hiroshi Nishimura, Characterization of lignin and lignin-carbohydrate linkages in 

wood, RISH International seminar-Chemistry and Biotechnology for Lignocellulose, 

Uji, 2016.2.18 

11) Jenny Arnling Bååth, The action of glucuronoyl esterases on lignin-carbohydrate 

ester bonds, RISH International seminar-Chemistry and Biotechnology for 

Lignocellulose, Uji, 2016.2.18 

12) Johan Larsbrink, Bacterial degradation of complex carbohydrates by polysaccharide 

utilization loci, RISH International seminar-Chemistry and Biotechnology for 

Lignocellulose, Uji, 2016.2.18 

13) Takashi Watanabe, Biorefinery study to utilize plant cell wall components for 2nd 

generation biofuels and chemicals, RISH International seminar-Chemistry and 

Biotechnology for Lignocellulose, Uji, 2016 年 2016.2.18 

14) 永田一真，西村裕志，片平正人，渡辺隆司 , NMR 法を用いた木質バイオマスに

おけるリグニン -糖結合の解析 , 第 66 回日本木材学会大会 , 名古屋大 , 2016/3/27 

15) Filip Nylander, Hampus Sunner, Lisbeth Olsson, Paul Christakopoulos, Gunnar 
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Westman, Synthesis and enzymatic hydrolysis of a diaryl benzyl ester model of a 

lignin-carbohydrate complex (LCC), Holzforschung. 70, 5, 385–391, 2015.9. 
 
 
 
 
 
 

図  スウェーデンからの招聘研究者を迎

えて国際セミナーを開催。  
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